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地方独立行政法人山梨県立病院機構の令和７年度における業務実績評価について 

 

地方独立行政法人法第２８条の規定に基づき、山梨県が設立した地方独立行政法人山梨

県立病院機構の令和７年度に係る業務の実績について評価を行いました。 

 

地方独立行政法人は、設立団体が定めた中期目標を達成するための計画（中期計画）を

作成するとともに、中期計画に定めた事項のうち毎事業年度において実施すべき事項を定

める計画（年度計画）を作成します。 

そして、毎事業年度の終了後、業務の実績を設立団体に報告し、その評価を受けること

となっています。 

この業務実績評価書は、県立病院機構から提出された令和７年度の業務実績報告書、県

立病院機構からの説明及び地方独立行政法人山梨県立病院機構評価委員会の意見等を踏ま

え、法人の業務実績の調査、分析を行い、その評価の結果を記載してあります。 

 

令和７年度は、第４期中期目標期間の２年度目であり、救命救急医療を始め、総合周産

期母子医療、がん医療、精神科救急・急性期医療及び地域医療機関との協力体制の強化等、

政策医療を中心に様々な取り組みが行われました。 

 

山梨県としては、県立病院機構の職員全体が今回の評価結果を共有することにより、各

部署が取り組むべき課題を認識し、改善を続けることで、引き続き本県の基幹病院として

の役割を果たすことを期待します。 

また、県民の皆様には、県立病院機構の取り組みを改めて確認して頂き、今後の法人運

営に関心を持っていただくことを期待します。 

なお、この業務実績評価書の作成にあたり、評価委員の皆様には多大なる御尽力を賜り

ました。厚く御礼申し上げます。 
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第１ 全体評価 

 

１ 総 評 

 

地方独立行政法人山梨県立病院機構の令和７年度における中期計画の実施状況は優れていると

評価する。 

 

第４期中期目標期間の２年度目である令和７年度の業務の実績は、県立病院機構の有する人的、

物的資源を活用し、救命救急医療、総合周産期母子医療＊用語1、がん医療、循環器病医療、精神科

救急・急性期医療、心身喪失者等医療観察法＊用語2に基づく医療、依存症患者への医療などの政策

医療を確実に提供するとともに、医療の質の向上に努めた結果となっている。 

 

県立中央病院では、救命救急医療については、高度救命救急センターとして三次救急患者に高

度で専門的な医療を提供するのみならず、二次救急患者や他の病院で受け入れることができな

かった患者を受け入れ、各診療科により連携した治療が行われた。 

総合周産期母子医療については、他の医療機関と連携し、多くのハイリスク妊婦を受け入れ、

専門的な医療を提供した。 

がん医療については、低侵襲手術支援ロボット（da Vinci Xi及びHUGO RASシステム）を活用

した手術件数が増加したほか、ゲノム解析に基づく最先端の医療を提供した。 

循環器病医療については、心大血管リハビリテーションや呼吸器リハビリテーションを積極的

に行った。 

県立北病院では、精神科救急・急性期医療の中心的存在として、多職種スタッフの連携により、

患者の治療、退院促進、退院後のリハビリテーション等、総合的で一貫した医療を提供した。 

心身喪失者等医療観察法に基づく医療については、県内唯一の指定入院医療機関として、多職

種チームによる手厚い医療を提供するとともに、関東信越厚生局の要請を受け、指定入院病床数

を増床して受け入れ、司法精神医療に貢献した。 

依存症患者への医療については、依存症治療拠点機関として、アルコール依存症患者及びゲー

ム依存症患者への専門プログラムを継続して実施し、依存対象に応じた適切な医療を提供した。 

また、財務状況については、人件費の増加や物価高騰による経費の増加等により中期計画を下

回ったものの、営業利益の増加により黒字を確保した。 
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２ 県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

 

（１）医療の提供 

 

 ・ 救命救急医療について、高度救命救急センターとして24時間体制で重篤な三次救急患者を

受け入れるとともに、新たにハイブリッド緊急手術室を整備するとともに、ドクターヘリ＊用

語3やドクターカーの運用により県民に安心できる救急救命医療を提供していることは評価す

る。 

   また、一次救急他や二次救急についても積極的に受け入れ、セーフティネットとして大き

く貢献していることは評価する。 

・ 総合周産期母子医療について、総合周産期母子医療センターとして、県内全てのハイリス

ク妊婦等を受け入れて高度で専門的な医療を提供していることは評価する。 

 ・ がん医療について、拠点病院に指定されているがんゲノム医療や、手術、化学療法及び放

射線療法を効果的に組み合わせた治療を推進するとともに、がん相談やがんリハビリテー

ションなどの支援に積極的に取り組んでいることは評価する。 

   低侵襲手術支援ロボットが活用され、大腸がんや肺がんなどの手術件数が増加したことは

評価する。 

 ・ 循環器病医療について、循環器病センターにおいて循環器内科と心臓血管外科が密接な連

携を取り、急性期医療を２４時間提供するとともに、心大血管リハビリテーションや呼吸器

リハビリテーションを積極的に行ったほか、ハイブリッド手術室の活用が活用され、低侵襲

な手術を実施していることは評価する。 

 ・ 難病＊用語4（特定疾患）医療について、難病医療協力病院として、多くの指定難病患者を受

け入れ、適切な医療を提供するとともに、炎症性腸疾患センターにおいて患者のライフスタ

イルに合った治療を進めていることは評価する。 

   治療と仕事の両立支援窓口の活用促進に向けた取り組みを期待する。 

 ・ エイズ医療について、県内唯一のエイズ治療中核拠点病院として、多くの患者に多職種に

よる専門的な医療を提供し、その役割を果たしていることは評価する。 

 ・ 感染症医療について、第一種感染症指定医療機関として、総合診療科・感染症科の医師及

び感染対策室に専従の認定看護師を配置し、感染症対策の強化を図っていることは評価する。 

   新型コロナウイルス感染症重点医療機関として、引き続き病床の確保、陰圧個室やエクモ

を用いた重症患者への入院治療の提供、外来･検査体制を維持したことは評価する。 

 ・ 精神科救急・急性期医療について、県の精神科救急医療の中核として24時間体制で患者を

受け入れており、多職種チームによる総合的で一貫した医療を提供し、早期退院やその後の

通院、リハビリテーションに結びつけていることは評価する。 

   入院患者への集中治療や積極的な退院支援など、平均在院日数の短縮に向けた一層の取り

組みを期待する。 

 ・ 児童思春期精神科医療について、県内唯一の児童思春期病棟を持つ病院として看護師配置

を１０対１と手厚くし、専従のコメディカルを配置するなど機能強化を図っており、外来患

者数の増加に対応しながら、家族支援プログラムを着実に実施していることは評価する。 
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 ・ 心身喪失者等医療観察法に基づく医療について、県内唯一の指定入院医療機関として、多

職種チームによる手厚い医療を継続して提供するとともに、関東信越厚生局の要請を受け、

指定入院病床を増床して受け入れ、司法精神医療に貢献したことは評価する。 

   退院率が全国平均を上回り、平均在院日数が極めて少ないことは評価する。 

 ・ 重度・慢性入院患者に対し、高度な薬物治療や多職種チームによる治療体制を構築すると

ともに、長期患者退院推進会議を開催することで退院と社会復帰を計画的に促進し、２２名

の退院を実現したことは評価する。 

 ・ 重症通院患者への医療について、入退院を繰り返す重症通院患者に対し、多職種治療チー

ムによる適切な医療の提供と地域での生活を支援する体制が構築されていることは評価する。 

 ・ 依存症患者への医療について、依存症治療拠点機関として、アルコール依存症患者及びゲー

ム依存症患者への専門プログラムを継続して実施し、依存対象に応じた適切な医療を提供し

ていることは評価する。 

 ・ 認知症患者への医療について、認知症疾患医療センターとして診断、治療、相談対応、地

域の医療機関へ紹介等を行うとともに、多職種による専門医療相談窓口で患者本人や家族、

関係機関からの相談に積極的に対応していることは評価する。 

・ 新興感染症への対応について、感染症法に基づき医療措置協定を県と締結し、新興感染症

の発生に備えた対応力強化を図ったことは評価する。 

  山梨版ＣＤＣへの医師の派遣、新災害支援ナースの計画的な育成など、県の基幹病院とし

て新興感染症対応の中核を担っていることは評価する。 

 ・ 医療の標準化と最適な医療の提供について、中央病院はＤＰＣ＊用語5医療機関群が標準病院

群ではあるが、機能評価係数Ⅱが上昇していることは評価する。 

   リニアック及び低侵襲手術支援ロボットの活用、精神科リエゾン回診やＮＳＴチーム回診

等のチーム医療が積極的に行われていることは評価する。 

・ 質の高い看護の提供について、患者の症状に応じた、きめ細やかで質の高い看護を提供す

るため、看護職員の積極的な採用、看護師の階層別研修によるキャリアアップ支援、認定看

護師・専門看護師・特定看護師等の計画的な人材育成、夜間看護補助業務アルバイトの採用

などに取り組み、離職率が低い水準を維持するなど成果を上げていることは評価する。 

・ 病院施設の修繕、医療機器等の整備について、高額医療機器の整備において、器械備品管

理委員会に諮るとともに、ベンチマーク＊用語6を導入するなど、必要性や機能・性能、費用対

効果を考慮して機種の選定、購入が行われていることは評価する。 

 ・ 医療安全・感染症対策の推進について、医療安全管理室によるミーティングや委員会を継

続して実施するとともに、現場指導回数が増加していることは評価する。 

   医療安全研修会について、全職員が受講することを期待するとともに、医療の安全確保は

最重要課題であり、誤投薬ゼロ、ドレーン・チューブインシデントゼロ等を目指し、不断の

努力を期待する。 

 ・ 医療倫理の確立について、患者の権利の明文化、職員の行動規範としての倫理指針の策定、

高難度新規医療技術適否決定部会の設置など様々な取り組みが行われたことは評価する。 

臨床倫理コンサルテーションチームの更なる活動や、倫理委員会のより活発な議論の促進

を期待する。 
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・ 患者・家族との信頼・協力関係の構築について、患者支援センターにおいて、相談受付や

退院調整のための巡回相談を実施することで、退院支援件数が大幅に増加したことは評価す

る。 

 ・ 医薬品の安心、安全な提供について、病棟薬剤師を増員することで業務の充実を図り、退

院指導回数が増加したことは評価する。 

   医薬品の安心、安全な提供は最重要課題であり、誤投薬ゼロを目指したより一層の努力を

期待する。 

 ・ 患者サービスの向上について、外来サービス担当に看護師長経験者を配置してきめ細やか

な案内体制を整備し、会計待ち時間をより一層短縮したことは評価する。 

   電話予約センターの通話率は向上しているものの、外来患者の接遇に関する満足度は、低

下しており、「患者さんの声」の苦情件数増加が見られるため、更なる取り組みを期待する。 

 ・ 診療情報の適切な管理について、診療情報の管理やカルテの記載方法の周知、開示などが

適切に運用されていることは評価する。 

   自然災害やサイバー攻撃、システム障害の脅威に備え、継続的なセキュリティ投資や実践

的な研修の実施などにより、対策の更なる充実を期待する。 

 

（２）医療に関する調査及び研究 

 

   治験＊用語7や臨床研究、製造販売後調査を積極的に推進するとともに、看護の質の向上を目

指して県立大学と共同研究を継続して行っていることは評価する。 

 

（３）医療に関する技術者の研修 

 

 ・ 医療従事者の研修の充実について、初期臨床研修・専門研修プログラムの充実や医師、看

護師等の資格取得支援に積極的に取り組み、認定看護師及び特定行為研修＊用語8修了者が増加

するなど、医療従事者の育成確保、医療の質の向上に取り組んでいることは評価する。 

   職員研究研修に係る予算を確保し、研修医の学術的探究能力と臨床研究能力の向上に向け

て、研修医が研修成果を発表する研修医発表会の開催などに取り組んでいることは評価する。 

 ・ 職場環境の整備について、医療従事者の業務負担軽減のため、医師事務作業補助者＊用語9を

増員し、補助体制加算１を引き続き算定するなど、タスクシフト体制を構築していることは

評価する。 

   看護師の夜間業務の負担軽減に向けた配置見直しや看護補助者の役割拡大と活用促進によ

り、働きやすい職場環境の整備に努めていることは評価する。 

   職員満足度調査において職員の評価が上昇するよう特に、北病院においては更なる取り組

みを期待する。 

 

（４）医療に関する地域への支援 

 

 ・ 地域医療機関等との協力体制の強化について、地域医療支援病院として、紹介率や逆紹介

率＊用語10、診療情報提供書の件数が高水準を維持していることは評価する。 
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連携登録医の訪問、県内医療機関を対象とした研修会の開催など、患者支援センターを中

心に地域医療機関等との連携強化に取り組んでいることは評価する。 

 ・ 地域の医師不足の解消に対する支援について、初期臨床研修医、専攻医の積極的な採用に

努めており、県内の医療人材の確保に貢献していることは評価する。 

   公的医療機関への外来診療の積極的な支援や、地域の医師不足解消に向けた他機関との更

なる連携を期待する。 

   看護師特定行為研修指定研修機関として、中央病院以外からの受講生の受け入れを期待す

る。 

 ・ 県内の医療水準の向上について、地域の医療機関の医療従事者を対象とした研修会を開催

するとともに、県看護協会や県立大学と連携した研修の実施、講師派遣や実習生受け入れ、

キャリア支援などを継続して行うことで県内の医療水準向上に積極的に取り組んでいること

は評価する。 

   特定行為研修を修了した看護師による特定行為の実施が進んでいることは評価する。看護

師特定行為研修指定研修機関として、医師の判断を待たず、手順書により一定の診療の補助

を行う看護師を養成したことは評価する。 

 ・ 地域社会への協力について、救急救命士育成のための各種実習の実施、看護養成機関への

講師派遣、公的機関からの鑑定・調査への協力に積極的に取り組んだことは評価する。 

    

（５）災害時における医療救護 

 

   専任の災害対策担当看護師を配置するとともにＤＭＡＴ＊用語 11 隊員の確保に努めたこと、

新災害支援ナースを育成したことは評価する。 

県内での大規模災害を想定した実践的な訓練の実施や研修への参加により、関係機関と連

携して災害時における医療救護活動の強化に努めたことは評価する。 

 

３ 業務運営の改善及び効率化並びに財務状況に関する事項 

 

（１）医療環境の変化に対応できる運営体制の構築 

 

   病院会議、院内連絡会議を通じた病院全体の情報交換や共通認識の醸成が図られており、

病院経営に関する情報分析と要因究明により職員の経営参画意識を高めるとともに、医療環

境の変化に柔軟に対応するための運営体制の構築に取り組んでいることは評価する。 

   病院会議の出席率向上のため、参加促進策の更なる強化を期待する。 

  

（２）経営基盤を安定化するための収入の確保、費用の節減 

    

   診療情報の迅速かつ適正な算定のための診療報酬専任職員の配置や、外来窓口の直営化、

診療材料の共同購入の推進など、収入の確保と経費の節減に努めていることは評価する。 

   未収金削減のために多くの取り組みを行い回収率が向上したことは評価する。 

   薬品値引率向上への更なる取り組みを期待する。 
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（３）事務部門の専門性の向上 

 

   病院経営管理部門職員の計画的な採用、育成を進めるとともに、事務職員の県への派遣、

日本クリニカルパス＊用語 12 学会学術集会や全国自治体病院協議会への参加など様々な取り組

みがあったことは評価する。 

 

（４）職員の経営参画意識の向上 

 

   病院会議、院内連絡会議において、経営情報の共有化や経営参画意識の向上を図っている

ことは評価する。 

   職員提案制度や生成ＡＩの活用方法の募集において、実現数向上のための積極的な取り組

みを期待する。 

 

（５）予算、収支計画及び資金計画 

 

   人件費の増加や物価高騰による経費の増加等により、中期計画を下回りはしたが、経常利

益７２０百円、純利益６６１百万円を前年に比べ増加し、黒字を確保できたことは評価する。 

   医療需要等を適切に反映した経営を期待する。 

 

４ その他業務運営に関する重要事項 

 

 ・ 保健医療行政への協力について、中央病院は、がん診療連携拠点病院、高度救急救命セン

ター、総合周産期母子センター等として、北病院は、医療観察法の指定医療機関等として県

の保健医療行政に係る重要施策において中心的な役割を果たしていることは評価する。 

   後発医薬品の規格単位数量割合が高水準を維持していることは評価する。 

 ・ 法令・社会規範の遵守について、倫理委員会や研修会の開催、内部監査などにより法令・

社会規範の遵守に努めていることは評価する。 

 職員の飲酒運転の根絶等に向けたコンプライアンス向上に関する研修やハラスメント防止

研修について、受講率向上のための更なる取り組みを期待する。 

 ・ 積極的な情報公開について、ホームページ、新聞、中央病院公式ＹｏｕＴｕｂｅチャンネ

ルを活用し、診療科の概要や治療実績、公開講座や研修案内などを積極的に発信しているこ

とは評価する。 

   県民に必要な情報を確実に届けるため、より一層利便性と魅力を向上させた情報発信を期

待する。 

 ・ 人事管理について、政策医療の確実な実施や質の高い医療の提供に向け、必要な施設や設

備が整備され、計画的に医療従事者の確保が進んだことは評価する。 

   引き続き施設や設備への投資と安定的な財務基盤の維持の両立を期待する。 



 

- 8 - 
 

 

 

 

第２ 項目別評価 
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 項目別評価は、県立病院機構から提出された業務実績報告書をもとに、県立病院機構 

からのヒアリング等を通じて業務実績の調査及び分析を行ない、中期計画の項目ごとに 

以下の５段階で評価を行った。 

 

＜評価基準＞ 

評価 説明 

Ｓ 当該事業年度における 

中期計画の実施状況が 

特に優れている 

 業務実績が、中期計画実現のための目標を大幅に上回

っている場合で、次の条件に該当する場合 

・定量的目標が定められている場合で、目標の水準を

大幅に上回る実績や成果がある。 

・定量的目標が定められていない場合で、実績や成果

が卓越した水準にあると認められる。 

・県政や県民の新たなニーズに迅速に対応した取組に

より高い実績や満足度を実現している。 

Ａ 当該事業年度における 

中期計画の実施状況が 

優れている 

業務実績が、中期計画実現のための目標を上回ってお

り、Ｓ評価に該当しない場合 

Ｂ 当該事業年度における 

中期計画の実施状況が 

順調である 

 業務実績が、中期計画実現のための目標を概ね達成し

ている場合 

Ｃ 当該事業年度における 

中期計画の実施状況が 

劣っている 

 業務実績が、中期計画実現のための目標を下回ってお

り、Ｄ評価には該当しない場合 

Ｄ 当該事業年度における 

中期計画の実施状況が 

著しく劣っており、大幅 

な改善が必要 

 業務実績が、中期計画実現のための目標を下回ってお

り、次の条件に該当する場合 

・定量的目標が定められている場合で、目標の水準を

大幅に下回っていることが明らかである。 

・提供すべきサービス、財務内容、その他業務運営に重

大な瑕疵が認められる。 

 ※備考 

  上記の説明は、あくまで目安であり、実績や成果の水準に加え、計画の難易度、 

外的要因、取組の経緯や過程を総合的に勘案して評価する。 

 

 

  

 



NO
R7年度

県立病院機構
自己評価

R7年度
県

評価

1 Ｓ Ｓ

2 Ｓ Ｓ

3 Ｓ Ｓ

4 Ｓ Ｓ

5 Ａ Ａ

6 Ａ Ａ

7 Ｓ Ｓ

8 Ｓ Ｓ

9 Ｓ Ｓ

10 Ｓ Ｓ

11 Ａ Ａ

12 Ａ Ａ

13 Ａ Ａ

14 Ａ Ａ

15 Ｓ Ｓ

16 Ｓ Ｓ

17 Ｓ Ｓ

18 Ａ Ａ

19 Ｓ Ｓ

20 Ａ Ａ

21 Ａ Ａ

22 Ｓ Ｓ

23 Ｓ Ａ

24 Ａ Ａ

　２　医療に関する調査及び研究 25 Ｓ Ｓ

（１）医療従事者の研修の充実 26 Ｓ Ｓ

（２）職場環境の整備 27 Ｓ Ｓ

（１）地域医療機関等との協力体制の強化 28 Ｓ Ｓ

（２）県内の医療人材の確保に対する支援 29 Ｂ Ｂ

（３）県内の医療水準の向上 30 Ａ Ａ

（４）地域社会への協力 31 Ａ Ａ

　５　災害時における医療救護 32 Ｓ Ｓ

　１　医療環境の変化に対応できる運営体制の構築 33 Ａ Ａ

　２　経営基盤を安定化するための収入の確保、費用の節減 34 Ｓ Ｓ

　３　事務部門の専門性の向上 35 Ａ Ａ

　４　職員の経営参画意識の向上 36 Ａ Ａ

　５　予算、収支計画、資金計画、短期借入金の限度額 37 Ａ Ａ

　１　保健医療行政への貢献 38 Ｓ Ｓ

　２　法令・社会規範の遵守 39 Ｂ Ｂ

　３　積極的な情報公開 40 Ａ Ａ

　４　業務運営並びに財務及び会計に関する規則第７条で定める事項 41 Ａ Ａ

S 21 20
A 18 19
B 2 2
C 0 0
D 0 0

0 0

中期計画の項目

県
民
に
提
供
す
る
サ
ー

ビ
ス
そ
の
他
の
業
務
の
質
の
向
上
に
関
す
る
目
標
を
達
成
す
る
た
め
と
る
べ
き
措
置

１
　
医
療
の
提
供

（１）－１　政策医療の
　　提供

　① 県立中央病院

　ア　救命救急医療

　イ　総合周産期母子医療

　ウ　がん医療

　エ　循環器病医療

　オ　難病（特定疾患）医療

　カ　エイズ医療

　キ　感染症医療

　② 県立北病院

　ア　精神科救急・急性期医療

　イ　児童思春期精神科医療

　ウ　心神喪失者等医療観察法に基づく医療

そ
の
他
業
務

運
営
に
関
す
る

重
要
事
項

（１）－２　新興感染症への対応

（２）質の高い医療の
　　提供

　①　医療の標準化と最適な医療の提供

　②　質の高い看護の提供

　③　病院施設の修繕、医療機器等の整備

（３）県民に信頼
　　される医療の
　　提供

　①　医療安全・感染症対策の推進

　②　医療倫理の確立

　③　患者・家族との信頼・協力関係の構築

　④　医薬品の安心、安全な提供

　⑤　患者サービスの向上

　⑥　診療情報の適切な管理

　３ 医療に関する
　　技術者の研修

　４　医療に関す
　　る地域への
　　支援

業
務
運
営
の
改
善
及
び

効
率
化
に
関
す
る
目
標

を
達
成
す
る
た
め
と
る

べ
き
措
置

　エ　重度・慢性入院患者への医療

　オ　重症通院患者への医療

　カ　依存症患者への医療

　キ　認知症患者への医療

―　10　―



県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

１　医療の提供

(1)-1 政策医療の提供 (1)-2 新興感染症への対応

１　医療の提供

(1)-1 政策医療の提供 

(1)-2 新興感染症への対応

１　医療の提供 １　医療の提供

(1)-1 政策医療の提供 (1)-1 政策医療の提供
 ①県立中央病院  ①県立中央病院

ア　救命救急医療 ア　救命救急医療

 　政策医療を確実に県民に提供するとともに、医療の質の向上に努め、県民に信頼される医療を提供するこ
と。

　山梨県の基幹病院として県民の健康の保持及び増
進に寄与するため、政策医療を的確に提供するとと
もに、高度・専門・先進的で、県民に信頼される質
の高い医療を提供する。

中　期　計　画

 救命救急医療、総合周産期母子医療、精神科救急・急性期医療、児童思春期精神科医療など、他の医療機
関では対応が困難であるが県民生活に欠かすことのできない政策医療を提供し、本県の基幹病院としての
役割を果たすこと。特に、本県の救急医療体制において中心的な役割を果たすこと。
 また、がん、難病、エイズ、感染症といった県の拠点病院等に指定されている疾病について重点的に取り
組み、本県の医療水準の向上に先導的な役割を果たすこと。
 がん医療については、がんゲノム医療拠点病院として、ゲノム医療の提供を推進すること。
 さらに、心神喪失者等医療観察法に基づく指定医療機関、依存症治療拠点機関及び専門医療機関としての
医療を提供するとともに、精神科の重度・慢性入院患者、重症通院患者、依存症患者の社会復帰を目指す
こと。併せて、年々増加する認知症疾患の患者が地域で安心して暮らし続けられるよう専門医療を提供す
ること。
 なお、政策医療の提供に当たっては、引き続き県内の医療機関、関係行政機関等と適切な連携及び協力を
行うこと。

第２　県民に提供するサービスその他の業務の質の向上
に関する目標を達成するためとるべき措置

第１　県民に提供するサービスその他の業務の質の向上
に関する目標を達成するためとるべき措置

年　度　計　画

 県が策定する感染症予防計画、新型インフルエンザ等対策行動計画及び医療計画に基づき、新興感染症の
感染拡大時に活用しやすい病床の運用など、必要な対策が講じられるよう具体的な取組を進め、感染症対
応に係る協定締結医療機関として、本県の医療提供体制において中心的な役割を果たすこと。

中
期
目
標

　救命救急医療、総合周産期母子医療、がん医療を
はじめとした県民生活に欠くことのできない医療の
提供に向けて、一層の高度化、専門化を図る。ま
た、脳卒中、心臓病その他の循環器病に対する医療
の充実を図る。

  救命救急医療、総合周産期母子医療、がん医療を
はじめとした県民生活に欠くことのできない医療の
提供に向けて、一層の高度化、専門化を図る。ま
た、脳卒中、心臓病その他の循環器病に対する医療
の充実を図る。

　山梨県の三次救急医療を担う高度救命救急セン
ターを中心とした救命救急医療の提供やドクター
ヘリ、ドクターカー及び診断と治療を同時並行で
行うことができる手術台と心・血管Ｘ線撮影装置
を組み合わせたハイブリッド手術室の活用によ
る、迅速な救命救急医療の提供により、現在の高
い救命率を維持するとともに、施設、人員、医療
機器等の体制の充実により、更なる救命率の向上
に努める。
 また、精神疾患を有する救急患者に対し、関係
機関と連携して適切な医療を提供する。
 さらに、初期救急医療及び二次救急医療体制に
ついては、他の医療機関、医師会などの関係機関
及び自治体と連携する中で、救急医療体制の確保
に協力する。

  三次救急医療を担う高度救命救急センターと各
診療科が連携を図り、迅速で効率的な治療を行
う。
  ドクターヘリ及びドクターカーの活用による、
早期の救命救急医療を提供する。
  令和７年３月に稼働した、手術台とX線血管撮
影装置を組み合わせたハイブリッド緊急手術室
（Hybrid Emergency Operating Room）を活用
し、救命率の向上に努める。
　令和元年１１月に中央病院に開設した精神・身
体合併症病棟において、関係機関と連携して適切
な医療を提供する。また、急性期作業療法（せん
妄予防・精神科作業療法）の充実を図る。
  二次救急医療体制（初期救急医療を含む）につ
いては、県内の２次救急のあり方に積極的に関与
する他、１３０日間の当番日数を維持するなど、
救急医療体制に主体的な役割を果たす。
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(1)救命救急医療 (1)救命救急医療

【実績（定量的な業績指標）】 【特記事項】

【実績（その他の取組状況）】

・

・ 　高度救命救急センターでは、各消防本部からの要請により、２４時間体
制で、三次救急患者を受け入れた。二次救急患者など必ずしも高度救命
救急センターの対応症例でない患者についても受け入れており、セーフ
ティーネットの役割も担っている。

業務実績及び県立病院機構の自己評価 設立団体の長（知事）の評価

評価 Ｓ
当該事業年度における中期計
画の実施状況が特に優れてい
る。

　高度救命救急センターとして２４時
間体制で重篤な三次救急患者を受け入
れるとともに、ドクターヘリやドク
ターカーの運用により県民に安心でき
る救命救急医療を提供していることは
評価する。
　また、一次救急他や二次救急につい
ても積極的に受け入れ、セーフティ
ネットとして大きく貢献していること
は評価する。

当該事業年度における中期計画の実施状況が特に優れている。

　　令和７年における病院外心肺停止症例における社会復帰症例数につ
いては、１６人であった。

　広範囲熱傷、指肢切断、急性中毒等の患者に対する救命医療を行うた
め、平成３１年４月に「高度救命救急センター」の指定を受け、より高度で
専門的な救急医療を提供できる体制を整備した。

Ｓ評　価
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　三次救急医療を担う高度救命救急センターと隣
接する二次救急処置室の機能を最大限に活用し、
さらなる救急医療体制の強化に努める。

  救命救急科で自殺企図などの重篤な精神疾患患
者に対して、精神科の認定看護師や指定の研修を
受けた看護師が、当該患者に対して生活上の課題
および退院に向けたアセスメントなどを行う。

　従来、電話交換手や守衛が受けていた救急隊か
らの患者受入要請について、医療従事者が対応す
ることにより、患者状況に応じた救急医療を迅速
で適切に提供する体制を構築する。

  救急外来に退院調整看護師を配置し、医師の判
断のもと、即日転院・即日からの退院調整を実施
する。
  消防からの救急要請に対する応需率の拡大に取
り組む。

年　度　計　画中　期　計　画
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・

・

・

　

・

・

・

業務実績及び県立病院機構の自己評価

　山梨県、神奈川県及び静岡県のドクターヘリの広域連携を継続して実
施している。令和７年度の山梨県から他県への連携は４件であり、他県
から山梨県への連携は０件であった。

　ドクターヘリについては、消防本部などの関係者により３か月に１度、
症例検討会を開催し、実際の事案をもとに、適切な運用について検討を
行っている。令和７年度は４回開催しており、運航開始から通算で55回と
なった。

設立団体の長（知事）の評価

　救急車搬送人数のうち三次救急は、前年度と比べて９．７％減の１，９
７３人。また、一次救急他から三次救急の合計は、９．８％減の７，５７０
人となった。

　令和７年度のドクターヘリの現場から医療機関への搬送時間は平均２
５分４１秒、出動件数は前年度と比べて８．７％減の３８６件（現場出動３
０５件、病院間搬送３０件　離陸後キャンセル５１件）となった。
　ドクターカーの出動件数は、前年度と比べて９．５％増の３５７件なっ
た。

　ドクターヘリのランデブーポイントは、４５０箇所であった。
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イ　総合周産期母子医療　　　 イ　総合周産期母子医療　　　
  山梨県の総合周産期母子医療センターとして、
ハイリスク患者の受入体制を確保し、高度な医療
を提供することにより、県全体の新生児死亡率等
の低減に寄与する。
　また、胎児超音波スクリーニング検査などによ
り疾患が発見された場合には、母体・胎児への継
続的な支援を行う。
　さらに、新生児マススクリーニング検査とし
て、「原発性免疫不全症候群（ＳＣＩＤ」」及び
「脊髄性筋萎縮症（ＳＭＡ）」の実施を進める
他、「先天性副腎過形成症」の準備を行う。

年　度　計　画

　山梨県の総合周産期母子医療センターとして、
ハイリスク患者の受入体制を確保し、高度な医療
を提供することにより、県全体の新生児死亡率等
の低減に寄与する。
　また、胎児超音波スクリーニング検査＊用語15など
により疾患が発見された場合には、母体・胎児へ
の継続的な支援を行う。

中　期　計　画
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:

・

・

・

・

・

(2)総合周産期母子医療 (2)総合周産期母子医療

【実績（定量的な業績指標）】 【特記事項】

　山梨大学医学部附属病院などと役割分担し、県内全てのハイリスクの
妊婦等を受け入れ、専門的な医療を提供した。特に産褥以外の母体、新
生児救急搬送は、当院で振り分けを行うことにより、地域の分娩取扱機
関との連携を図りながら総合的・専門的な医療を提供している。

評価 Ｓ
当該事業年度における中期計
画の実施状況が特に優れてい
る。

　総合周産期母子医療センターとし
て、県内全てのハイリスク妊婦等を受
け入れて高度で専門的な医療を提供し
ていることは評価する。
　引き続き地域の分娩取扱機関と連携
を取りながら周産期医療の中心的な役
割を果たすことを期待する。

　甲府地区の初期救急における深夜帯診療が中止されたため、平成２８
年度から二次救急当番日には、初期救急の患者を緊急避難的に受け入
れている。さらに、一部の二次救急病院の受入れに支障が出ていること
から、令和７年度は、１３０回程度の当番日を引き受けた。

Ｓ 当該事業年度における中期計画の実施状況が特に優れている。評　価

設立団体の長（知事）の評価業務実績及び県立病院機構の自己評価

　県などの要請を受け、高度救命救急センターの患者のうち、精神科医
療が必要な患者に対応するため、精神身体合併症病棟を令和元年１１
月に開棟した。令和７年度の患者数は、前年度と比べて５０．０％減の２
０名であった。

　救急患者の早期診断と治療を同時並行で行える手術台とＸ線血管撮

影装置を組み合せた手術室（ＨＥＯＲ
用語13

・Hybrid Emergency Operating
Room）及び治療しながら放射線診断画像が撮影できる２ルーム式Ｘ線
CT装置室を１階高度救命救急センター内へ拡張工事を終え令和７年３
月に稼働している。
　これに伴い、高度救命救急センター内の初療室について、感染症患者
への対応強化を図るるため、従来のオープンスペースから、必要に応じ
て個室化が可能な構造へ変更し、間仕切りとして可動式扉を設置し、患
者動線及び感染対策の向上を図るため改修工事を実施し、令和７年６月
末に完成し運用を開始している。

　救命救急科では、令和５年２月から精神科認定看護師
用語14

や指定の
研修を受けた看護師が対応を行っている。継続支援対応患者は、自殺
企図行為で受傷し入院となり、自殺企図防止の支援を必要としている患
者であり、令和７年度は、医師２名、看護師４名、ソーシャルワーカー２名
が4人の患者に対応した。

　精神科医療が必要な患者に対して、中病と北病の連携を進めており、
令和６年度は中病から北病に１３名の患者を、北病から中病に２３名の
患者を緊急搬送した。また、中病・北病の患者の相互予約状況は、４８件
であった。
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年　度　計　画中　期　計　画
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【実績（その他の取組状況）】
・

・

・

・

・

　胎児超音波スクリーニング検査などにより、胎児の疾患の早期発見に
努めるとともに、分娩までの継続的なサポートを実施している。検査の実
施件数は、前年度と比べ１．６％増の２，１４６件となった。

　産後のうつ予防や新生児への虐待予防等を図るため、平成３０年度か
ら県内全市町村を対象とした産婦検診を実施しており、検査者数は前年
度と比べて１．２％増の１，２７３件となった。

　ＭＦＩＣＵ
＊用語17

の延べ入院患者数は、前年度と比べて１８．６％減の１，
３４２人となった。また、ＮＩＣＵの延べ入院患者数は、６．１％減の３，２０１
人となった。

設立団体の長（知事）の評価業務実績及び県立病院機構の自己評価

　ＮＩＣＵ
＊用語16

では、成２５年度からＮＩＣＵ入院児退院支援コーディネー
ター１人を配置し、退院支援を行っている。また、NICU入院児退院支援
件数は、前年度と比べて１３．８％増の１０７件となった。

　当院での出産件数は、前年度と比べて２．４％減の７１８件となった。
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ウ　がん医療 ウ　がん医療

 (ｱ)がん治療の充実  (ｱ)がん治療の充実

 (ｲ)ゲノム医療の推進

 (ｲ)ゲノム医療の推進

 (ｳ)ゲノム解析の推進

 (ｳ)ゲノム解析の推進
 (ｴ)遺伝カウンセリングの充実

 (ｵ)キャンサーボードの充実  (ｴ)遺伝カウンセリングの充実

 (ｵ)キャンサーボードの充実
 (ｶ)緩和ケア診療の充実

　県立中央病院においては、令和５年３月にが
んゲノム医療拠点病院に指定されたことから、
がん遺伝子パネル検査の医学的解釈及びその治
療方針の検討を行うエキスパートパネル会議を
毎月１回開催し、患者一人ひとりにがん遺伝子
パネル検査の結果に基づき最適な治療方法の選
択、臨床試験・治験の実施等につなげていく。
特に難治性の膵臓がん及び肺がん患者に対し
て、遺伝子パネル検査結果に基づく遺伝子変異
に対応する分子標的薬による治療を推進する。

　ゲノム解析センターにおいて、院内実装した
遺伝子情報分析を行い、科学的根拠に基づいた
適切な薬剤投与法や診断法を確立し、患者一人
ひとりに合わせた次世代型のがん医療提供に向
けて、臨床と研究の一体的な取組を推進する。

年　度　計　画

　がんゲノム医療拠点病院として、遺伝子検査を
行い、患者の遺伝子の異常を明らかにすること
で、患者一人ひとりに最適な治療方法の選択、臨
床試験・治験の実施等につながるゲノム医療を推
進する。

　低侵襲な手術支援ロボットによる手術の実施
や、手術とゲノム検査に基づく化学療法、先端医
療機器による放射線療法を効果的に組み合わせた
集学的治療の推進、がん相談など治療に伴う精神
的ケアの支援により、がん治療の充実を図る。

　がん登録１９年　間、３万１千例のデータを活
用して、手術、化学療法及び放射線療法を効果的
に組み合わせた集学的治療の推進やがん相談など
治療に伴う精神的ケアの支援により、がん治療の
充実を図る。また、がんセミナーや県民公開講座
を開催するなど、県民に向けた情報提供等に取り
組む。
　特に、手術支援ロボットを令和５年１１月に追
加導入したことから、患者の身体的負担を軽減し
た治療に積極的に取り組む。

  がん患者の状態や意向を踏まえた適切な治療を
行い、がん医療の質の向上を図るため、院内外の
各専門領域の医師、看護師及び検査技師等が参加
し、手術、化学療法、放射線療法などの治療方法
を包括的に議論する場であるキャンサーボードの
充実に努める。

中　期　計　画

　専門的ながん医療の提供、地域との連携協力体
制の構築、がん患者に対する相談支援・情報提供
など、がん診療連携拠点病院としての機能を拡充
する。院内のより緊密な連携体制を確立する中
で、チーム医療を推進するなど、がんの包括的診
療体制を充実し、がん医療の質の向上に努める。
　また、関係機関との連携を図る中で、がん遺伝
子パネル検査の結果を踏まえた遺伝子変異の解
釈・評価及び治療方針を自院で決定することがで
きる、がんゲノム医療拠点病院として、高度で先
進的な医療の推進に取り組む。

  ゲノム解析センターにおいて、遺伝子情報の解
析を行い、科学的根拠に基づいた適切な薬剤投与
法や診断法を確立し、患者一人ひとりに合わせた
次世代型のがん医療提供に向けて、臨床と研究の
一体的な取組を推進する。

　乳がんや卵巣がん等遺伝子の関与が疑われるが
ん患者等に対してカウンセリングを実施し、得ら
れた結果に基づき適切な治療を行う。

  患者の身体の苦痛及び家族の不安などを軽減す
るため、緩和ケア診療の充実に取り組む。

　乳がんや卵巣がん等遺伝子の関与が疑われる
がん患者等に対してカウンセリングを実施し、
得られた結果に基づき適切な治療を行う。
　がん遺伝子パネル検査で生殖細胞系列に病的
変異が疑われた場合等、患者に意思を確認した
上で適切に遺伝カウンセリングを実施する。

　がん患者の状態や意向を踏まえた適切な治療
を行い、がん医療の質の向上を図るため、院内
外の各専門領域の医師、看護師及び検査技師等
が参加し、手術、化学療法、放射線療法などの
治療方法を包括的に議論する場であるキャン
サーボードの充実に努める。
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(3)がん医療 (3)がん医療

・ 【特記事項】

・

・

・

・

　

・

　近年がん治療の新薬として注目されている、免疫チェックポイント阻害
剤について、治療対象の拡大に応じ適切な投与を進めている。

　放射線治療患者数は９，８６５人、治療門数は３０，０５５門であった。ま
た、患者の放射線被ばくによる副作用の軽減及び治療効果を高めるた
めの定位放射線治療の患者数は、１９．２％減の８４人であった。

　がん化学療法患者数は、前年度と比べて４．３％増の１２，５４２人と
なった。

S

　平成２８年度から低侵襲手術支援ロボットであるda Vinci Xi、令和５年
度からHUGO RASシステムを導入している。なお、令和７年度末累計で、
子宮手術を１，４１９例、前立腺がん手術を５３３例、胃手術を２８５例、大
腸がん手術２４７件等を実施した。

　化学療法に携わる診療科医師、看護師等により構成するレジメン検討
委員会を開催し、レジメン（治療内容）の妥当性を評価・承認したほか、患
者の急変時の緊急事態等に対応するための指針の整備を進めている。

業務実績及び県立病院機構の自己評価

当該事業年度における中期計画の実施状況が特に優れている。 Ｓ

設立団体の長（知事）の評価

　拠点病院に指定されているがんゲノ
ム医療や、手術、化学療法及び放射線
療法を効果的に組み合わせた治療を推
進するとともに、がん相談やがんリハ
ビリテーションなどの支援に積極的に
取り組んでいることは評価する。
　低侵襲手術支援ロボットが活用さ
れ、大腸がんや肺がんなどの手術件数
が増加したことは評価する。

　中央病院の新規入院患者数は、前年と比べて２．３％減の１４，９６１
人、うち新規入院がん患者数は、６．７％減の４，１１７人となった。

当該事業年度における中期計
画の実施状況が特に優れてい
る。

評価評　価
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 (ｶ)緩和ケア診療の充実　　　　

 (ｷ)がん相談支援センターの機能強化
　患者の治療や療養に伴う疑問や不安を解消する
ため、がん告知からがん相談支援へ繋げる仕組み
の構築に努める。
  がん相談支援センターにおいて、認定がん専門
相談員を中心に、がん患者や家族からの相談に適
切に対応できるよう取り組む。

　令和５年７月に取得した緩和ケア診療加算を踏
まえ、患者の心身の苦痛及び家族の不安などを軽
減するため、緩和ケア診療の充実に取り組む。

中　期　計　画 年　度　計　画
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・

・

・

・

・

・

・

　令和５年３月にがん遺伝子パネル検査の医学的解釈及び治療方針に
ついて、独自に決定することができる「がんゲノム医療拠点病院」に指定
されたことから、がんゲノム遺伝子パネル検査によって確認されたがん
患者の遺伝子変異について、解析・評価を行い、患者にとって最適な医
薬品・治験等について検討した。令和7年度は、中央病院のパネル会議
では１５６症例について検討した。

　がんゲノム解析検査件数は、前年度と比べて６．８％増の１，５２６件で
あった。
　令和元年１２月から、肺がん診療において、非小細胞肺がんの４つの
遺伝子（EGFR、ALK、ROS1、BRAF）を同時に測定する「Oncomine Dx
Target Test マルチ CDxシステム」を導入し、少量の検体から抽出した検
査材料（核酸、DNAとRNA）を一度に測定し、ゲノム異常に合わせた最新
の有効的な分子標的治療薬を患者さんに処方している。

　平成２５年度から遺伝カウンセリングを実施し、得られた結果に基づき
適切な治療を行っており、令和７年度の実績は６．５％増の１７９件であっ
た。

　院内外の医療従事者を対象にしたキャンサーボード
＊用語18

を開催し、が
ん医療の質の向上に努めている。

　平成２８年７月に甲府公共職業安定所と協定書を締結し、がん等の疾
病で長期にわたり治療が必要となる患者に対し、治療と両立できる求人
の開拓や就職後の職場定着の支援を行う就職支援ナビゲーターによる
出張相談を当院のがんセンターで実施している。令和７年度はハロー
ワークの案内を９件実施した。

　がん相談の利便性を向上するため、令和５年９月から相談支援セン
ターを１階に移転した。令和７年度の相談件数は、前年度比２９．５％増
の２，３４７件であった。

設立団体の長（知事）の評価

　緩和ケアチームが一般病棟の患者に対し、回診を行っている。また、緩
和ケア部会では、緩和ケア病棟や緩和ケア外来等の運用や課題につい
て検討を行った。なお、中央病院では、令和７年８月３日に山梨県緩和研
修会を開催し、２２名が参加した。

業務実績及び県立病院機構の自己評価
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エ　循環器病医療 エ　循環器病医療
   令和６年８月に、診断と治療を同時並行で行える手
術台と心・血管X線撮影装置を組み合わせた手術室
（HOR・Hybrid Operating Room）が稼働したことから、
循環器病患者に対する低侵襲な医療の提供に取り組
む。
   循環器病患者に対して良質かつ適切なリハビリテー
ションを行うため、引き続き心大血管疾患リハビリテー
ション等の充実を図る。

  循環器病対策基本法に基づき、診断と治療を同
時並行で行うことができる手術台と心・血管Ｘ線
撮影装置を組み合わせた手術室等の導入により、
循環器病患者に対する高度で専門的な医療を提供
するとともに、施設、人員、医療機器等の体制の
充実を図る。

年　度　計　画中　期　計　画
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・

(4)循環器医療 (4)循環器病医療

・ 【特記事項】

・

・

・

・

当該事業年度における中期計画の実施状況が特に優れている。

設立団体の長（知事）の評価

　早期からの途切れのないリハビリ医療の実施を目的として、令和３年４
月から、通年で土曜日及び祝日におけるリハビリテーションを実施してい
る。

　令和７年度のがんリハビリテーションの患者数は、前年度と比較して、
１６％増の２９７人であった。

　診断と治療を同時並行で行える手術台と心・血管X線撮影装置を組み
合わせた手術室（HOR・Hybrid Operating Room）の稼働に伴い、循環器
病患者に対する低侵襲な医療の提供に取り組んでいる。

業務実績及び県立病院機構の自己評価

S評　価

　心大血管リハビリテーションについては、循環器内科、心臓血管外科
の患者を中心に令和４年度より本格実施しており、令和７年度は５２４名
（昨年度比０．８％減）に対応した。

　循環器病センターにおいて循環器内科
と心臓血管外科が密接な連携を取り、急
性期治療を２４時間提供するとともに、心
大血管リハビリテーションや呼吸器リハ
ビリテーションを積極的に行っていること
は評価する。
　ハイブリッド手術室を活用し、低侵襲な
手術に取り組んでいるいることは評価す
る。

　呼吸器リハビリテーションについては、呼吸器内科の患者を中心に令
和５年度より本格実施しており、令和７年度は３４４名（昨年度比１７．９％
減）に対応した。

評価 Ｓ
当該事業年度における中期計
画の実施状況が特に優れてい
る。

　循環器病センターでは、循環器内科と心臓血管外科が密接な連携をと
り、急性期治療を２４時間提供できる体制を整えている。また、ペース
メーカリード抜去、ステントとバイパスのハイブリッド下肢動脈治療など、
新しい治療法についても積極的に取り入れている。ハイブリット手術室が
完成し、令和７年度に左心耳閉鎖術１０例、TAVI２０例を施行している。
今後経皮的左房縫縮術も導入予定。
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オ　難病（特定疾患）医療 オ　難病（特定疾患）医療

カ　エイズ医療 カ　エイズ医療
　患者に対する総合的、専門的な医療を提供し、
臨床心理士によるカウンセリングを行うととも
に、県内唯一のエイズ治療中核拠点病院として山
梨県の要請に応じた事業を実施する。

中　期　計　画 年　度　計　画

　炎症性腸疾患センターなどにおいて、専門医の
継続的な治療を行うとともに、関係医療機関との
連携を強化しながら、難病医療協力病院として、
最適な医療の提供を行う。

　専門医の継続的な治療を行うとともに、関係医
療機関との連携を強化しながら、最適な医療の提
供を行う。
　炎症性腸疾患（ＩＢＤ）センターにおいて、多
くの炎症性疾患患者を受け入れる他、難病医療協
力病院として、最適な医療の提供を行う。また、
日本炎症性腸疾患学会指導施設の認定により、学
会認定の専門医育成が可能となることから、専門
医の更なる確保に努める。

  患者に対する総合的、専門的な医療を提供し、
臨床心理士によるカウンセリングを行うととも
に、エイズ治療拠点病院として山梨県の要請に応
じた事業を実施する。
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(5)難病（特定疾患）医療 　 (5)難病（特定疾患）医療

・ 【特記事項】

・

・

・

・

(6)エイズ医療 (6)エイズ医療

・ 【特記事項】

・

・

・

・

・

　難病医療協力病院として、多くの指
定難病患者を受け入れ、適切な医療を
提供するとともに、炎症性腸疾患セン
ターにおいて患者のライフスタイルに
合った治療を進めていることは評価す
る。
　治療と仕事の両立支援窓口の活用促
進に向けた更なる取り組みを期待す
る。

　県内唯一のエイズ治療中核拠点病院
として、多くの患者に多職種による専
門的な医療を提供し、その役割を果た
していることは評価する。

業務実績及び県立病院機構の自己評価

当該事業年度における中期計
画の実施状況が優れている。

設立団体の長（知事）の評価

Ａ 当該事業年度における中期計画の実施状況が優れている。評　価

　炎症性腸疾患患者のライフスタイルに合った治療を進めていくため、令
和４年度から炎症性腸疾患センターを設置している。

Ａ

当該事業年度における中期計画の実施状況が優れている。評　価

　県内の指定難病患者５，８８０人のうち、中央病院の患者数は１，３３８
人であり、診療割合は、２２．８％であった。

Ａ

　山梨県産業保健総合支援センターと連携して、当院に入院または、通
院治療をしている患者のうち、治療を継続しながら仕事を続けることを希
望する患者に対して個別調整支援を行う「治療と仕事の両立支援相談窓
口」を令和２年５月１日に設置した。令和７年度は産業保健総合支援セン
ターの案内は６件であった。令和７年６月より、ハローワーク・産業保健
総合支援センターの職員が月１回来院し、患者家族からの相談対応を実
施している。

　臨床調査個人票作成件数は、前年度と比べて０．２％減の１，１９５件と
なった。

Ａ評価

　難病医療協力病院として、山梨大学医学部附属病院と役割分担を行う
中で、神経難病を除く特定疾患医療の患者を受け入れ、適切な医療を提
供した。

　県内のＨＩＶ感染者及びＡＩＤＳ患者の累計数は、令和７年１２月末で１９
２人であり、中央病院では、令和７年３月末までに１７１人を診療してい
る。また、令和７年度の通院患者数は７８人であり、新規受診症例は５例
である。

当該事業年度における中期計
画の実施状況が優れている。

　中央病院では、県内唯一のエイズ治療中核拠点病院として、県内の拠
点病院を支援するとともに、医師、看護師による治療、薬剤師による服薬
指導、臨床心理士によるカウンセリングなど、多職種による専門的な医
療を提供した。

評価

　患者からの要望に応じ、医師の判断に基づいて、臨床心理士によるカ
ウンセリングを行っているが、令和７年度は要望がなかったため、実施し
なかった。また、エイズ患者に対するチーム医療の推進を図るため、院
外の臨床心理士を含めたＨＩＶ部会を７回開催し、エイズ患者等の症例や
診療方針などの検討を実施した。

　在宅医療・介護を行う医療機関、訪問看護事業所、訪問介護事業所及
び居宅介護事業所等を支援するため、支援チームを派遣する体制を整
えるとともに、平成２８年８月からエイズ予防財団が行っている「ＨＩＶ支援
チーム派遣事業」を受託し、支援チーム派遣事業設置中核拠点病院と
なっている。
　県からの委託で県内医療従事者を対象に、HIV感染者・エイズ患者の
在宅医療・介護の環境整備事業「実地研修事業」を開催した。参加者は
３名であった。
　令和４年１１月から、HIV専任薬剤師を１名配置し、HIVチーム医療加算
を取得した。
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キ　感染症医療 キ　感染症医療
　一類感染症（エボラ出血熱など７疾患）患者及
び結核患者を受け入れる病室を活用し、山梨県の
感染症指定医療機関としての医療を提供する。
  地域で広域的に発生した感染症について、ゲノ
ム分子疫学解析による感染伝搬経路の解明を行
い、感染予防に貢献する。
  総合診療科・感染症科において、感染症全般の
診断・治療及び予防を実施する。

（新型コロナウイルス感染症）

　山梨県の感染症対策の司令塔役を担う感染症対策
センター（以下、ＹＣＤＣという。）に県内感染症
専門家として医師を派遣するととともに、センター
と連携・協働して感染症対策を推進する。
　新型コロナウイルス感染症患者等入院医療機関と
して、感染状況に応じた陽性患者用病床の確保・受
入れを行う。
　重症患者に対しては、陰圧個室やエクモを使った
入院治療など、専門的な医療を提供する。

年　度　計　画

　類型に関わらず、感染症患者等入院医療機関とし
て、県と連携し必要な医療体制の確保・支援を行
う。

　ＹＣＤＣや県内医療機関と協力し、新興感染症受
け入れ訓練やシミュレーションを実施する。
　院内への持ち込み阻止、感染拡大防止のため、迅
速で適切な新型コロナウイルス（ＣＯＶＩＤ－１
９）検査を継続する。
　医療機関等で医療従事者のクラスターが発生した
場合に、県からの派遣要請に基づき、診療機能を維
持するための看護師を派遣する。
　病院の判断により、妊婦を対象にＰＣＲ検査等を
実施する。

中　期　計　画

　一類感染症（エボラ出血熱など７疾患）患者及
び結核患者を受け入れる病室を活用し、山梨県の
感染症指定医療機関としての医療を提供する。
  また、感染症患者に対する外来診療、重篤患者
に対する陰圧個室を使った入院治療など、専門的
な医療を提供する。

　職員に対して、新型コロナウイルスワクチン接種
を行う。また、県や市町村の要請に基づきワクチン
接種に積極的に協力する。
　院内感染防止のため、来院者の体温測定、待合席
の整理、アクリル板の設置、施設外診療用プレハブ
の設置等必要な環境整備を行う。
　入院患者を含む来院者全員のマスク着用を継続す
るとともに、流行状況に応じて入院予定患者の入院
前ＰＣＲ検査、付き添い家族へのＰＣＲ検査を行
う。緊急入院の患者については、ＰＣＲ検査の結果
が判明するまでは必ず個室に入院させる。
　職員の院内感染防止のため、流行状況に応じて新
規採用職員、異動職員及び新規委託業者を対象にＰ
ＣＲ検査を行う。また、職員及び委託業者全員が毎
日体温測定を行い、発熱状況及び体調のモニタリン
グを行う。
　院内で感染が確認された際は、速やかに必要な職
員、職員家族、患者、外部業者に対して、ＰＣＲ・
高感度抗原検査を行い、二次感染を防止する。
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(7)感染症医療 (7)感染症医療

・ 【特記事項】

・

・

・

・

・

・

・

（新型コロナウイルス感染症）
【治療関係】
・

・

・

・

【検査関係】
・

　水痘、汎発性帯状疱疹、新型コロナウイルスなどの空気感染対策が必
要な患者に対して、陰圧個室を使った入院治療を行った。陰圧個室の入
院患者数は、前年度と比べて８．９％減の５１人となった。

　第一種感染症指定医療機関として、
総合診療科・感染症科の医師及び感染
対策室に専従の認定看護師を配置し、
感染症対策の強化を図っていることは
評価する。
　新型コロナウイルス感染症重点医療
機関として、引き続き病床の確保、陰
圧個室やエクモを用いた重症患者への
入院治療の提供、外来･検査体制を維
持したことは評価する。

当該事業年度における中期計
画の実施状況が特に優れてい
る。

評価 Ｓ評　価

　感染対策向上加算Ⅰの算定要件となっている新興感染症の発生等を
想定した訓練について、令和７年９月に県（YCDC）と共同し主催した。参
加者は、院内・院外合わせて現地２４５名、Zoom７１名、計３１６名であっ
た。

　感染対策向上加算Ⅰの算定要件となっている相互評価について、
令和７年７月に市立甲府病院、令和８年１月に沖縄県立中部病院の
評価を受けた。

S

　一類感染症
＊用語19

の患者を受け入れられる感染症病床２床、結核病床
１６床を確保し、受入体制を整えている。結核病床の入院患者数は、前
年度と比べて２３．１％減の１６人であり、延べ入院患者数は、３５．８％
減の４０７人となった。

設立団体の長（知事）の評価

　専門医による感染症診断を行うための血液培養などの正しい検査の方
法や適正な抗菌薬の使用などの研修会を実施するとともに、ＡＭＳ
（Antimicrobial stewardship[抗菌薬適正使用]）による耐性菌増加の抑
制、感染症診療に取り組んだ。令和７年度の抗菌薬（カルバペネム）の投
与患者数は、前年度と比べて６．３％増の２８９人となった。

当該事業年度における中期計画の実施状況が特に優れている。

　第一種感染症指定医療機関として、総合診療科・感染症科の医師及び
感染対策室に感染症専従の認定看護師２名を配置し、院内の感染症対
策の強化を図っている。また、令和６年４月から認定看護師４名体制とし
た。

業務実績及び県立病院機構の自己評価

　令和７年１０月、マダニ媒介性ウイルス性出血熱に分類される重症熱
性血小板減少症候群（SFTS）に罹患した患者を受け入れた。また、SFTS
患者接触時の対応方法を、病院感染予防対策マニュアル内に整備した。

　北病院では、県からの要請に基づき令和３年１０月から精神障害患者
の新型コロナウィルス感染症患者病床を９床確保し患者の受け入れた。
令和５年５月以降は、感染病床（措置入院用）１床を確保していたが使用
実績はなかった。

　感染症の専門人材を育成し、感染症知識の普及啓発を図るため、感染
症専門医養成事業費補助金を活用した研修プログラム特設サイトの開
設およびPR動画の作成している。

　新型コロナウイルス感染症の５類移行後も病床確保及び外来・検査体
制を維持することで、必要な医療を提供した。
   新型コロナウイルス患者については、令和７年度は１６７人、令和元年
度からの累計で２，２５８人の入院患者を治療した。また、重症患者に対
しては、陰圧個室やエクモを使った入院治療など、専門的な医療を提供
した。

   一類感染症(エボラ出血熱)の受け入れを想定した訓練を１回開催し、
延べ２９名の職員が参加した。

　感染症治療への早期介入、在院日数の短縮を目的として、微生物検査
の土日勤務体制を整備した。なお、引き続きコロナ関連検査は２４時間
体制で対応しており、３種類のPCR検査機器（FilmArray、GeneXpert、
Liat）とコロナ抗原検査を組み合わせ、好感度で迅速な検査体制を構築
している。
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 ②県立北病院  ②県立北病院

ア　精神科救急・急性期医療 ア　精神科救急・急性期医療

中　期　計　画 年　度　計　画

　精神科救急・急性期医療や通院医療などの充実
や、心神喪失者等医療観察法に基づく指定入院医療
機関等の役割を果たすとともに、児童思春期精神科
医療や依存症、認知症の医療の提供について一層の
高度化を図る。

　精神科救急・急性期医療や通院医療などの充実
や、心神喪失者等医療観察法に基づく指定入院医療
機関等の役割を果たすとともに、児童思春期精神科
医療、依存症及び認知症の医療の提供について一層
の高度化を図る。

　山梨県における精神科救急医療体制の重要な役
割を担うとともに、集中的な治療を要する患者
に、急性期の特性に合わせて、手厚い治療と多職
種治療チームによる総合的で一貫した医療を提供
することで早期退院を図り、通院や退院後のリハ
ビリテーションに結びつける。

　山梨県における精神科救急医療体制の重要な役
割を担うとともに、集中的な治療を要する患者
に、急性期の特性に合わせて、手厚い治療と多職
種治療チームによる総合的で一貫した医療を提供
することで早期退院を図り、通院や退院後のリハ
ビリテーションに結びつける。
　令和４年５月に運用開始した保護室棟８床の活
用により、山梨県精神科救急システムの県内クリ
ニック救急症例についても、安定的な受け入れを
果たす。
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・

【ワクチン関係】

・

【院内感染防止関係】

・

・

・

・

【県等との協力関係】

・

(8)精神科救急・急性期医療 (8)精神科救急・急性期医療

・ 【特記事項】

設立団体の長（知事）の評価

　来院者の体温測定、手指消毒液の設置、待合席の整理、アクリル板の
設置、施設外診療用のプレハブの設置等必要な環境整備を行っている。
また、食事中の三密対策のため、職員及び委託事業者を対象に昼食会
場として、多目的ホール、看護研修室、２階カンファレンス室を開放して
いる。

業務実績及び県立病院機構の自己評価

　県の感染症対策の指令機能を担う山梨版CDCに令和３年４月から当院
医師を派遣するため、県と職員の併任に関する協定を締結した。令和７
年度の派遣日数は、延べ４９日間であった。

　院内で感染が確認された際は、二次感染を防止するため、必要な職
員、職員家族、患者、外部業者に対して、ＰＣＲ・高感度抗原検査等を
行っている。また、職員の感染防止のため、PCR検査を病院負担として
いる。

 　令和７年度の新型コロナウイルス感染症の院内検査実績は、ＰＣＲ検
査８，００８件、フィルムアレイ等迅速ＰＣＲ検査２，４１２件、抗原検査２，
４３２件、抗体検査１８２件、総計１３，０３４件を行った。

  北病院では、治療上、面会や外出泊を実施する必要があるため、面会
者の健康チェック、外出泊前後の患者及び家族等の健康チェックを行
い、面会及び外出泊を継続した。

　スーパー救急病棟
＊用語20

２病棟への入院患者に対しては、集中した治
療を実施した。延べ入院患者数は２０，３３８人であり、平均在院日数は
前年度と比べて、１．４日増の５３．６日となった。

評　価 S 評価 Ｓ
当該事業年度における中期計
画の実施状況が特に優れてい
る。

　県の精神科救急医療の中核として
２４時間体制で患者を受け入れてお
り、多職種チームによる総合的で一貫
した医療を提供し、早期退院やその後
の通院、リハビリテーションに結びつ
けていることは評価する。
　入院患者への集中治療や積極的な退
院支援など、平均在院日数の短縮に向
けた一層の取り組みを期待する。

当該事業年度における中期計画の実施状況が特に優れている。

　来院者の体温測定、手指消毒液の設置、待合席の整理、アクリル板の
設置、施設外診療用のプレハブの設置等必要な環境整備を行っている。
また、食事中の三密対策のため、職員及び委託事業者を対象に昼食会
場として、多目的ホール、看護研修室、２階カンファレンス室を開放して
いる。

   一類感染症(エボラ出血熱)の受け入れを想定した訓練を１回開催し、
延べ２９名の職員が参加した。(前述Ｐ１４）

―　30　―



 イ　児童思春期精神科医療 イ　児童思春期精神科医療

中　期　計　画 年　度　計　画

　思春期に特有な精神疾患の治療について、山梨
県内唯一の児童思春期病棟を有する病院として、
関係機関との連携を図りながら、トラウマに配慮
したケアとより高度で専門的な医療を提供する。

　思春期に特有な精神疾患の治療について、山梨
県内唯一の児童思春期病棟を有する病院として、
より高度で専門的な医療を関係機関と連携して提
供する。
  また、子供のこころのトラウマに配慮したケア
を含めた専門的な医療を提供するとともに、公認
心理師による心理カウンセリングを行う。
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・

・

・

(9)児童思春期精神科医療 (9)児童思春期精神科医療

・ 【特記事項】

・

・

・

　
・

　平成２７年度から本格的に県の精神科救急医療体制の２４時間化に対
応し、精神科救急受診相談センターの業務の一部を担うとともに、セン
ターで救急医療が必要と判断された患者を常時対応型病院として受け
入れる体制を構築した。なお、精神科救急の受入患者数は７４人であり、
県全体の３１．６％となっている。

　県内医療ネットワーク体制の中で唯一の児童思春期病棟を持つ病院と
して、看護師配置を１０：１と手厚くし、専従のコメディカルを配置するな
ど、病院の機能強化を図っている。また、増加傾向にある児童・思春期患
者に対応するため、児童思春期の初診時の診断及び治療を標準化し、
児童思春期専門医による指導体制を確立することで、より高度で専門的
な診療を実施している。なお、児童思春期病棟の延べ入院患者数は、前
年度と比べて０．５％増の４，４３２人、外来患者数は３．７％増の５，５１７
人となった

　令和４年５月から、保護室を増床したことにより、自傷、他傷の恐れの
ある対応困難な患者などの増加に対応した安定的な受け入れが可能と
なり、患者の病状に応じた治療環境のもとで円滑な急性期治療を行って
いる。

Ｓ

　児童思春期症例の患者に対する通院治療の充実を図るため、児童思
春期精神科専門管理加算の届出を行い、平成２８年７月から算定を開始
した。前年度と比べて、８．９％減の延べ１，７６７人の患者が加算対象と
なった。

評　価

　こころの発達総合支援センターと連携を図り、児童思春期症例の患者
を専門に診療している。また、思春期精神科デイケアにおいては、ショー
トケアプログラムに加え、令和３年５月からデイケアプログラムも実施して
おり、前年度と比べて、１４．０％減の３８０人の参加者であった。

当該事業年度における中期計
画の実施状況が特に優れてい
る。

設立団体の長（知事）の評価

Ｓ

　毎週、医師、看護師、ケースワーカー、デイケアに携わるコメディカルス
タッフによるケース会議を開催し、患者の治療、退院促進、退院後のリハ
ビリテーション等について、総合的で一貫した医療を提供した。

　県内唯一の児童思春期病棟を持つ病
院として看護師配置を１０対１と手厚
くし、専従のコメディカルを配置する
など機能強化を図っており、外来患者
数の増加に対応しながら、家族支援プ
ログラムを着実に実施していることは
評価する。
　こころの発達総合支援センターと連
携したショートケアやデイケアのプロ
グラムについて、参加者数の増加につ
ながる取り組みを期待する。

評価

　入院を要する児童思春期症例の患者の家族を対象に、家族支援プロ
グラムを導入することにより、患者と家族をサポートしている。平成２９年
度からは、通院患者家族に対しても家族支援プログラムの導入を開始し
た。令和７年度は、継続して参加できるよう、1クールの開催を３回に減ら
し、計４クール実施し、入院患者家族は４１名、通院患者家族は９７名、
計１３８名が受講した。

当該事業年度における中期計画の実施状況が特に優れている。

業務実績及び県立病院機構の自己評価

　子供のこころのトラウマへの対応を強化するため、令和７年度は事例
検討会を３回開催（参加者９３人）し、スタッフの教育や技術向上を図っ
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 ウ　心神喪失者等医療観察法に基づく医療 ウ　心神喪失者等医療観察法に基づく医療

 エ　重度・慢性入院患者への医療 エ　重度・慢性入院患者への医療

年　度　計　画

　心神喪失者等医療観察法に基づく指定入院医療
機関として最適な医療を提供し、対象者に対し
て、指定入院から指定通院に向かう一貫した治療
体系の中で適切な治療を提供し、社会復帰の促進
を図る。医療観察法病棟の国全体での平均入院期
間が増加している中にあって、当院の患者は入院
期間が平均より短く、早期に社会復帰しており、
その具体的実践について、他の指定医療入院機関
に対し情報発信を行っていく

　集中的な救急・急性期治療によっても早期の退
院が困難な重症患者や長期在院重症患者の個別性
を配慮し、さらに高度な薬物治療等や多職種治療
チームによる治療体制を強化し、退院と社会復帰
を目指す。
　令和５年７月から開設した相談外来を含め、治
療抵抗性統合失調症治療薬であるクロザピンの導
入の推進を図る。また、県内他施設との連携を図
りクロザピン治療環境を整備する。
　また、ｍ－ECTの実施についても、県内他施設
との連携を図り、県内他精神科病院の重度・慢性
入院患者の退院促進事業の進展を図る。

　心神喪失者等医療観察法に基づく指定入院医療
機関として最適な医療を提供し、対象者に対し
て、指定入院から指定通院に向かう一貫した治療
体系の中で適切な治療を提供し、社会復帰の促進
を図る。

中　期　計　画

　集中的な救急・急性期治療によっても早期の退
院が困難な重症患者や長期在院重症患者に、更に
高度な薬物治療等や多職種治療チームによる治療
体制を強化し、退院と社会復帰を目指す。
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(10)心神喪失者等医療観察法に基づく医療 (10)心神喪失者等医療観察法に基づく医療

・ 【特記事項】

・

・

・

(11)重度・慢性入院患者への医療 (11)重度・慢性入院患者への医療

・

・

・

・

業務実績及び県立病院機構の自己評価

　両期間ともに全国平均を超える県は､本県を含め５県のみ（当院のコロ
ナ前２年間､コロナ禍２年間の退院率とも０．３、全国平均はコロナ前が
０．２６､コロナ禍が０．２１程度。）。
　令和７年度も継続して多職種治療チームにより、早期退院と社会復帰
に取り組んでおり１名を退院させている。

Ａ

Ｓ

当該事業年度における中期計
画の実施状況が優れている。

　１年以上入院を継続し、精神症状が重く、自傷他害のリスク、社会適応
能力の重大な問題等のため退院が困難な重度・慢性入院患者に対し、
症例に応じてクロザピンやｍ－ＥＣＴなどを行うとともに、院内多職種（必
要時、地域関係者を含む）による治療体制を構築して治療に当たり、６人
を退院させることができた。

　通院対象者に対しては、多職種治療チーム（ＭＤＴ）による治療体制を
継続する中で、デイケアや訪問看護も実施し、多くの通院患者を支える
体制を継続している。(令和７年度末日現在：指定入院　５人、指定通院
４人）

評価

　県内唯一の指定入院医療機関とし
て、多職種チームによる手厚い医療を
継続して提供するとともに、関東信越
厚生局の要請を受け、指定入院病床を
増床して受け入れ、司法精神医療に貢
献したことは評価する。
　退院率が全国平均を上回り、平均在
院日数が極めて少ないことは評価す
る。

　令和４年３月に開催された医療観察法指定入院医療機関連絡会議で
厚生労働省精神・障害保健課から開示された資料において、全国の指
定入院医療機関３４病院のうち、当院を含む５病院のみがコロナ前２年
内及びコロナ禍２年間の退院率がいずれも全国平均を上回っており、コ
ロナ禍の中にあっても質の高い医療を提供できていた。

当該事業年度における中期計
画の実施状況が特に優れてい
る。

　重度・慢性入院患者に対し、高度な
薬物治療や多職種チームによる治療体
制を構築するとともに、長期患者退院
推進会議を開催することで退院と社会
復帰を計画的に促進し、２２名の退院
を実現したことは評価する。
　また、症例に応じてクロザピンやｍ
－ＥＣＴなどの高度治療を積極的に推
進し、クロザピン相談外来が実績を挙
げていることは評価する。

S 当該事業年度における中期計画の実施状況が特に優れている。

評価評　価 A 当該事業年度における中期計画の実施状況が優れている。

　県内唯一の指定入院医療機関として多職種治療チームによる手厚い
医療を提供し、退院と社会復帰を進めている。令和７年度における５床
の指定入院病床の稼働率は１００％であった。なお、北病院の医療観察
法病床数は５床であるが、関東信越厚生局の要請を受け、令和５年８月
から令和５年１０月の間、令和６年６月から令和７年１月、令和７年５月以
降は、特例的に６人目として、１人の対象者を受け入れ、対象患者が入
院できない事態を回避することで、司法精神医療に貢献した。

　北病院の平均入院期間は６２５日であり、全国平均1，０４５日より短
い。また、全国医療観察法関連職種研修会において、「小規格併設型指
定入院医療機関の１モデル」をテーマに、当院医療観察法病棟の取り組
み、入院期間数短縮の要因について発表した。
　また、厚生労働省の令和６（２０２４）年医療施設（動態）調査・病院報告
の概況によると、山梨県の精神病床での平均在院日数は２４３．０日であ
り、岩手県のの２４２．２日に次いで全国第１８位であり、全国平均の２５
５．０日に比べ１２日短い。

設立団体の長（知事）の評価

評　価

　山梨県の人口１０万人当たりのクロザピン使用割合は全国５位であり、
本県では人口比で多くの患者が治療を受けている。当院では、本県全体
の約７割の患者の治療を継続して行っており、本県の治療抵抗性統合失
調症の治療に大きく貢献している。
　また、クロザリル使用の登録手順や副作用の留意事項、大学病院との
連携等を盛り込んだ小冊子の発行や、「クロザピンハンドブック」の監訳・
発行、研究会、講演会等の機会を捉えては他病院の登録を働きかける
など、県内の登録機関数の増加を促している。

　※　退院率：１年以上の在院期間で退院する患者数を１年以上の在
　　 院患者数で除したもの。

　重度・慢性入院患者の新たな発生を減少させるため、積極的にクロザ
ピンやｍ－ECT治療を実施した。なお、令和５年７月からは、クロザピン
相談外来を開設し、令和７年度は５件の相談実績があった。
　長期患者退院推進会議を毎月開催し、重症患者に対する退院と社会
復帰を計画的に進めた。
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 オ　重症通院患者への医療 オ　重症通院患者への医療

年　度　計　画

　措置入院や指定入院などから退院し、地域で生
活する重症患者に対して、関係機関と連携し、多
職種治療チームによるデイケアなどの通院治療や
訪問看護ステーションなどによる包括的な医療を
提供し、地域社会への適応を促進する。

中　期　計　画

　外来における地域生活継続支援において、実績
や報告等内容を整備しながら地域生活支援を一層
強化する。
　多職種、他機関との連携において、クライシス
プラン（精神疾患患者が退院後に危機的状況に
陥った際に迅速に対応できる計画）の活用を推進
し、精神疾患患者の地域生活支援を図る。
　措置入院や指定入院などから退院した例に対
し、多職種治療チームによるデイケアなどの通院
治療や訪問看護ステーションなどによる包括的な
医療を提供し、地域社会への適応を促進する。
　特に訪問看護ステーションの新たなサービスと
して、全国に先駆けて開始した「突然死予防プロ
ジェクト」を継続実施する中で、突然死リスクを
早期発見するために、利用者の身体面、住環境等
の変化を継続的に観察し、予防的指導へと生かし
ていく。
　また、オンライン診療が行える体制を整備し、
試験的な運用を開始する。
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(12)重症通院患者への医療 (12)重症通院患者への医療

・ 【特記事項】

・

・

・

・

・

Ａ当該事業年度における中期計画の実施状況が優れている。

※クロザリルは商品名であり、クロザピンンは一般名であり、基本的に同
じ薬剤である。

A 評価

　医療の中断、自傷・他害行為等のリスクが高く、入退院を繰り返してき
た重症通院患者に対し、多職種治療チーム（ＭＤＴ）による適切な医療の
提供や地域での生活を支援するため、平成２８年４月に重症通院患者支
援推進会議を設置し、病状の経過観察、治療方針検討のサポート等を
行っている。

　令和７年度は、重症通院患者３０人に対し、訪問（１０人）１４０回、デイ
ケア（４人）１８９回を実施するとともに、２人には多職種治療チーム（ＭＤ
Ｔ）を編成し、また６人には地域関係者を含むカンファレンスを行い、治療
に当たった。

当該事業年度における中期計
画の実施状況が優れている。

業務実績及び県立病院機構の自己評価

評　価

　入退院を繰り返す重症通院患者に対
し、多職種治療チームによる適切な医
療の提供と地域での生活を支援する体
制が構築されていることは評価する。
　重症通院患者に対する訪問看護やデ
イケアを継続して実施していることは
評価する。

　令和２年１月より「成人発達障害疾患別専門プログラム」を導入してい
る。令和６年度は１クール１０回セッションを２クール実施していたのを、
令和７年度は、１クール１２セッションにし１回に変更し、１１名が参加し

設立団体の長（知事）の評価

　平成２８年７月に発生した津久井やまゆり園での殺傷事件を受け、措
置入院患者の措置解除の決定等を行う場合には、当該推進会議におい
て協議を行っている。

　地域社会への適応を促進するため、平成３１年４月に訪問看護ステー
ションを開設し、退院後に地域で生活する重症通院患者を継続的に支援
している。令和７年度は、前年度と比べて０．１％減の延べ３，３７３人へ
の訪問を実施した。

　デイケアにおいては、患者の特性に合わせ、多様化・高度化した新たな
治療プログラムによるサービスを開始した。令和７年度は、デイケア利用
修了者は１２０人であり、うち就労、就学者は５８人であった。

クロザリルの登録者の状況等

（13.9%増）
（12.7%増）
（0.8P増）

参考）県登録機関数 （増減なし）
（10.0%減）
（33.3%増）

R５
187
267

70.0%
6
10

3

9

213

69.5%

102 118
R4

 登録

患者
数

2クロザリル導入相談件数

5

クロザリル導入受入件数 -

5 5
- 2

2

6
71.9%

R3

73.9%
138

割合

北病院

13

県全体

162

1

4

4

H29

1

73.2%

R2

4

71.4%
301

4

70.8%
6
6

227203

6
72.4%

243

R６
134 146 169

163

R1H30

183
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 カ　依存症患者への医療 カ　依存症患者への医療

 キ　認知症患者への医療  キ　認知症患者への医療

中　期　計　画 年　度　計　画

　アルコール、薬物、ゲームなどの依存症やここ
ろにトラウマを抱えた患者に対し、関係機関との
連携を図りながら、トラウマに配慮したケアと治
療を提供する医療体制を強化し、社会復帰の促進
を図る。

　認知症疾患医療センターとして、病態に応じた
治療、相談への対応及び地域の医療機関への紹介
等を行うとともに、山梨県及び関係機関と連携す
ることにより患者が地域において継続して生活で
きるための支援を行う。

　アルコール依存症への治療プログラムを継続す
るとともに、自助グループの協力により、当院内
にピア相談員を配置し、強力で実行力の高い
SBIRTS（ｴｽﾊﾞｰﾂ：早期に無理なく、アルコール依
存症の治療を進めるための手順）を実施する。ま
た、ゲーム依存症については特に専門的な治療を
継続する。さらに、関係機関との連携を強化しな
がら、依存対象に応じた医療を提供する体制を強
化し、社会復帰の促進を図る。
　県が取り組む児童・思春期を対象としたゲー
ム・ネット依存症対策事業に参加し、 認知行動
療法に関するプログラムを実施することで、患者
支援体制構築への寄与を図る。

　認知症疾患医療センターとして、病態に応じた
治療、相談への対応及び地域の医療機関への紹介
等を行うとともに、認知症患者の医療提供におい
て、当院の役割や機能を明確化し、近隣の医療機
関との連携の中で救急急性期の BPSD（行動心理
症状）への治療、対応能力の向上を図る。さら
に、山梨県及び関係機関と連携することにより患
者が地域において継続して生活できるための支援
を行う。
　また、認知症認定看護師の育成を行い、対応能
力の向上を図る。
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(13)依存症患者への医療 (13)依存症患者への医療

・ 【特記事項】

・

(14)認知症患者への医療 (14)認知症患者への医療

・ 【特記事項】

・

・

・

・

A

当該事業年度における中期計
画の実施状況が優れている。

当該事業年度における中期計画の実施状況が優れている。

　認知症疾患に係る臨床心理士、精神保健福祉士、看護師による専門
医療相談窓口を設け、患者本人、その家族、保健所、福祉関係者等から
の電話または面談相談を行った。

当該事業年度における中期計画の実施状況が優れている。

　平成２１年度より認知症疾患医療センターとして、認知症疾患に関する
診断と処遇についての相談を行っており、令和７年度の認知症患者数
は、８３１人であった。

　令和７年度の認知症に係る研修会を１回、連携協議会を２回開催した。

評　価

業務実績及び県立病院機構の自己評価 設立団体の長（知事）の評価

評価 Ａ

　北病院では、教育課程の認知症認定看護師２名（５週間）、特定行為研
修実習４名（計４週間）を受け入れ、教育・指導を行っている。

評価 Ａ評　価 A

　依存症治療拠点機関として、アル
コール依存症患者及びゲーム依存症患
者への専門プログラムを継続して実施
し、依存対象に応じた適切な医療を提
供していることは評価する。

　スタッフのBPSD（行動心理症状）対応能力向上のため、認知症認定看
護師が各病棟をラウンドし、教育・指導を実施している。

当該事業年度における中期計
画の実施状況が優れている。

　認知症疾患医療センターとして診
断、治療、相談対応、地域の医療機関
へ紹介等を行うとともに、多職種によ
る専門医療相談窓口で患者本人や家
族、関係機関からの相談に積極的に対
応していることは評価する。
　専門医療相談数の増加につながる更
なる取り組みを期待する。

　令和元年５月、ゲーム依存症が世界保健機関(WHO)国際疾病分類に
「ゲーム障害」として認定されたことを受けて、令和２年度から、デイケア
において、ゲーム依存症患者専用のプログラムを開始した。また、入院を
必要とする患者に対しても、令和３年６月から「ゲーム依存プログラム」を
実施している。なお、令和５年度より個別対応を強化した結果、令和６年
度は前年度と比べ、患者数は  ４２．３％減少し、専門プログラム参加者
数は、２５．２％減となった。

　山梨県から、平成３１年３月に、「アルコール健康障害に係る専門医療
機関」に選定されるとともに、令和２年３月に、「依存症治療拠点機関（ア
ルコール健康障害）」として選定され、積極的に治療に取り組んでいる。
令和７年度のアルコール依存症患者数は１５２人。
　なお、令和３年１０月以降、アルコール依存患者が入院して生活訓練な
どの集団プログラムを行う開放病棟を、県の新型コロナウィルス感染症
対策の一環でコロナ対応病棟に転用させたため、当該専門プログラムを
休止していたが、令和５年５月から再開しており、令和７年度は延３６２人
が参加した。
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 (1)－2 新興感染症への対応 (1)-2 新興感染症への対応

年　度　計　画

　令和６年３月の山梨県と新興感染症に関する協定
締結を受け、感染症の発生・まん延時における患者
の受入病床確保、発熱外来での患者対応、高齢者施
設や他の医療機関への人材派遣などを行う。
　県立中央病院では、都道府県看護協会との連携に
より、大規模自然災害発生時や新興感染症発生時な
どに災害支援ナースを派遣し、看護支援活動が行え
るように災害支援ナースの育成を行う。
　県立北病院では、山梨県の精神科医療を担う基幹
病院として、新興感染症の流行時においても精神科
治療が維持できる体制の確保に取り組む。また、精
神科医療はもとより、感染者の治療、院内感染防止
に努め、地域社会への早期復帰に貢献する。
　なお、感染管理認定看護師を中心に、新興感染症
に対応できる災害支援ナースについても継続育成を
図る。

　新興感染症発生・まん延時において、山梨県の基
幹病院として中心的な役割を果たすため、病床の確
保、発熱外来の設置、医療人材の派遣を行うととも
に、平時から感染症情報の分析・発信、感染防護具
の備蓄、患者の受入訓練を行い、医療提供体制の構
築に取り組む。
　また、山梨県が行う感染症にかかる施策の推進に
協力する。
　さらに、災害時に加え、新興感染症発生・まん延
時にも対応できる災害支援ナースの育成を推進す
る。

中　期　計　画
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(15)新興感染症への対応 (15)新興感染症への対応

（県立中央病院） 【特記事項】
・

・

・

・

（県立北病院）
・

・

・

　感染症流行期に職員のマンパワー不足が生じても、精神科医療が継
続できるよう、新興感染症等BCP計画を作成した。
　感染症治療や感染対策に関する最新情報を収集しており、他施設から
の依頼があれば、看護師派遣事業等による派遣、指導等も行った。

　感染症法に基づき医療措置協定を県
と締結し、新興感染症の発生に備えた
対応力強化を図ったことは評価する。
　山梨版ＣＤＣへの医師の派遣、新災
害支援ナースの計画的な育成など、県
の基幹病院として新興感染症対応の中
核を担っていることは評価する。

　県の感染症対策の指令機能を担う山梨版CDCに令和３年４月から当院
医師を派遣するため、県と職員の併任に関する協定を締結した。令和７
年度の派遣日数は、延べ４９日間であった。（前述Ｐ１５）

　新興感染症の発生に備えた対応力の強化を図るため、感染症法に基
づく「医療措置協定」を令和６年３月に県と締結した。医療措置の内容と
しては、病床の確保、発熱外来の実施、自宅療養者等への医療の提供
及び健康観察、後方支援及び医療人材派遣となっている。

　令和７年９月、新興感染症の発生等を想定した訓練を実施し、内閣府
及び国立感染症研究所から視察を受けた。
　山梨県看護協会が行う「新災害支援ナース養成研修」を計画的に行う
ことで、災害時及び新興感染症発生・まん延時に、医療機関等への応援
派遣等に的確に対応できる看護師の育成を行っている。なお、令和５年
度は６名、令和６年度は３名、令和７年度は３名を育成し、計１２名が登
録されている。過去の実績としては、１名の新災害支援ナースを能登半
島地震時に派遣した。

当該事業年度における中期計画の実施状況が特に優れている。

当該事業年度における中期計
画の実施状況が特に優れてい
る。

Ｓ評　価 評価S

設立団体の長（知事）の評価業務実績及び県立病院機構の自己評価

　感染管理認定看護師を中心に日常の感染対策を強化している。また、
感染症危機管理専門人材養成研修への参加等、新興感染症発生時や
災害時にも対応できる看護職員を育成した。
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県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

１　医療の提供

(2)質の高い医療の提供

１　医療の提供
(2)質の高い医療の提供

(2)質の高い医療の提供 (2)質の高い医療の提供

 ①医療の標準化と最適な医療の提供  ①医療の標準化と最適な医療の提供
・

・

・

・

・

・

  山梨県の基幹病院として、県民の医療に対するニーズ
に適切に対応し、より良い医療を提供するため、次の取
組を行う。
　県立中央病院においては、公益財団法人日本医療機能
評価機構の病院機能評価の更新に向けた取組を進めると
ともに、一般社団法人日本病院会の臨床指標プロジェク
トに参加する。
　県立北病院においては、公益社団法人全国自治体病院
協議会の医療の質の評価・公表等推進事業に参加する。

　基幹病院としての役割を果たすため、医療技術の進歩等に伴う県民の医療に対するニーズの多様化に適
切に対応するとともに、診療実績の検証等によるより良い医療の提供に努めること。
　また、病院施設、医療機器等の整備はＩＣＴ等様々な技術の進展を踏まえながら、初期投資に維持費な
どを加えたライフサイクルコスト、デジタル技術の活用や地域の医療需要を考慮しつつ、長期的な視点を
持って計画的に行い、質の高い医療を提供すること。

中
期
目
標

中　期　計　画

　治療内容と治療計画を明確に示すことで患者の不
安を解消するとともに、治療手順の標準化、在院日
数の適正化など、最適な医療を提供するため、クリ
ニカルパスの活用を推進する。
 また、県立中央病院においては、診断群分類包括評

価（ＤＰＣ）
＊用語21

の医療機関別係数の上昇を目指
し、ベンチマークの活用やＤＰＣ分析などから得ら
れる詳細な診療情報を、診療科や疾患別のデータ分
析、クリニカルパスの見直しに活用する。

　循環器病患者に対して良質かつ適切なリハビリ
テーションを行うため、引き続き心大血管疾患リ
ハビリテーション等の充実を図る（再掲）。

　県立中央病院精神科において、一般の身体医療
の中で起こる様々な精神科疾患に対して、精神科
医等が協働して治療を行う「精神科リエゾン」と
ともに、入院治療が必要な精神科疾患の患者の紹
介など、北病院等との連携を強化する。

年　度　計　画

　治療手順の標準化、在院日数の適正化など、最
適な医療を提供するため、他院のクリニカルパス
との比較が可能で、クリニカルパスの標準化を支
援する経営分析サポートシステムを活用して、ク
リニカルパスの新設、見直し、廃止を積極的に行
う。

　リニアックを活用し、強度変調放射線治療及び
（体幹部）定位放射線治療などの高精度放射線治
療を積極的に進める。
　県立中央病院においては、令和５年３月にがん
ゲノム医療拠点病院に指定されたことから、がん
遺伝子パネル検査の医学的解釈及びその治療方針
の検討を行うエキスパートパネル会議を開催し、
患者一人ひとりに最適な治療方法の選択、臨床試
験・治験の実施等につなげていく（再掲）。特に
難治性の膵臓がん及び肺がん患者に対して、遺伝
子パネル検査結果に基づく遺伝子変異に対応する
分子標的薬による治療を推進する。

　最新のロボット手術システム等を活用し、低侵
襲で最適な医療を提供する。
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(16)医療の標準化と最適な医療の提供 (16)医療の標準化と最適な医療の提供

【実績（定量的な業績指標）】 【特記事項】
・

・

・

Ｓ

　北病院では、医療の質の向上を図るため、公益社団法人全国自治体
病院協議会の医療の質の評価・公表等推進事業に参加し、得られた
データをもとに課題等の解決に取り組んだ。

評価
当該事業年度における中期計
画の実施状況が特に優れてい
る。

　県立中央病院においては、他院のベンチマークとして、平成２９年度に
日本看護協会が運営するDiNQL（労働と看護の質向上のためのデータ
ベース）に参加し、令和２年度からDPCデータ分析システム 「ヒラソル」を
導入した。一般社団法人日本病院会の臨床指標プロジェクトには、平成
３０年度から参加したが、各病院の役割や機能、患者属性などの交絡因
子を調整する方法が精緻化されておらず、他院と比較して当院の立ち位
置を確認する指標として適当ではないことから、引き続きDiNQLと「ヒラソ
ル」を活用することとした。

　中央病院はＤＰＣ医療機関群が標準
病院群ではあるが、機能評価係数Ⅱが
上昇していることは評価する。
　リニアック及び低侵襲手術支援ロ
ボットの活用、精神科リエゾン回診や
ＮＳＴチーム回診等のチーム医療が積
極的に行われていることは評価する。
　クリニカルパスの更なる活用・推進
による平均在院日数の短縮を期待す
る。

業務実績及び県立病院機構の自己評価 設立団体の長（知事）の評価

S評　価 当該事業年度における中期計画の実施状況が特に優れている。

　ＤＰＣ医療機関群は、Ⅰ群、Ⅱ群、Ⅲ群に分類して評価され、Ⅰ群は大
学病院本院と特定機能病院、Ⅱ群は大学病院に準じた診療機能を有す
る病院、Ⅲ群はその他の急性期の病院となっている。Ⅱ群病院となるた
めには、高度な医療技術の実施などの１～４の実績要件において基準値
を超える必要がある。当院は平成２６年度にⅡ群に昇格したが、Ｒ６年度
評価にて、入院患者の血液疾患の化学療法が減少したことにより実績要
件４に基準値を満たせずⅢ群となった。機能評価係数Ⅱは、群ごとの最
低値と最高値の中で係数評価するため、評価基準が厳しいⅡ群評価より
も、評価基準が緩やかなⅢ群評価になったことにより、令和６年度の機能
評価係数Ⅱは向上した。
　中央病院では、病院会議や各種研修会において、医師、看護師、コメ
ディカル、事務を含む病院全体で適正医療や適正請求に取り組み、令和
７年度も機能評価係数Ⅱ向上のための取り組みを継続して行っている。
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　高齢化社会を迎えるにあたり、入院患者の日常
生活能力、認知機能、意欲等を総合的に評価し、
介護状態に進まないよう、予防・改善に向けて、
多職種が連携して取組む体制を構築する。

　術後の早期回復のため、全身麻酔手術を行う患
者に対し周術期栄養実施加算の拡充を行う。

　令和６年１２月、日本医療機能評価機構により
病院機能評価更新が認定され、感染制御対策及び
救急医療機能が、最も高いＳ評価となった。引き
続き、医療の質の向上に取り組む。

　医師を含む多職種間における診療目標の明確化
と的確な情報共有を図り、診療の効率化を推進す
るため、看護計画等の記録に用いる用語の標準化
が実現できる「Health Care books」を適正に運
用する。

中　期　計　画

　ICU における早期リハビリテーションの充実に
向けて、多職種カンファレンスの拡充やリハビリ
テーションスタッフによる離床取り組みを強化し
ていく。

　入院患者の退院促進のため、リハビリテーショ
ンの必要性の有無を検討する項目をパスに導入す
る。

　造血幹細胞移植を進めるとともに、平成３０年
度に９床に増床した無菌室を有効に活用し、白血
病等の無菌状態での薬物治療が必要な患者の受け
入れを拡大する。

年　度　計　画

　摂食嚥下チームを設置し、誤嚥予防対策への取
り組みや嚥下リハビリテーションの推進を図る。

　令和６年８月に、診断と治療を同時並行で行え
る手術台と心・血管X線撮影装置を組み合わせた
手術室（HOR・Hybrid Operating Room）が稼働し
たことから、循環器病患者に対する低侵襲な医療
の提供に取り組む（再掲）。

　ＮＳＴ回診については、回診方法を変更し、低
栄養患者の抽出に努める。
　CT 検査の運用時間の見直しにより検査枠数を
増やし、予約待ち患者の解消に努める。
　MRI 検査の運用時間の見直しにより検査枠数を
増やし、予約待ち患者の解消に努める。
　令和６年１月に、眼科、外科、耳鼻咽喉科、皮
膚科、形成外科等が日帰り手術ができる外来手術
室（Walk-in Operating Room）を整備したことか
ら、適正な運用を図る。
　術後患者に対する質の高い疼痛管理を推進する
観点から、医師、薬剤師、看護師から構成される
手術後の患者の疼痛管理にかかるチームを設置す
るなど医療の質の向上を図る。

　病院給食については、価格高騰著しい中におい
ても、患者に満足いただけるよう提供内容の充実
に努める。
　県立中央病院においては、一般社団法人日本病
院会の臨床指標プロジェクトに参加し、得られた
データをもとに課題等の解決に取り組み、医療の
質の向上を図る。
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【実績（その他の取組状況）】

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

　令和８年２月に院内クリニカルパス大会を開催し、Ｗｅｂでの視聴を含
め、１１９名が参加した。
　令和７年１０月に富山県で開催された日本クリニカルパス学会学術集
会に２名が参加し、１件の発表をした。

　救急患者の早期診断と治療を同時並行で行える手術台とＸ線血管撮影
装置を組み合せた手術室（ＨＥＯＲ・Hybrid Emergency Operating Room）
及び治療しながら放射線診断画像が撮影できる２ルーム式Ｘ線CT装置
室を１階高度救命救急センター内へ拡張工事を終え令和７年３月に稼働
している。
　これに伴い、高度救命救急センター内の初療室について、感染症患者
への対応強化を図るるため、従来のオープンスペースから、必要に応じ
て個室化が可能な構造へ変更し、間仕切りとして可動式扉を設置し、患
者動線及び感染対策の向上を図るため改修工事を実施し、令和７年６月
末に完成し運用を開始している。（前述Ｐ８）
　診断と治療を同時並行で行える手術台と心・血管X線撮影装置を組み
合わせた手術室（HOR・Hybrid Operating Room）の稼働に伴い、循環器
病患者に対する低侵襲な医療の提供に取り組んでいる。（前述Ｐ１２）

　新たに肥満治療を目的とした食種２種を立ち上げた。スリーブ術では、
術後の管理や支援の内容により減量効果に差が生じることから、入院中
から体重減少につなげることを目的としたスリーブ食を新設し提供。さら
に、肥満のみならず、リフィーディング症候群や食欲不振にも対応可能な
食種として、エネルギー調整食を新設した。

　パス適用率は、前年度と比べて３．３P増の６９．５％であり、また平均在
院日数は前年度と比べて０．３日減の１１．５日となった。

　令和８年３月にクリニカルパス研修会を開催し、Ｗｅｂでの後日視聴を含
め、２４名が参加した。

設立団体の長（知事）の評価

　クリニカルパス活用・推進のため、ＤＰＣ分析ソフト「ヒラソル」を活用し
て、各診療科の疾患・手術・処置等に関する、特定病院群とのベンチマー
クデータの提供を行い、２７診療科に対し、８３件のパス提案と作成支援
を実施し、新規パス４０件と既存パス更新３件を承認した。

業務実績及び県立病院機構の自己評価

　摂食嚥下障害に対する対応充実のため、高カロリー粥を食形態調整食
にも導入し、摂取量の向上に努めた。また、患者ごとに食形態へのきめ
細かな対応が求められる中、従来はゼリー食に限定されていたゼリー粥
について、食種に関わらず提供可能な体制を整備した。

　中央病院・北病院の病院間連携について、令和７年度は１１０件の連携
があった。うち２４件が自殺企図であった。
　中央病院の精神科では、身体診療の中で起こる様々な精神科疾患に
対して、精神科医等が共同して治療（精神科リエゾン）を行っており、令和
２年４月からリエゾン回診に公認心理士が加わった。延べ回診患者数
は、前年度と比べて２２．０％増の１，１０２人、入院精神療法の加算件数
は、前年度と比べて２５．１％減の６２１件であった。また、令和３年度から
「せん妄ハイリスク患者ケア加算」を開始した。

　県などの要請を受け、高度救命救急センターの患者のうち、精神科医
療が必要な患者に対応するため、精神身体合併症病棟を令和元年１１
月に開棟した。令和７年度の患者数は、前年度と比べて５０．０％減の２０
名であった。（前述Ｐ８）

　NST回診件数は年々増加しており、今年度は５５４件（前年度比１．２４
倍）であった。そのうち５１３件（前年度比１．３倍）について算定を行った。

　精神科医療が必要な患者に対して、中病と北病の連携を進めており、
令和６年度は中病から北病に１３名の患者を、北病から中病に23名の患
者を緊急搬送した。また、中病・北病の患者の相互予約状況は、48件で
あった。（前述Ｐ８）

　外来栄養食事指導は２，３７１件（前年度比１．２３倍）、入院栄養食事
指導は１，６７３件（前年度比１．３８倍）であった。入院栄養食事指導で
は、糖尿病食および心臓食の指導件数が増加した。外来では、肥満食、
低栄養、心臓食に関する指導件数の増加が認められた。
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　微生物検査科において土曜日勤務を開始し、感
染症治療への早期介入、在院日数の短縮を図る。

　中央病院の医師が北病院に入院中の患者に対し
て、週１回の回診を行うことで、患者サービスの
向上を図る。

中　期　計　画 年　度　計　画

　思春期に特有な精神疾患の治療について、山梨
県内唯一の児童思春期病棟を有する病院として、
より高度で専門的な医療を関係機関と連携して提
供する。（再掲）
　措置入院や指定入院などから退院し、地域で生
活する全ての重症患者に対して、関係機関と連携
し、クライシスプランを作成することにより、多
職種治療チームによるデイケアなどの通院治療や
訪問看護ステーションなどによる包括的な医療を
提供し、地域社会への適応を促進する（再掲）

　アルコール依存症への治療プログラムを継続す
るとともに、自助グループの協力により、当院内
にピア相談員を配置し、強力で実行力の高い
SBIRTS（ｴｽﾊﾞｰﾂ：早期に無理なく、アルコール依
存症の治療を進めるための手順）を実施する。ま
た、ゲーム依存症については特に専門的な治療を
継続する。さらに、関係機関との連携を強化しな
がら、依存対象に応じた医療を提供する体制を強
化し、社会復帰の促進を図る（再掲）。

　北病院においては、公益社団法人全国自治体病
院協議会の医療の質の評価・公表等推進事業に参
加し、得られたデータをもとに課題等の解決に取
り組み、医療の質の向上を図る。
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　検査部では、令和６年１月にISO15189：02012の更新認定となり、令和６
年１１月にISO15189：2022への移行審査を受審し、認定された（有効期
限：令和６年２月１日～令和１０年１月３１日）。今後も認定維持に努めて
いく。

　摂食嚥下チームによる摂食嚥下機能に関する評価や助言、誤嚥予防
対策を行っている。多職種連携の上、嚥下外来、嚥下ラウンド、摂食機能
療法、嚥下カンファレンスを実施しており、嚥下外来の件数については令
和７年度は１９７件（前年度比２４％減）であった。
　増床した無菌室を有効に活用し、白血病等の無菌状態での薬物療法
が必要な患者を受け入れている。
　令和７年度の無菌治療室管理加算の算定件数は、前年度と比べて３１
３件減の３６７件（令和６年度６８０件）であった。

業務実績及び県立病院機構の自己評価

　北病院では、平成３１年３月、山梨県から「アルコール健康障害に係る
専門医療機関」に選定されるとともに、令和２年３月、山梨県から「依存症
治療拠点機関（アルコール健康障害）」として選定された。アルコール依
存症患者数は、前年度と比べて３．４％増の１５２人であった（前述Ｐ１
９）。

設立団体の長（知事）の評価

　平成２８年度から低侵襲手術支援ロボットであるda Vinci Xi、令和５年
度からHUGO RASシステムを導入している。なお、令和６年度末累計で、
子宮手術を１，３１８例、前立腺がん手術を４６４例、胃手術を２５７例、大
腸がん手術１７９件等を実施した。（前述Ｐ１０）
　早期からの途切れのないリハビリ医療の実施を目的として、令和３年４
月から、通年で土曜日及び祝日におけるリハビリテーションを実施してい
る(前述Ｐ１２）。

  ゲノム検査科ではがん遺伝子パネル検査（GenMaineTOP、
FoundationOne等）を積極的に行った。またプロトコール見直しによるコス
ト削減に努め、令和７年２月に次世代シーケンサーGenexusDxが導入さ
れ、新規検査項目の内製化の準備を進めている。

　北病院では、県内医療ネットワーク体制の中で唯一の児童思春期病棟
を持つ病院として、看護師配置を１０：１と手厚くし、専従のコメディカルを
配置するなど、病院の機能強化を図っている。また、増加傾向にある児
童・思春期患者に対応するため、児童思春期の初診時の診断及び治療
を標準化し、児童思春期専門医による指導体制を確立することで、より高
度で専門的な診療を実施している（前述Ｐ１６）。
　地域社会への適応を促進するため、平成３１年４月に訪問看護ステー
ションを開設し、退院後に地域で生活する重症通院患者を継続的に支援
している。令和７年度は、前年度と比べて０．１％減の延べ３，３７３人へ
の訪問を実施した（前述Ｐ１８）。

（北病院）

　高精度な放射線治療を行う治療装置（リニアック）を活用し、強度変調
放射線治療１９４人（令和６年度１３３人）、体幹部定位放射線治療８４人
（令和６年度１０４人）などの高精度放射線治療を含め治療件数６４５件
（令和６年度５８０件）を積極的に進めている。
　令和５年３月に「がんゲノム医療拠点病院」に指定された。令和７年度
は、中央病院のパネル会議では１５６症例について検討した(前述Ｐ１

　議事録作成・カンファレンス要約・知識習得・看護計画立案を行う際に
生成AIを活用することにより、業務が効率化し、情報整理の質が向上し
た。これにより間接看護の時間が短縮され、直接看護に多くの時間を費
やすことができるようになった。
　令和５年度からは、医師を含む多職種間における診療目標の明確化と
的確な情報共有を図り、診療の効率化を推進するため、看護計画等の記
録に用いる用語の標準化が実現できる「Health Care books」を適正に運
用するための専従の看護師を引き続き配置し、用語マスターを活用して
いる。
　令和３年２月から、手術室看護師が入退院センターと連携し術中、術後
に起こりうるリスクをアセスメントし、合併症予防、不安軽減、回復促進を
図る目的で術前外来を開始した。令和7年度の実績は、３８７件であった。
　当院の救急外来を受診した患者さんを診療し、入院医療の提供が適当
と判断された場合に、他の医療機関での入院医療を提供することを目的
として、医療従事者が同乗の上、患者搬送を行った場合に算定できる『救
急患者連携搬送料』を、令和６年１２月から算定開始した。令和７年度の
算定件数は、前年度と比べて２４件増の３０件（令和６年度６件）であっ
　尿道カテーテル抜去後の患者に対し、排尿機能評価や訓練・生活指
導、薬物療法等を組み合わせた包括的ケアで排尿自立を支援することを
目的として、排尿ケアチームと病棟スタッフが連携して評価・指導を行っ
た場合に算定できる『排尿自立支援加算』『外来排尿自立指導料』を、令
和７年８月に届出した。令和７年度の算定件数は、合計２５０件であった。
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 ②　質の高い看護の提供  ②質の高い看護の提供
・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

中　期　計　画 年　度　計　画

　ＩＣＴを活用した業務効率化により、患者ケアの
時間をより確保するとともに、患者の症状に応じた
きめ細やかで質の高い看護を提供し、患者にとって
良好な療養環境を確保する。
 山梨県の高齢化の状況を踏まえ、高齢者総合的機能
評価を活用して高齢者の日常生活動作を支援し、フ
レイル予防に努める。
 また、正規看護師及び新卒看護師の離職率を全国平
均以下とするため、ヘルシーワークプレイス（健康
で安全な職場）などを推進し、看護師の確保及び定
着に取り組む。さらに、専門看護師・認定看護師・
特定看護師を中心とした看護実践力の向上に努める
とともに、看護に必要な能力及びマネジメント力を
段階的に評価する仕組みや配置の選定を通じた看護
師の能力向上に努める。

　電子カルテのeXchart 機能を活用した情報の集
約化を図ることで、ベッドサイドでのケア・時間
を充実させる。
　看護師採用試験の複数回実施により、必要な看
護師の確保を図るとともに、適切な人事管理や運
用病床の運営、業務改善を行い、急性期一般入院
料を継続するなど、高度急性期病院としての看護
ケアの提供を充実させる。
　看護師用 e-learning システム（ナーシングス
キル、SQUE 院内研修）を活用して、タイムリー
な知識や技術の向上を図る。
　病院機能を強化するため、情報管理、クリニカ
ルパスに係る専従の看護師を引き続き配置する。
　看護師の人材育成、教育を行うため、県立中央
病院と県立北病院との連携の強化、相互研修の推
進を図る。

　県立中央病院では、複雑な病態を持つ急性期の
患者に対し、看護師の配置を７対１とすること
で、高度な医療と質の高い看護の提供を行う。
　夜間における看護サービスの向上及び看護業務
の負担軽減を図るため、看護夜間配置１２対１を
維持できるように取り組む。なお、令和６年度
は、一般病棟で一部実践している５人夜勤を導入
する。
　働き続けられる組織を構築するためキャリアラ
ダーを活用し、看護師が自身のキャリアを自らデ
ザインして成長・発展できるよう支援する。
　ベテランの看護職員を新人看護師のサポート役
として専従配置し、臨床現場で新人看護師の技術
支援や相談に親身に対応し、職場適応を支援す
る。
　新任看護師は「人間関係構築」のため宿泊研
修、副看護師長は「看護マネジメント力強化」の
ため院外研修を実施する。
　看護の質向上のために、看護補助者との協働に
よる看護師の専門性の発揮を目的として作成し
た、看護補助者のクリニカルラダーを活用し、看
護補助者の基本的師姿勢や周辺業務、直接看護業
務のスキルアップを目指す。
　専門的知識・技術を要する看護師として、認定
看護師及び特定看護師を計画的に育成する。
　看護師特定行為研修指定研修機関として、医師
の判断を待たず、手順書により一定の診療の補助
を行う看護師を養成する。また、研修修了看護師
の活動支援体制を強化し、医師とのタスクシェア
を促進する。
　患者が安心して在宅で治療を継続し、安定した
日常生活を送れるよう退院前・退院後訪問の基準
を作成し、訪問看護師との連携を強化する。

　フレイル予防として、外来時から日常生活能
力、認知能力、意欲など総合的な評価を踏まえた
入退院支援を行う。
　高齢者看護の充実を図り、転倒・転落予防、摂
食嚥下の適切なケアを提供するため、計画的な看
護研修の受講を促しスキルの向上を図る。
　退院促進のために、患者が自分の病気を理解し
退院後も必要な医療や看護を受けながらどこで療
養することが望ましいのか、意思決定支援につい
て、退院支援情報シートを活用し、きめ細やかな
アウトリーチ支援を行う。
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(17)質の高い看護の提供 (17)質の高い看護の提供

【実績（定量的な業績指標）】 【特記事項】

【実績（その他の取組状況）】

・

・

・

・

・

・

・

・

・

Ｓ
当該事業年度における中期計
画の実施状況が特に優れてい
る。

　患者の症状に応じた、きめ細やかで
質の高い看護を提供するため、看護職
員の積極的な採用、看護師の階層別研
修によるキャリアアップ支援、認定看
護師・専門看護師・特定看護師等の計
画的な人材育成、夜間看護補助業務ア
ルバイトの採用などに取り組み、離職
率が低い水準を維持するなど成果を上
げていることは評価する。

当該事業年度における中期計画の実施状況が特に優れている。

業務実績及び県立病院機構の自己評価

評　価

設立団体の長（知事）の評価

評価S

　議事録作成・カンファレンス要約・知識習得・看護計画立案を行う際に
生成AIを活用することにより、業務が効率化し、情報整理の質が向上し
た。これにより間接看護の時間が短縮され、直接看護に多くの時間を費
やすことができるようになった。（前述Ｐ２３）
　令和５年度からは、医師を含む多職種間における診療目標の明確化と
的確な情報共有を図り、診療の効率化を推進するため、看護計画等の記
録に用いる用語の標準化が実現できる「Health Care books」を適正に運
用するための専従の看護師を引き続き配置し、用語マスターを活用して
いる。（前述Ｐ２３）
　病院機能を強化するため、情報管理（担当２名）、クリニカルパス（担当
１名）、感染対策（２名）、医療安全（2名）に係る専従看護師を継続的に配
置している。
　中央病院では、夜間における看護サービスの向上及び看護業務の負
担軽減を図るため、令和２年８月から看護職員夜間配置を１６対１から１
２対１に引き上げている。更に、令和３年８月から夜間１００対１急性期看
護補助体制を導入するとともに、「夜間看護体制加算」を取得した。また、
手術室では看護補助者２名が１１診療科の約２３種類の術式に対して器
械展開が可能になり、看護師のタスクシフトに繋がっている。
　令和７年度は、一般病棟における夜間の看護業務（患者搬送、看護用
具の洗浄や片付け）の軽減を図るため、夜間看護補助業務のアルバイト
を募集し、１８名を採用した。

　看護師採用試験を年２回実施した。令和７年度採用者数は、前年度と
比べて１３．９％減の６８人であった。

　看護師の負担軽減、時間内就業の実現、パートナーシップ・ナーシン
グ・システムの導入などの取り組みにより、急性期一般入院料１（旧７対１
看護体制）の継続に努めた。また、時間外勤務時間は、前年度と比べて
７．３５％削減できた。

　夜勤・交代制勤務に関するガイドラインに沿って夜勤時間の短縮、勤務
と勤務の間を１１時間以上は空ける等、ヘルシーワークプレイス（健康で
安全な職場環境）に基づいた勤務体制を取っている。
　看護者の能力(看護の核となる実践能力､自己教育研究能力､組織的役
割遂行能力)を､ラダー(梯子)のように設定し､看護師の専門的な能力の
発達や開発､看護実践能力に加えて､看護管理者やスペシャリストなど、
キャリアを段階的に発展させるキャリアラダーによるキャリアアップ支援
に取り組んでいる。
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・

・

　令和４年に導入した看護管理者の育成の指標で
あるマネジメントラダーを活用して、病院看護管
理者の計画的かつ段階的な育成を図る。
看護職員と看護補助者との業務分担・協働に関す
る研修会等により、看護補助者の活用を促進す
る。
　ＷＯＲ（Walk-in Operating Room）の導入に伴
い外来手術（日帰り手術）を推進する他、外来患
者の重症化を予防するため、看護外来における相
談を強化する。

中　期　計　画 年　度　計　画
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・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

設立団体の長（知事）の評価

看護ケアの構造化を図り、意思決定支援カンファレンス４２４件（+４３
件）、身体拘束率２．６％（-４．７％）、重症化予防ラウンド介入件数１，３
７２件（前年比+１，２１３件）の実績となった。

看護管理者の育成指標でもあるマネジメントラダーを意識し、計画的な研
修を実施。看護師長・副看護師長を対象に計１６回実施している。副看護
師長の研修は院外で行っており、全ての研修に北病院とあけぼの医療セ
ンターの看護管理者も参加し交流を図っている。

業務実績及び県立病院機構の自己評価

　令和７年度の専門教育としては、認定看護師５人（感染管理：１人、クリ
ティカルケア：１人、摂食嚥下障害看護：１人、皮膚・排泄ケア：１人、新生
児集中ケア：１人）が合格した。資格を取得しやすい環境を整え計画的に
人材育成をしてきたことで院内外において活躍の場が拡大した。
　入院基本料の算定要件である「重症度・医療・看護必要度」を適正に評
価できる人材を育成するため、令和７年８月に看護必要度評価者及び院
内指導者研修会を開催し、３４人が受講し、３１人が合格した。
　看護師の確保及び定着を図るため、看護職員就職支度金貸与制度を
導入している。使途については、救急・急性期医療を提供する中央病院
近傍への転居費用などに限定し貸与している。

　平成２９年度から看護職員人材育成アドバイザーを設置し、看護師養
成機関との就職に関する窓口として役割を担うとともに、就職活動や新
人看護師の様々な相談に親身に対応することにより、看護職員の採用の
拡大、離職の低減を図っている。令和３年度からはホームページ上で病
院内部を紹介する動画を作成し、各部署で働く看護師が具体的に業務内
容を説明するなど、人材確保に努めている。

　中央病院では、国・県の補助を受け、医師の判断を待たず、手順書によ
り一定の診療の補助を行う看護師の特定行為研修（クリティカルケアコー
ス、感染コース）を実施しており、中央病院看護師１人が修了した。

各キャリアラダー別に集合研修として、「高齢者看護」・「急性期看護」・
「がん看護」を実施した。また、全職員を対象に新たな研修として「ナイチ
ンゲール看護論」を行い、看護の価値を探求し専門性を発揮できる看護
師の育成に取り組んでいる。

　新人看護研修は、講義、演習、シミュレーション教育を組み込んで、少
人数のグループ単位で実施している。

　特定行為研修を修了した看護師が、医師が外来診察中や手術中、また
夜間・休日などに、医師の判断を待たず手順書に準じた一定の診療行為
を行い始めており、医師のタスクシフト・タスクシェアに繋がっている。令
和７年度は、２５名の特定行為研修終了看護師が各部署において、５３３
件の特定行為が実施された（令和４年度は実績なし）。
　また、特定看護師を中心に認定看護師・専門看護師による「重症化予
防チーム」の活動は２年目を迎え、院内ラウンドをを週３回に拡大してい
る。対応件数は１，３５２件となり、１５９要請後の死亡率（R５:５２％，R７:４
８％）低下に寄与している。

　中央病院の患者が安心して在宅で治療を継続し、安定した日常生活を
送れるように、令和４年４月から退院前訪問を実施している。令和7年度
の実績は１２件であった。

　令和７年に山梨県看護協会が開催する認知症看護研修に看護師３人
が受講した。

　新人看護師の良好な人間関係の構築、リフレクション研修で連帯感の
向上を図るため、令和７年５月に専門の外部講師による１泊２日の宿泊
研修を実施し、７９人の看護師が参加した。なお、令和５年度から「新人
看護職員から見た指導者の評価」を開始した。
　また、主任看護師を対象に昨年度より引き続き「キャリアデザイン研修」
を実施した。令和７年８月に、北病院・あけぼの医療福祉センターからも
参集し、６回の開催に１７４名が参加した。
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 ③　病院施設の修繕、医療機器等の整備  ③病院施設の修繕、医療機器等の整備

中　期　計　画 年　度　計　画

　病院施設の改築、修繕及び各種医療機器の更新・
整備については、病院機能の維持及び強化の観点か
ら計画的に行い、地域の医療需要を踏まえた質の高
い医療の提供に努める。
　また、病院施設、医療機器等の整備に当たって
は、ベンチマークを活用した適正価格の把握に努め
るほか、整備の効果、時期、技術革新などを考慮し
行う。

　中期計画で定めた高額医療機器の整備にあた
り、ベンチマークを活用して、機能・性能と整
備・ランニングコストに係る費用のバランスを考
慮して機種の選定を行う。また、病院施設の修
理・改善を計画的に行い、その機能の維持・強化
を図る。

―　51　―



(18)病院施設の修繕、医療機器等の整備 (18)病院施設の修繕、医療機器等の整備

・ 【特記事項】

　

・

・

・

設立団体の長（知事）の評価業務実績及び県立病院機構の自己評価

　病院施設の機能維持のための修繕は年間１，３００件以上であり、修繕
が必要な際は、診療に影響がないよう迅速に対応している。

評　価

　医療機器等の整備にあたって、従前、過去の同等品の値引率を参考に
購入していたが、令和２年度からベンチマークを導入し、他院の購入価を
参考に価格交渉を行い、安価に購入している。
　救急患者の早期診断と治療を同時並行で行える手術台とＸ線血管撮影
装置を組み合せた手術室（ＨＥＯＲ・Hybrid Emergency Operating Room）
及び治療しながら放射線診断画像が撮影できる２ルーム式Ｘ線CT装置
室を１階高度救命救急センター内へ拡張工事を終え令和７年３月に稼働
している。
　これに伴い、高度救命救急センター内の初療室について、感染症患者
への対応強化を図るるため、従来のオープンスペースから、必要に応じ
て個室化が可能な構造へ変更し、間仕切りとして可動式扉を設置し、患
者動線及び感染対策の向上を図るため改修工事を実施し、令和７年６月
末に完成し運用を開始している。（前述Ｐ８）

当該事業年度における中期計画の実施状況が優れている。

  １６０万円以上の器械備品を購入する際は、金額、必要性、効果等を総
合的に判断するため、器械備品管理委員会に諮り購入の是非について
決定している。また、１０万円以上の器械備品についても委員長の承認を
得ることとしている。

評価 ＡＡ
当該事業年度における中期計
画の実施状況が優れている。

　高額医療機器の整備において、器械
備品管理委員会に諮るとともに、ベン
チマークを導入するなど、必要性や機
能・性能、費用対効果を考慮して機種
の選定、購入が行われていることは評
価する。
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中　期　計　画 年　度　計　画
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・

・

業務実績及び県立病院機構の自己評価

　北病院では、令和４年５月から、保護室を増床したことにより、自傷、他
傷の恐れのある対応困難な患者などの増加に対応した安定的な受け入
れが可能となり、患者の病状に応じた治療環境のもとで円滑な急性期治
療を行っている（前述Ｐ１６）。

設立団体の長（知事）の評価

　ＭＲＩ更新を行い、令和７年９月から運用開始されたことにより、撮影の
高速化、高画質データの提供、検査受け入れの拡充が実現された。な
お、令和７年度の実績としては、ＭＲＩが７，２５１件（令和６年度７，０９７
件）、ＣＴが３２，７０２件（令和６年度実績３２，８０６件）となった。
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県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

１　医療の提供

(3)県民に信頼される医療の提供

１　医療の提供
(3)県民に信頼される医療の提供

(3)県民に信頼される医療の提供 (3)県民に信頼される医療の提供

 ①医療安全・感染症対策の推進  ①医療安全対策の推進
 ア　リスクマネージャーの活用 ア　リスクマネージャーの活用

・

・

・

・

　専従のリスクマネージャーを配置した医療安全
管理室の機能を活かして、医療安全に関する情報
の収集や分析を行うとともに、各部門のリスク管
理責任者への研修など医療安全教育を徹底する。

  専従のリスクマネージャーを配置した医療安全
管理室の機能を活かして、医療安全に関する情報
の収集や分析を行うとともに、各部門のリスク管
理責任者への研修など医療安全教育を徹底する。

中
期
目
標

  県民及び患者の視点に立ち、県民の健康と生命を守る本県の基幹病院として、信頼される医療を提供す
ること。
　特に、患者の権利に最大限配慮し、患者サービスの向上に努めるとともに、医療安全・院内感染対策、
医療倫理の確立及び医薬品の適正管理に努めること。
　また、デジタル技術の活用に当たっては、近年サイバー攻撃が増加していることなどから個人情報保護
や病院の危機管理の観点から情報セキュリティ対策を徹底及び強化すること。

　医療の専門化・高度化が進む中で、医療安全・感
染症対策を徹底するとともに、患者・家族の理解を
得るために、疾病や診療に関する十分な説明を行う
など、県民に信頼される医療の提供に努める。

中　期　計　画 年　度　計　画

　職員に対する医療安全教育の一層の向上を図る
ため、チームワーク向上を目的とした研修会の開
催など、新たな研修を実施する。
　全職員を対象に医療安全情報を年間を通じて発
信する。

　日本医療機能評価機構「医療安全文化調査活用
支援プログラム」を活用し、他院とのベンチマー
ク分析を行うことで、院内職員および職域の医療
安全に関する意識向上の推進を図る。
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(19)医療安全・感染症対策の推進 (19)医療安全・感染症対策の推進

・ 【特記事項】

・

・

・

・

業務実績及び県立病院機構の自己評価 設立団体の長（知事）の評価

評　価 S 当該事業年度における中期計画の実施状況が特に優れている。 評価

　医療安全管理室によるミーティング
や委員会を継続して実施するととも
に、現場指導回数が増加していること
は評価する。
　医療安全研修会について、全職員が
受講することを期待するとともに、医
療の安全確保は最重要課題であり、誤
投薬ゼロ、転倒転落ゼロ、ドレーン・
チューブインシデントゼロ、治療措置
等インシデントゼロを目指し、不断の
努力を期待する。

Ｓ
当該事業年度における中期計
画の実施状況が特に優れてい
る。

　医療安全管理室において、週１回の医療安全管理室ミーティングの開
催、月１回の医療安全委員会等の開催、週１回程度の医療安全現場指導
を実施した。また、平成３１年度から、医療安全管理室に専従の看護師を
２名に増員し、医療安全の更なる強化を図っている。

　中央病院では、平成２８年度から、院内救急対応として、救急科と認定
看護師、医師が共同し、心肺蘇生法（ＢＬＳ）教育を実施している。また、平
成３０年度からは、コメディカルや事務職員に対してもＢＬＳ研修を実施し
ている。令和７年度は７回開催し、１７７名が参加した。
　中央病院では、全部署のラウンドに加え平成２９年度に発生した異型輸
血医療事故及び薬剤紛失事案を受け、再発防止対策の実践状況確認・
評価を適宜行っている。また、１Ｃの初療にリリーフに出る看護師、救急外
来看護師及び研修医を中心に２～３か月に１回、救命救急医師と共にシ
ミュレーション研修を実施し、令和７度は４回６１名が参加した。

　全職員が必ず年に２回医療安全研修会へ参加できるようe-learningによ
る研修を併用した。令和７年度の中央病院における医療安全研修受講率
は100％であった。

　医療安全管理対策室ミーティングなどで、インシデントレベルの高いレ
ポート、レベルが高くなる可能性のあるレポート、連続して起きているイン
シデント等を検討・分析し、対応している。
【主な実施内容】
（中央病院) ・患者誤認防止のための入院時・救急外来診療時ネームバ
                 ンド装着
               ・患者確認時、フルネームと生年月日の２つの情報で確認
　　　　　　　 ・医療事故該当性チェックシート、ＣＴ/ＭＲＩ読影チェック、
　　　　　　　　病理検査未確認状況の確認
　　　　　　　 ・院内迅速対応システムＲRＳ(Ｒapid Ｒesponse Ｓystem）の実
　　　　　　　　施
　　　　　　 　・多職種での症例検討会やカンファレンスの実施
               ・病棟ラウンドを実施し、患者の個別性に合わせた転倒転落防
　　　　　　　 止対策の検討と実施
（北病院）　 ・虐待防止体制の構築に向け、組織体制の自己評価および
                 全職員を対象とした意識調査を実施。現状の課題を抽出す
                 るとともに、啓発研修を通じて職員の意識向上を図った。
　　　　　　 　・診療記録の更なる質向上を推進するため、『診療情報の管
                  理及び活用に関するガイドライン』の周知を徹底するととも
                 に、 カルテに関する意見箱への投稿に対し、個別フィード
　　　　　　　　バックを適宜実施した。
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 イ　院内感染への対策 イ　院内感染への対策
・

・

・

・

・

　院内に設置された感染症対策の部門及び委員会
が連携して院内感染の防止に取り組むとともに、
職員の感染防止対策のため、ワクチンの接種等を
行う。

中　期　計　画 年　度　計　画

　院内に設置された感染症対策の部門及び委員会
が連携して院内感染の防止に取り組むとともに、
各部門のリスク管理責任者への研修など医療安全
教育を徹底する。

　厚生労働省や感染学会等が行う感染サーベイランス
に参加し、他院とのベンチマーク分析を行うことで当院
における感染対策の質の向上を行う。
　院内感染防止のため、来院者の体温測定、待合
席の整理、アクリル板の設置、施設外診療用のプ
レハブの設置等必要な環境整備を行う（再掲）。

　入院患者を含む来院者全員のマスク着用を継続
するとともに、流行状況に応じて入院予定患者の
入院前ＰＣＲ検査、付き添い家族へのＰＣＲ検査
を行う。緊急入院の患者については、ＰＣＲ検査
の結果が判明するまでは必ず個室に入院させる
（再掲）
　職員の院内感染防止のため、流行状況に応じて
新規採用職員、異動職員及び新規委託業者を対象
にＰＣＲ検査を行う。また、職員及び委託業者全
員が毎日体温測定を行い、発熱状況及び体調のモ
ニタリングを行う（再掲）。
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・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

　輸血マニュアルは、インシデント対策として医療安全管理室と連携して改
訂した。また、院内輸血監査についても輸血委員会メンバーと医療安全管
理室で定期的に実施した。

　感染対策向上加算Ⅰの算定要件となっている相互評価について、令和
７年７月に市立甲府病院、令和８年１月に沖縄県立中部病院の評価を受
けた。（前述Ｐ１４）
　 MEセンターにおいて、在宅人工呼吸器導入患者への機器説明業務(R７
は３２件）、手術室のWatchman手術における操作及び外回業務（R７は１０
件）、TAVI手術におけるカテーテル内装業務及びラボ操作業務(R７は１６
件）を新規事業として運用を開始した。

設立団体の長（知事）の評価業務実績及び県立病院機構の自己評価

　令和7年度、院内全体で”誤投薬ゼロ”、”転倒転落レベル３ｂ以上ゼロ”
に向けて取り組み、各部署で発生したインシデントレベル２以上の推移を
毎月グラフ化し、病院会議や師長会議等を通じて共有した。ﾚﾍﾞﾙ３以上の
ｲﾝｼﾃﾞﾝﾄ件数は誤投薬１０件（前年比７件増）、転倒転落１６件（前年比１
件減）であった。

　医療安全情報については、医療安全委員会、セーフティマネージャー会
議、インフォメーションにより全職員に周知している。

　令和４年度から院内委託事業者を対象にB型肝炎ワクチン接種を実施し
ている。令和７年度の対象者は１名であった。

　全職員が必ず年に２回医療安全研修へ参加できるようe-learningによる
研修を併用した（前述Ｐ２８）。また、医療安全研修及び感染管理研修につ
いては、講義を聴講し、テストに合格することによって、研修１回参加とし
た。

　中央病院では、医療機器の安全使用のため、臨床工学技士が講師とな
り職員を対象とした研修を実施した。

　中央病院では、職員の感染防止対策として、新規採用者に対してC型肝
炎とウイルス４抗体検査及び結核感染診断のためのQTF検査と抗体価不
明者に対して抗体検査を、令和７年度の新規採用者２０４人に実施した。
また、年１回実施している結核ハイリスクの対象職員１３４人にQFT検査を
実施した。ワクチンの接種についても必要な職員への接種推奨を行い、延
べ１７６件に対して接種を行った。
　北病院では、新規採用者等に対しB型肝炎とウイルス４抗体検査及び結
核感染診断を実施し、令和7年度は対象者８名に対し必要なワクチン接種
を行った。

　中央病院では、インフルエンザが院内に勤務する職員に蔓延した際、病
院運営に影響が生じることから、委託事務員を含む院内の全職員を対象
とした予防接種を実施している。なお、費用については、職員が院内感染
源となることを防ぐ観点などから、病院職員については、全額を病院負
担、委託業者の職員については、一般の半額程度で実施している。令和７
年度も９月下旬より職員と委託事業者に対するワクチン接種を実施した。

　中央病院では、１０月１５日をはさむ１週間を病院の医療安全週間と定
め、過去の医療事故を風化させないための取り組みを行っている。令和７
年度も、院外からでも研修に参加できるようにZOOMを使ったハイブリッド
方式で開催し、５８５名が参加した。医療安全研修は全部で２１研修を開催
し、合計６，６９６名が参加（複数）した。
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・

・

 ウ　情報の共有化 ウ　情報の共有化

・

・

 エ　医療事故発生時の対応 エ　医療事故発生時の対応
・

・

・

・

・

中　期　計　画

　転倒転落防止のための回避行動を患者さんやご
家族にわかるように表示するなど、転倒転落予防
のための看護計画を作成し介入する。
　高齢者が安心して入院生活が送れるように、せ
ん妄予防に取り組む。

  チーム医療を推進する中で、より確かな医療安
全対策を講じるため、医療従事者間における医療
関係情報の共有化を図る。

　チーム医療を推進する中で、より確かな医療安
全対策を講じるため、医療従事者間における医療
関係情報の共有化を図る。

カ　放射線業務従事者の安全対策

年　度　計　画

　全職員を対象に医療安全情報の注意喚起に係る
インフォメーションの閲覧状況を把握し評価す
る。

　院内で感染が確認された際は、速やかに必要な
職員、職員家族、患者、外部業者に対して、ＰＣ
Ｒ・高感度抗原検査を行い、二次感染を防止する
（再掲）。
　感染対策に関する職員の意識の醸成を図るた
め、体験型の研修会や全職員に対する「感染対策
チェックテスト」等を実施する。

　電離放射線障害防止規則の改正に伴う安全対策
の啓蒙及びフィルムバッチの装着率向上に努め
る。

　医療事故発生時には、事故調査委員会を設置
し、速やかに関係法令及び医療安全対策マニュア
ルに基づいた適切な対応を行う。

　医療事故発生時には、事故調査委員会を設置
し、速やかに関係法令及び医療安全対策マニュア
ルに基づいた適切な対応を行う。

オ　トレーサビリティシステムの運用
　手術に利用する鋼製小物の適切な管理を行うこ
とを目的としたトレーサビリティシステムについ
て、令和７年１０月の稼働予定を目指す。

キ　その他
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・

・

・

・

【新型コロナウイルス感染症】
・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

　新型コロナウイルスワクチンに係る基本型接種施設としてワクチンの適
正管理を行うとともに、職員に対するワクチン集団接種について、令和６
年度は３０３人に接種した。令和７年度は４５６人接種した。（前述Ｐ１５）

　令和２年度から、医師、看護師、コメディカルを対象としたセーフティーマ
ネージャー会議を毎月１回（奇数月：医師、偶数月：看護師・コメディカル）
開催している。

業務実績及び県立病院機構の自己評価

　転倒転落防止のための回避行動を患者さんやご家族・医療スタッフにわ
かりやすく表示するなど、転倒転落予防のための看護計画を作成し介入し
ている。また、転倒転落防止検討部会や医療安全管理室専従スタッフが
病棟をラウンドし個別性のある看護計画であるか部署とカンファレンスを
行い、患者の転倒転落防止につなげている。

設立団体の長（知事）の評価

　令和７年度の放射線部の医療安全の取り組みとして、転倒転落防止とと
もに医療安全標語の募集・投票を行い、最高評価の「思い込み　１番危険
その自信」を各検査室・撮影室に掲示し医療安全への取り組みを強化して
いる。

　医療安全情報の注意喚起に係るインフォメーションについては、医療安
全委員会、セーフティーマネージャ会議や院内インフォメーションを通じて
全職員に回覧した。また、閲覧者にはサインを求め、閲覧状況を把握して
いる。

　令和7年度、院内全体で”誤投薬ゼロ”、”転倒転落レベル３ｂ以上ゼロ”
に向けて取り組み、各部署で発生したインシデントレベル２以上の推移を
毎月グラフ化し、病院会議や師長会議等を通じて共有した。ﾚﾍﾞﾙ３以上の
ｲﾝｼﾃﾞﾝﾄ件数は誤投薬１０件（前年比７件増）、転倒転落１６件（前年比１
件減）であった。

　全職員が必ず年に２回感染対策研修会へ参加できるようe-learningによ
る研修を併用し年１７回の研修会を開催した。　令和７年度の中央病院に
おける感染対策研修会受講率は１００％であった。

　全国の医療機関における感染症診療状況、感染対策への取組や構造、
医療関連感染の発生状況、主要な細菌や薬剤耐性菌の発生状況及びそ
れらによる血流感染の発生状況、抗菌薬の使用状況等に関する情報を集
約し活用するための感染対策連携共通プラットフォーム（J－SIPHE）に参
加し、医療関連感染の減少・抗菌薬適正使用に取り組んだ。
  ２０２３年にクロルヘキシジン(HCG)含有ドレッシング剤を導入し、中心ラ
イン血流感染症(CLABSI)の発生は令和７年度１２件と減少傾向にある。

　感染対策チェックテストを２回/年実施しており、延参加者は、前年度と比
べて９．２％増の１，６４９人であった。

　院内での針刺し・切創は４１件の発生があり、５名の職員が定期フォロー
の対象となっている。

　感染症治療への早期介入、在院日数の短縮を目的として、微生物検査
の土日勤務体制を整備した。なお、引き続きコロナ関連検査は２４時間体
制で対応しており、３種類のPCR検査機器（FilmArray、GeneXpert、Liat）と
コロナ抗原検査を組み合わせ、好感度で迅速な検査体制を構築してい
る。（前述Ｐ１４）

　ジェネラルセーフティーマネージャーが、インシデントレポートを集計・分
析し、医療安全委員会、病院会議、院内連絡会議等へ報告し、必要に応
じ各部署のラウンドや症例検討会及び、院内インフォメーションで周知し
た。

　異型輸血医療事故の再発防止策として、再発防止策をホームページで
公表するとともに、関係職員への周知のために、令和７年度は７月（e-
learning研修）と１１月に研修会を開催し、輸血に関する知識、管理方法の
周知を図った。
　手術に使用する鋼製器具のトレーサビリティシステムの導入について、
令和６年１０月にプロポーザルにより選定し、導入に向けてWGを立ち上
げ、運法方法等を協議し、令和７年１０月より運用を開始した。
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・

 ②医療倫理の確立  ②医療倫理の確立

 ③患者・家族との信頼・協力関係の構築  ③患者・家族との信頼・協力関係の構築

　患者の権利を尊重する医療倫理を確立するため、
新たな高度医療の導入に当たっては、高難度新規医
療技術適否決定部会で審査を行う。また、倫理委員
会の下部組織である臨床倫理コンサルテーション部
会等において、職員を対象とした倫理研修会を実施
する。
　北病院は、非同意治療を受けた入院患者に対し、
トラウマケアを目的とした心理的デブリーフィング
（心理療法による支援）を行い、併せて、外部評価
委員を交えた評価委員会を実施する。

　また、倫理的な課題を共有し、医療倫理に対する
意識を向上するため、職員を対象とした倫理研修会
を実施する。

中　期　計　画 年　度　計　画

　患者の権利を尊重する医療倫理を確立するため、
新たな高度医療の導入に当たっては、倫理委員会で
審査を行う。

　令和５年度より立ち上げた４つの部会活動（転
倒転落予防対策部会、生体情報モニターアラーム
管理部会、静脈血栓塞栓症予防部会、呼吸サポー
トチーム（RST)部会）に取り組む。

　疾病の特性・医療行為の内容と効果及び副作用・
リスクに関する十分な説明と同意に基づき、最適な
医療を提供する。
　また、医療行為等に関し、患者との見解の相違な
どが生じた場合には、担当医師等を中心として、真
摯にかつ適切な対応を図る。
　患者が安心して在宅療養へ移行できるよう退院前･
退院後訪問を強化する。

　疾病の特性・医療行為の内容と効果及び副作用・
リスクに関する十分な説明と同意に基づき、最適な
医療を提供する。
　また、医療行為等に関し、患者との見解の相違な
どが生じた場合には、担当医師等を中心として、真
摯にかつ適切な対応を図る。
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(20)医療倫理の確立 (20)医療倫理の確立

・ 【特記事項】

・

・

・

・

・

(21)患者・家族との信頼・協力関係の構築 (21)患者・家族との信頼・協力関係の構築

・ 【特記事項】

・

評　価 Ａ 当該事業年度における中期計画の実施状況が優れている。

　患者の権利及び子供の患者の権利を明文化し、全職員が患者の権利
及び子供の患者の権利を尊重するとともに、ホームページ、入院案内、院
内掲示により患者や家族への周知に努めている。

　倫理委員会で、院内で行われる医療行為及び医学の研究に関し、倫理
的、社会的観点から審査を行った。

設立団体の長（知事）の評価

評価 Ａ
当該事業年度における中期計
画の実施状況が優れている。

　人を対象とする生命科学・医学系研究を審査するため、「臨床研究・ゲノ
ム研究倫理審査委員会」を令和７年度は、６回（５月、７月、９月、１１月、１
月、３月）開催した。また、「迅速審査」として、新規審査を９７件、研究計画
変更等を８１件の計１７８件を行った。
　高難度新規医療技術を用いた医療を提供するに当たり、必要な事項を
定め、高難度新規医療技術を用いた医療の適正な提供を図ることを目的
として高難度新規医療技術適否決定部会を令和６年４月に設置した。な
お、高難度新規医療技術の提供の適否等について意見を述べる評価委
員会は、本院の倫理委員会が担う。

業務実績及び県立病院機構の自己評価

　患者の権利の明文化、職員の行動規
範としての倫理指針の策定、高難度新
規医療技術適否決定部会の設置など
様々な取り組みが行われたことは評価
する。
　臨床倫理コンサルテーションチーム
の更なる活動や、倫理委員会のより活
発な議論の促進を期待する。

当該事業年度における中期計画の実施状況が優れている。

　中央病院では、職員の行動規範として、職業倫理指針、臨床倫理指針、
医療行為に関する倫理指針を策定し、ホームページにより職員、患者、家
族へ周知している。

　患者支援センターにおいて、相談受
付や退院調整のための巡回相談を実施
することで、退院支援件数が大幅に増
加したことは評価する。
　患者が安心して在宅療養できるよ
う、退院後訪問について、件数増加へ
の更なる取り組みに期待する。

A評　価

　医師と患者との間に見解の相違などが生じた場合には、接遇の研修を
受講した職員が、病院側と患者側の間に立ち、円満な解決に向かうよう対
応している。
　中央病院の患者支援センターにおいて、患者相談の受け付けや、退院
調整のための巡回相談を担当看護師と連携して行うなど、患者や家族に
対して安心できるサポートを行っている。退院支援件数は、６，７０４人で前
年度に比べ２１．９％増加した。

　医療・ケアにかかわる倫理的問題について、医療・ケアチームを支援す
る活動を行うため、令和６年１月に臨床倫理コンサルテーションチームを
設置した。令和７年度は部会を１０回開催し事例検討を行っており、１２件
の相談に対し支援を行った。また令和８年２月２６日に日本臨床倫理学会
から講師を招き院内臨床倫理研修会を開催した。

評価 Ａ
当該事業年度における中期計
画の実施状況が優れている。
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 ④医薬品の安心、安全な提供  ④医薬品の安心、安全な提供
　医薬品の処方、投薬の安全性等の確保や適正管理
に努めるとともに、患者の持参薬管理、服薬指導を
更に推進し、薬剤管理指導回数の増加に努める。
　県立中央病院においては、薬剤師を含めた専門性
を活かしたチーム医療の推進に努める。また、退院
後も適切な薬物療法が継続できるよう、患者への説
明・指導に努める。

中　期　計　画 年　度　計　画

　県立中央病院の病棟への薬剤師の配置を推進し、
病棟薬剤業務の拡充を図るとともに、医薬品の処
方、投薬の安全性等の確保に努め、患者への服薬指
導をさらに推進する。また、薬剤管理のより一層の
強化を図る。
　中心静脈栄養剤の無菌調整について、平日の調製
を開始したことから、今後、休日の調製について検
討を行う。
　また、当院で使用したことのない医薬品を用いた
医療を提供するに当たっては、未承認新規医薬品等
適否決定部会で審査を行う。
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・

・

・

・

(22)医薬品の安心、安全な提供 (22)医薬品の安心、安全な提供

【実績（定量的な業績指標）】 【特記事項】
・

・

・

・

・

【実績（その他の取組状況）】
・

・

設立団体の長（知事）の評価

　令和４年４月から、集中治療領域において、特に重篤な状態の患者及び
その家族に対し、直接治療を行う医師や看護師等でなく他部署の職員が
相談担当者として介入支援した。令和７年度は、１９６件の支援を行った。

　入退院センターにおいて、令和元年度より全診療科を対象に入院などの
説明を実施している。令和７年度は７，７８６件実施した。

当該事業年度における中期計画の実施状況が特に優れている。 評価 Ｓ
当該事業年度における中期計
画の実施状況が特に優れてい
る。

　薬剤業務の充実を図るため、病棟薬剤師＊用語22を増員しており、薬剤師
の数はＨ２２と比較して３．２倍の５１人となった。

業務実績及び県立病院機構の自己評価

　病棟薬剤師を増員することで業務の充
実を図り、退院指導回数が増加したこと
は評価する。
　医薬品の安心、安全な提供は最重要課
題であり、誤投薬ゼロを目指したより一層
の努力を期待する。

　平成３１年１月から、患者さんやその家族が医療及び福祉に関する相談
を安心して行うことができ、その相談に対する適切なサポートを行うため、
患者相談窓口を１階ロビーに開設している。

評　価 S

　令和３年１１月から運用を開始した退院後訪問について、令和７年度は、
延べ２件訪問した。

　患者とのコミュニケーションを図りながら、処方薬の薬効や服薬方法等に
ついてわかりやすく説明し、患者が納得して服薬できるように服薬指導を
実施している。
　また、退院後も安心して薬剤が服用できるよう、退院に際して患者又は
その家族に必要な指導を行っている。

　持参薬管理の患者数は、前年度と比べて２．０％減の１３，１４４人、鑑別
件数は１．３％減の７８，３３９件となった。

　通院加療がんセンターで治療を行う患者に、治療薬の内容や副作用な
どの説明を実施した。説明者数は、前年度と比べて１０．６％減の６７８人、
説明回数は７．８％減の８００件となった。

　中央病院では持参薬の確認や投薬・注射状況を把握し、適正使用を推
進するため、病棟薬剤業務の充実を図り、令和元年度から、精神身体合
併症病棟を含む全１７病棟に専任薬剤師を配置している。病棟薬剤師は、
病棟薬剤業務以外にも入院服薬指導や退院時に入院中に使用した薬と
その薬に係る副作用発現状況などをお薬手帳に記載し、退院後も安全に
薬物療法ができるように指導を行っている。
　平成２９年７月に中央病院で発生した薬剤紛失事案について、県に提出
した改善計画を継続して実行することにより、薬剤管理の一層の強化と再
発防止に取り組んでいる。また、令和２年度から、薬剤部の出入口は原則
常時施錠とし、開錠はインターホンにて、薬剤師が行うこととした。

（主な改善策）
　第３種向精神薬の管理方法の強化（施錠管理）、すべての向精神薬につ
いて購入量・処方数量・在庫数量を月毎に照合、監視カメラ設置、インター
ホン増設、ドアアラーム装置設置、各種マニュアルの改訂、職員に対する
研修会の実施（棚卸、防犯対策）、パスボックスの設置
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 ⑤患者サービスの向上  ⑤患者サービスの向上
・

・

・

・

・

・

・

・

中　期　計　画 年　度　計　画

　外来患者の待ち時間や患者の満足度の調査を毎年
定期的に実施し、実態の把握に努めるとともに、診
療の予約や受付から精算までを円滑に行う体制の整
備、職員への接遇研修などにより、患者サービスの
向上に努める。
　また常設している意見箱に寄せられる患者からの
意見・苦情に対し、速やかに改善に取り組む。

　患者サービス向上のため、職員全員が組織の一
員として接遇改善の自覚を持ち、接遇研修や接遇
相互評価から接遇マナーを徹底的に身に着け、差
別化を図れるほどの取り組みを継続的に実施す
る。
　患者サービス向上のため、当院と甲府駅を往復
する路線の運行費用の一部について負担する。
　院内の患者動線・案内の最適化等により、外来
患者の在院時間の更なる短縮化を図る。
　患者満足度調査を実施し、県立病院機構に対す
る患者の評価の把握に努めるとともに、満足度の
低い項目については改善策を講じていく。
　全診療科に拡大した入退院センターのワンス
トップサービスの一層の充実を図る。
　病院利用者に快適な環境を提供するため、院内
環境の整備に努める。
　院内に常設している意見箱に寄せられる患者か
らの意見・苦情に対し、速やかに改善に取り組
む。
　患者対応について、複数担当による情報共有で
クレーム化する前に対応する仕組みを作るととも
に、クレーム化した場合の対応についても属人化
しないよう定期研修等で人材の育成を進めてい
く。
　日本語が不自由な外国人を支援するため、術前
説明や治療計画説明等の医療専門用語に対応でき
る電話医療通訳サービスを導入する。
　患者サービス向上のため、路線バスの運行費用
の一部を負担することで、利便性向上を図る。
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・

・

・

・

・

・

(23)患者サービスの向上 (23)患者サービスの向上

・ 【特記事項】

・

・

・

・

業務実績及び県立病院機構の自己評価

　チーム医療を推進するため、病棟看護師を対象とした薬剤師主体のミニ
勉強会を５２回開催した（４０．９%減）。

設立団体の長（知事）の評価

　令和７年９月～１０月に、外来患者、入院患者を対象とした患者満足度
調査を実施した。

　患者さんの会計待ち時間解消のため、令和３年５月から外来会計窓口
の直営化を行った結果、令和７年度の会計平均待ち時間は、前年度と比
べて０．５分減の５．８分に改善した。

当該事業年度における中期計
画の実施状況が優れている。

　外来サービス担当に看護師長経験者
を配置してきめ細やかな案内体制を整
備し、会計待ち時間をより一層短縮し
たことは評価する。
　予約センターの通話率は向上してい
るものの、外来患者の接遇に関する満
足度は、低下しており、「患者さんの
声」の苦情件数の増加が見られるた
め、更なる取り組みを期待する。

　来院時の患者サービスの向上を目的として、看護師、事務職員が総合
案内に立ち、医療相談や患者への診察案内を行っている。また、令和４年
４月からは、外来サービス担当を新設し、看護師長経験者４名により、これ
まで以上にきめ細やかな医療相談や患者への診察案内を行う体制を整
備している。

　中心静脈栄養の無菌調製については、薬剤部と看護部でWGを設置し、
薬剤部にて令和５年２月から行っている。令和７年度の無菌調製件数は、
６８０件であった。
　外来がん化学療法の更なる質向上を目指して、令和６年度より通院加療
がんセンターにおいて治療を実施される患者さんに薬剤師による治療内
容の説明及び副作用の評価を行い、その内容をお薬手帳に記載し保険薬
局との連携を強化する取り組みを実施している。
　北病院では、全ての向精神薬を鍵の掛かる引き出しやシャッター式の薬
品棚への保管（施錠管理）、監視カメラの設置により薬剤管理の強化を継
続して行っている。

評価 Ａ

　北病院では、クロザピン（治療抵抗性統合失調症治療薬）を安全・適切
に使用するため、導入する入院患者には薬剤管理指導を実施している
（令和７年度は、１５人、延べ１９７件）。また、継続服用する全登録患者に
はクロザリル患者モニタリングサービスに基づく投薬内容やスケジュール
管理を行っている（令和７年度は１２８人､延べ２,９７９件）。
　北病院では、定期的な服薬が困難な患者にはＬＡＩ（持効性注射）を導入
し、全対象患者のスケジュールを管理しながら、適切な投与を行っている
（令和７年度:２０１人､延べ１,７６２件）。

評　価 S 当該事業年度における中期計画の実施状況が特に優れている。

　平成３１年１月から、患者さんやその家族が医療及び福祉に関する相談
を安心して行うことができ、その相談に対する適切なサポートを行うため、
患者相談窓口を１階ロビーに開設している（前述Ｐ３２）。

　電話予約センターへの繋がり難さを解消するため、令和３年５月から窓
口を１名増員し、７名体制とした。令和７年度の通話率は、前年度と比べて
６．９Ｐ増の７５．６％であった。
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中　期　計　画 年　度　計　画
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・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

設立団体の長（知事）の評価業務実績及び県立病院機構の自己評価

　患者からの相談は、電子カルテ内に記録を行い、患者支援センター、医
事課、医療安全管理室で情報共有して対応している。また、隔月で患者相
談カンファレンスにて検討している。

　令和７年度の「患者さんの声」は１２３件で、うち感謝が２５件、改善・要望
が４６件、苦情が５２件であった。

　予約診療による待ち時間の短縮と混雑緩和のため、初診外来の電話予
約枠を令和４年１０月から拡大している。
　令和４年より全ての個室トイレに、尿もれパッド使用者のためのサニタ
リーボックスを設置している。

　入退院センターにおいて、令和元年度より全診療科を対象に入院などの
説明を実施している。（前述Ｐ３２）

  新生児マス・スクリーニング検査においては、令和７年２月からPCR検査
を開始し、８月から先天性副腎過形成の２次検査（ステロイドプロファイル
分析）を開始した。
　電子版かかりつけ連携手帳に対応するため、処方・注射等の診療情報
等をQRコードにより提供できるよう電子カルテを改修し、令和３年１０月か
ら運用している。
　再来受付機の間に２台配置されていたマイナンバーカードリーダーにつ
いては、再来受付機とカードリーダーのブースを分けて設置することで、利
用者の動線について最適化を図っている。

　令和５年度に接遇マニュアルを改定し、各部署及び各委託業者に配布
するとともに電子カルテ上に掲載した。また、院内ネットワーク（Safety
Plus）を利用し医療接遇オンラインセミナーを令和５年度及び６年度の１０
月～１２月の２カ月間、配信した。令和７年度は日本接遇教育協会理事長
を招き、対面にて接遇研修会を開催した。
   生理検査部門ではFibroScan検査を予約制から随時検査へ運用変更し
ました。あわせて、心臓超音波検査装置を新規導入することで、病棟ポー
タブル検査や当日オーダーへの柔軟な対応が可能となり、患者の待ち時
間短縮と検査の迅速化に努めた。
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 ⑥診療情報の適切な管理  ⑥診療情報の適切な管理
・

・

　電子カルテに係る運用規程の遵守など患者の診療
情報を厳格に管理するとともに、関係法令・指針に
基づき、患者・家族に対する診療情報の開示を速や
かに実施する。
 また、個人情報保護及びサイバー攻撃時における業
務継続の観点から、医療情報システムの安全管理に
関するガイドラインに基づき、サイバー攻撃への対
策等に関して、外部の専門家を招いた職員教育を行
うなど、情報セキュリティ対策の推進に取り組む。

　電子カルテに係る運用規程の遵守など患者の診
療情報を厳格に管理するとともに、関係法令・指
針に基づき、患者・家族に対する診療情報の開示
を速やかに実施する。また、文書管理システムを
活用し、診療に関する資料の効率的な管理を行
う。
　近年、増加している医療機関に対するサイバー
攻撃に対応するため、技術的対応としてのサイ
バーセキュリティ対策（ファイアウォールや通信
内容までチェックするネットワーク機器等での適
切な管理）を引き続き実施するほか、職員及び院
内に常駐する委託職員を対象とした情報セキュリ
ティ研修を開催し、情報リテラシーの向上に努め
る。

中　期　計　画 年　度　計　画
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・

・

・

・

【北病院】
・

(24)診療情報の適切な管理 (24)診療情報の適切な管理

・ 【特記事項】

・

・

・

・

・

　文書管理システムを平成２８年６月に導入し、紹介状等の紙文書を電子
化することにより、電子カルテで文書の確認ができるようになるなど、医療
情報の効率的な管理、利用ができている。令和７年６月に更新し５年間の
契約を締結した。
　退院サマリーの作成状況は、前年度と比べて０．６P減の９８．６％であっ
た。

　サイバー攻撃を受けた場合の事故対応費用や業務継続に係る費用の
確保、専門的知識を有する事業者による支援体制の確保等を図るため、
令和４年１２月より契約するサイバーセキュリティ保険について、令和６年
１２月に契約の更新を行った。なお、令和５年度契約相手方を含む保険大
手４者については、独占禁止法の規定に違反したことによる排除措置命
令及び課徴金納付命令を受けたことを踏まえ、競争入札参加資格者の指
名停止措置を受けたことから、令和６年１２月の契約については令和７年
４月までの４カ月間に限り、令和５年度契約相手方と随意契約を行った。
令和７年５月以降については別途一般競争入札を実施済み。

評価 Ａ
当該事業年度における中期計
画の実施状況が優れている。

　診療情報の管理やカルテの記載方法
の周知、開示などが適切に運用されて
いることは評価する。
　自然災害やサイバー攻撃、システム
障害の脅威に備え、継続的なセキュリ
ティ投資や実践的な研修の実施などに
より、対策の更なる充実を期待する。

　カルテの記載方法について、中央病院では診療記録委員会、北病院で
は医療情報システム管理委員会が中心となって適切な記載方法を院内に
周知した。また、カルテ開示については、運用規程等に基づき適切に実施
した。

　紙カルテは、電気錠により入室が制限されている室内のカルテ庫に施錠
し保管している。紙カルテ貸し出しの際は、診療情報担当が所在管理を行
うとともに、電子カルテの閲覧については、診療記録管理要綱に基づき適
切に運用した。令和７年度は医師５人臨床研究支援業者２人の閲覧対応
をした。

評　価 Ａ 当該事業年度における中期計画の実施状況が優れている。

　令和元年７月に、診療記録の整備を促進し医療の質向上を図るため、診
療記録委員会の中に診療記録監査部会を設置した。令和７年度は、無作
為に抽出した５２例について、カルテの記載内容について監査を実施し
た。

設立団体の長（知事）の評価

　令和４年２月から、患者の保険資格がその場で確認できるマイナンバー
カードによるオンライン資格確認システムを運用している。なお、令和7年
度の資格確認件数は、中央病院で７５．０％、北病院で６０．６%であった。

　令和５年から甲府駅と中央病院間の路線バスの一部費用を負担するこ
とにより１日当たりで片道１１便の増便を実施し、患者の通院の利便性向
上を図っている。
　令和５年度より対話の難しい外国人の患者とのコミュニケーションが円
滑に行えるよう外国人向け電話医療通訳サービスを導入している。令和７
年度は１７件の利用があった。

　北病院では、新型コロナウイルス対策として病院出入口を一カ所に制限
した。また、全ての来院者の体温確認の徹底、ロビーや待合スペースでは
ソーシャルディスタンスが確保できるよう座席の配置を変更するなど、来院
者の感染予防と感染への不安軽減に努めている。

　入退院受付の混雑解消のため、入院受付の拡張工事を行い、令和５年
９月より受付人員を２名から３名に増員し、令和７年度も３名配置してい
る。

業務実績及び県立病院機構の自己評価
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県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

２　医療に関する調査及び研究

２　医療に関する調査及び研究

２　医療に関する調査及び研究 ２　医療に関する調査及び研究

(1)新薬開発等への貢献 (1)新薬開発等への貢献

(2)各種調査研究の推進
(2)各種調査研究の推進

　新薬の開発等に貢献するため、治療の効果や安全
性を確認するための治験を積極的に実施するととも
に、治験に関する情報をホームページ等で公開す
る。
　NHA加盟病院ネットワークによる共同治験につい
て、参加に向けて調整を行う。

　医療技術の向上に貢献するため、豊富な臨床事例
をもとに、各種調査研究を県立大学等と連携し、積
極的に推進する。
   また、医療従事者の業務効率や質の向上を目的と
した生成ＡＩや医療ＤＸの活用の他、県や関係機関
と密接な連携を図りながら、医療分野の先端的研究
開発を目的とした社会実証について、積極的に取り
組む。

　関係法令・指針等の遵守に努めつつ、県立病院機
構の有する医療資源を活用した調査及び研究を進
め、その成果を国内外に積極的に情報発信する。

中
期
目
標

中　期　計　画 年　度　計　画

  県立病院機構で提供する医療の質の向上、県内の医療水準の向上、県民の健康の確保及び増進、また、新た
な医療技術への貢献のため、関係法令・指針等を遵守しつつ、調査及び研究に取り組むこと。
　また、医療分野の研究開発の促進に資するよう、先端的研究開発に関する社会実証などに取り組むこと。特
に、県が指示する社会実証に積極的に取り組むこと。

　新薬の開発等に貢献するため、治療の効果や安全
性を確認するための治験を積極的に実施するととも
に、治験に関する情報をホームページ等で公開す
る。

　医療技術の向上に貢献するため、豊富な臨床事例
をもとに、各種調査研究を県立大学等と連携し、積
極的に推進する。
　また、医療分野の先端的研究開発を目的とした社
会実証については、医療機能の向上・医療の質の高
度化を図るとともに、山梨県や関係機関と密接な連
携を図りながら、積極的に取り組む。
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(25)医療に関する調査及び研究 (25)医療に関する調査及び研究

・ 【特記事項】

・

・

・

　山梨県における自殺予防対策を推進するため、県立中央病院に搬送さ
れた自殺未遂者の実態調査（調査期間は令和７年度まで）について、令
和５年１月に県から受託し、情報を収集している。また、山梨県自殺予防
対策関係者への各種研修会への職員派遣を行った。

Ｓ
当該事業年度における中期計
画の実施状況が特に優れてい
る。

業務実績及び県立病院機構の自己評価 設立団体の長（知事）の評価

　中央病院では、治験（新規１７件、継続３２件）、臨床研究（新規９７件、
継続１２４件）、製造販売後調査（新規１０件、継続４７件）、北病院では、
精神科分野の治験（継続１件）、臨床研究（新規１５件、継続１５件）、製造
販売後調査（継続２件）を実施した。また、両院において、治験審査委員
会議事録、治験に関する手順書等の情報をホームページで公開してい
る。

　中央病院では、臨床試験管理センターにおいて、治験に関する事務を
一元的に処理するとともに、関係機関、関連部署との調整、連携強化を
図っている。

　治験や臨床研究、製造販売後調査を
積極的に推進するとともに、看護の質
の向上を目指して県立大学と共同研究
を継続して行っていることは評価す
る。

評　価 S

　看護の質の向上を目指して、平成２６年度から県立大学と共同研究を
行っている。令和７年度は、１１題の共同研究に取り組み、２月の院内学
術集会で１０題発表した。

当該事業年度における中期計画の実施状況が特に優れている。 評価
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年　度　計　画中　期　計　画
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・

・

・

・

・

　図書室において、医師・看護師等の調査・研究に必要な資料・情報等を
提供し、論文・講演会等の資料作成を支援している。
　また、図書室は県立大学をはじめ、近隣医療機関等に開放している。
　令和７年度の科学研究費補助金の獲得件数は、３件となっている。

　令和４年４月から、同時アクセス数の制限をなくすとともに、自宅や外出
先で利用ができるように、「医中誌Ｗｅｂ」の契約を変更した。
　研究成果については、英語論文により世界に発信している。

業務実績及び県立病院機構の自己評価

　中央病院の「病院会議」に第２部を設け、各診療科の診療内容、治療成
績、最近のトピック、今後の展望など各科の特色の相互理解を深め、か
つ、今後の医療に関する調査・研究課題を探索している。

設立団体の長（知事）の評価
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中　期　計　画 年　度　計　画
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業務実績及び法人の自己評価
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県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

３　医療に関する技術者の育成、確保及び定着と勤務環境の改善

３　医療に関する技術者の育成、確保及び定着

 (1)医療従事者の研修の充実

 (2)職場環境の整備

(1)医療従事者の研修の充実 (1)医療従事者の研修の充実
 ①初期臨床研修プログラムの充実  ①初期臨床研修プログラムの充実

・

・

・
 ②後期研修（専攻医）プログラムの充実

 ③医師の資格取得の支援  ②後期研修（専攻医）プログラムの充実

 ④認定看護師等の資格取得の促進

 ③医師の資格取得の支援

 ⑤研修会の開催及び支援

 ④認定看護師等の資格取得の促進

　院内研修会の開催をはじめ、先進的な知識や技
術を修得できる研修・研究会への医療従事者の派
遣などを行い、質の高い医療の提供に努める。

　指導医のもと医師としての見識を磨き、将来専
門とする分野に限らず、日常診療で頻繁に接する
疾患に適切に対応できる医師を育成するため、研
修プログラムの充実に取り組む。
　一般外来研修に対応するため、当院のみならず
地域医療研修先と協力して、研修の充実を図る。
　地域で活躍する小児科医・産婦人科医を育成す
るため、令和６年度からは、将来のキャリア形成
に対応できるよう、産婦人科・小児科領域を含め
た「産婦人科・小児科重点プログラム」を開始す
る。

　各専門領域における十分な知識・経験を有しなが
ら、標準的な医療も提供できる医師を育成するた
め、「内科」、「外科」、「救急科」、「小児
科」、「整形外科」、「総合診療科」、「産婦人
科」、「麻酔科」の研修プログラムの充実に取り組
む。

３　医療に関する技術者の育成、確保及び定着と勤務環
　　境の改善

　各専門領域における十分な知識・経験を有しなが
ら、標準的な医療も提供できる医師を育成するた
め、研修プログラムの充実に取り組む。

　医師の専門性の向上を図り、より専門性の高い医
療を提供するため、認定医等の資格取得を支援す
る。

　資格を取得しやすい環境を整え、認定看護師等の
資格取得を支援する。また、県立中央病院において
は、看護師特定行為研修の指定研修機関として特定
行為を実践できる看護師を養成し、活動を支援す
る。 　医師の専門性の向上を図り、より専門性の高い医

療を提供するため、認定医等の資格取得を支援す
る。

　資格を取得しやすい環境を整え、認定看護師等の
資格取得を支援する。また実践的な理解力、思考力
及び判断力並びに高度かつ専門的な知識及び技能が
必要とされる特定行為についても研修等の受講を支
援する。
　精神科看護の実践の強化、感染管理の人材育成、
感染管理の人材育成、高水準の手術室看護の実践強
化を図るため、精神科看護認定看護師、感染管理認
定看護師、手術看護認定看護師の資格取得を目指
す。

　指導医のもと医師としての見識を磨き、将来専門
とする分野に限らず、日常診療で頻繁に接する疾患
に適切に対応できる医師を育成するため、研修プロ
グラムの充実に取り組む。

中
期
目
標

  質の高い医療を安定して提供するため、医師、看護師等（以下「医療従事者」という。）の育成、確保及び
定着を図るとともに、働きやすい勤務環境の充実を図ること。

　より専門性の高い医療従事者を育成するため、医療従事者の知識の取得・技術の向上を計画的に進め、
また、看護師の特定行為研修を行う指定研修機関として、質の高い看護を提供する看護職員を育成し、そ
の活用を図るなど、医療従事者により魅力ある病院となるよう研修の一層の充実に努めること。

  医療従事者が安心して働き続けることのできる、仕事と生活の調和の取れた職場環境を整備するため、
医療従事者の適正配置、勤務形態の見直し及び業務の他職種移管など労働時間の短縮に向けた検討を行
い、必要な措置を講じること。

中　期　計　画 年　度　計　画

　質の高い医療を提供するため、医師、看護師等(以下
「医療従事者」という。）の育成、確保及び定着を図るとと
もに研修の充実に努める。
　また、勤務体制の充実を図り、勤務環境の改善を推進
する。

３　医療に関する技術者の育成、確保及び定着と勤務環
　　境の改善
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(26)医療従事者の研修の充実 (26)医療従事者の研修の充実

・ 【特記事項】

・

・

・

・

　臨床研修の指導は各科ともにマンツーマンで行われ、指導医、後期研
修医、上級臨床研修医による手厚い指導、すなわち重層屋根瓦方式が
確立しており、初動の対応を研修医が安全に行えるシステムを構築して
いる。

　平成３０年度より新専門医制度が開始され、中央病院では、内科、外
科、救急科、総合診療科、整形外科、小児科、産婦人科、麻酔科の専門
研修基幹施設として専門研修プログラムを作成している。その他の科で
は連携施設として、他施設の専門研修プログラムに積極的に協力してお
り、専攻医の専門医資格取得を人的及び物的に支援している。

　本県への医師の定着を促進するため、令和８年度総合研修プログラム
において、２３名（自治医科大学卒業生３名含む）の定員で募集を行った
ところ、２３名を採用（うち、１名は留年のため内定取り消し）した。また、
産婦人科・小児科重点プログラムにより４名、歯科臨床研修医１名、山梨
大学たすき掛けプログラム１名、計２８名の研修医を迎えた。

　新たに必修となる一般外来研修は、２年次に行うこととし、院内では一
般外来（内科・脳神経外科）の指導医の下で継続的な診察を経験し、院
外では都留市立病院で、毎週水曜日午前８時から午後２時まで、一人当
たり予約６名、初診４名程度を診察している。

業務実績及び県立病院機構の自己評価 設立団体の長（知事）の評価

評　価 S 当該事業年度における中期計画の実施状況が特に優れている。 評価 Ｓ
当該事業年度における中期計
画の実施状況が特に優れてい
る。

　院内研修では、充分な症例数の確保が難しいため、令和４年１月よりフ
レイル患者の外来診療を加えた。

　初期臨床研修・専門研修プログラム
の充実や医師、看護師等の資格取得支
援に積極的に取り組み、認定看護師及
び特定行為研修修了者が増加するな
ど、医療従事者の育成確保、医療の質
の向上に取り組んでいることは評価す
る。
　職員研究研修に係る予算を確保し、
研修医の学術的探究能力と臨床研究能
力の向上に向けて、研修医が研修成果
を発表する研修医発表会の開催などに
取り組んでいることは評価する。
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 ⑤研修会の開催及び支援
　院内研修会の開催をはじめ、先進的な知識や技術
を修得できる研修・研究会への医療従事者の派遣な
どを行い、質の高い医療の提供に努める。

年　度　計　画中　期　計　画
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・

・

・

・

・

・

　医師の判断を待たず、手順書により一定の診療の補助を行う看護師の
特定行為研修（クリティカルケアコース、感染コース）を実施しており、令
和７年度は、中央病院看護師１名が修了した（前述Ｐ２５）。

　令和８年度に認定看護師資格取得に向け、認知症看護１人、感染管理
２人、クリティカルケア１人が認定看護師教育課程を受講した。また、看
護管理の分野で認定看護管理者取得に向け１人がサードレベル研修を
受講した。資格を取得しやすい環境を整え計画的に人材育成をすること
で、院内外・地域において、活躍の場が広がっている。

　平成２７年度から、医師、看護師、医療従事者等を対象に研修の一元
化を目的とした、教育研修センターを設置し、医療の質の維持・向上を
図っている。

　Zoom等を用いて国内外の各種学会に積極的に参加するとともに、院内
学術集会・院内医療従事者研修会を実施した。

　令和７年度は、バスキュラーボードを６回、頭頚部キャンサーボードを１
２回開催し、医療の質の向上に努めている。
　また、平成２５年度からは、領域別キャンサーボードに加え、包括的に
最適な医療を検討する場として、総合キャンサーボードを開催しており、
令和７年度は９回開催し、累計で１２７回開催した。

　医療従事者等の研修等の充実のため、研修会、学会参加旅費、負担
金、認定看護師受講料、研修医指導用図書購入費等の職員研究研修に
係る必要額を予算計上した。

業務実績及び県立病院機構の自己評価 設立団体の長（知事）の評価
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年　度　計　画中　期　計　画
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・

・

・

・

　令和7年に山梨県看護協会が開催する認知症看護研修に看護師3人が
受講した。（前述Ｐ２５）
　中央病院では、医療機器の安全使用のため、臨床工学技士が講師と
なり職員を対象とした研修を実施した（前述Ｐ２９）。

　新人看護師の良好な人間関係の構築、リフレクション研修で連帯感の
向上を図るため、令和７年５月に専門の外部講師による１泊２日の宿泊
研修を実施し、７９人の看護師が参加した。なお、令和５年度から「新人
看護職員から見た指導者の評価」を開始した。
　また、主任看護師を対象に昨年度より引き続き「キャリアデザイン研修」
を実施した。令和７年８月に、北病院・あけぼの医療福祉センターからも
参集し、６回の開催に１７４名が参加した。（前述２５）

　研修医を対象とした「ピンポイント・ミニレクチャー」として、第１・第３木曜
日の早朝に各診療科の若手医師が、持ち回りで、臨床研修に必要な一
点を講義するとともに、「救急経験症例検討会」として、第２・第４・第５木
曜日の早朝に救急科の指導のもと、救急当直にて経験した症例の振り
返りを行った。
　なお、当院では、研修医の基本理念として、学術的探究と臨床研究能
力を習得することを掲げており、このため全ての研修医に研修成果を発
表する機会を設け、症例報告と学会発表のスキル習得を促している。

業務実績及び県立病院機構の自己評価 設立団体の長（知事）の評価
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年　度　計　画中　期　計　画
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・

・

・

・

・

・

・ 　平成３０年度から医療ガス会社の社員を講師として招き「医療ガス研修
会」を開催しており、令和７年度は、医療ガスボンベ及び接続器具の実際
の取り扱い方法や危険性など実践的な内容で開催した。
　本研修は全職員を対象としているが、参加者は１９４名であった。

　新任職員研修については、４月２日から４月１１日の日程で、新任の事
務職員、コメディカル、看護師、研修医、新任の専攻医及び正規医師の
計１４１人を対象に実施した。なお、研修内容は、診療に当たっての心構
えや院内ルール、社会人としての接遇など幅広いテーマを取扱った。

　中央病院では、将来的な医師の県内定着を見据えて、積極的に若手医
師（研修医・専攻医）を採用している。職員数は前年度と比べて６．８％増
の１１０人であり、独立法人化した平成２２年度と比較すると、６９人（１６
８．３%）増となった。

業務実績及び県立病院機構の自己評価

　最新情報を研修医と上級専門医が解説するカンファレンスである
Medical＆Surgical Grand Rounds（MSGR）を、令和７年度は１４回実施し、
累計で２３４回開催した。

　看護補助者の教育は、ガイドラインに沿った研修に加えて、知識・技術
の習得ができるよう看護補助者チェックシートに沿い自己・他者評価も実
施している。さらに、看護師と協働してケアができるように、日常生活ケア
に関する研修会を実施している。今年度は、酸素使用中の患者の移送業
務を拡大しタスクシフトを進めている。
　また、看護補助者にもクリニカルラダーを導入しており、障害者雇用を
除く６３名の構成は、Ⅰが１６名、Ⅱが３０名、Ⅲが１４名であり、今年度新
たに４名がⅣに承認された。

　新人看護研修については、講義、演習、シミュレーション教育を組み込
み、少人数単位で実施した（前述Ｐ２５）。また、看護の価値を考える新た
な研修も取り入れた。

設立団体の長（知事）の評価

　平成２７年度から、協定に基づき山梨大学医学部５・６年次生の臨床実
習を受け入れている。また、２週間の実習期間の中で、当機構理事長と
のランチミーティングも行っている。令和７年度は１３３名が当院で実習を
行った。
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(2)職場環境の整備 (2)職場環境の整備
 ① 健康で働き続けられる職場環境の整備  ①働きやすい職場環境の整備

・

・

・

・

・

・

・

・

・

 ②医療従事者の業務負担の軽減
・

・

・

　医師の負担軽減のため、医師事務作業補助体制
（１５対１）を継続し、より質の高いものとする
とともに、病棟・外来へのDC配置を拡大する。
　夜間における看護サービスの向上及び看護業務
の負担軽減を図るため、看護夜間配置１２対１を
維持できるように取り組む（再掲）。
　急性期補助体制加算25対1、夜間100対1急性期
看護補助体制加算の継続により、看護補助者の役
割拡大や活用の推進を図り、看護師の業務負担の
軽減を図り時間外削減に繋げる。

　看護職をはじめシフト制で業務に従事する医療
職員が安心して職務に専念できるよう、院内託児
所及び病児・病後児保育室を設置する。
　労働安全委員会を毎月開催し、職員の時間外勤
務の状況を確認するとともに、労働時間の短縮及
び年次有給休暇を取得しやすい勤務環境の整備を
行う。
　人給・勤怠管理システムの改修により、医師の
出退勤時間を管理することで、医師労働時間短縮
計画に基づく時間外勤務の縮減、「客観的な方法
による労働時間の状況の把握」に取り組む。
　公認心理師の配置（兼務）やメンタルヘルス研
修の実施などにより、職員の不調予防に努める。
　医師の働き方改革に伴う医療関係職種（放射線
技師、臨床検査技師、臨床工学技士等）の業務範
囲の拡大に対応するため、タスクシフト／シェア
に関する厚生労働大臣指定講習会を受講する。ま
た、医師の業務負担軽減及び患者待ち時間の短縮
のため、ＤＣ職員による代行入力を推進する。
　労災レセプト電算処理システムの導入に伴い、
査定対応の迅速化に努める。

　働きやすい職場環境の実現に向け、各現場にお
ける職員の感想や意見をより的確に把握するた
め、職員満足度調査を実施する。
　県立中央病院内に設置した健康管理室におい
て、職員の健康指導や健康相談等を実施する。
　労働安全衛生法に基づくストレスチェックを実
施するとともに、結果を分析し、負荷が高い所属
に対してはヒアリングを行い、職員の働きやすい
職場環境の整備に努める。
　衛生管理者及び産業医による院内の定期巡視を
実施し、安全衛生上の課題を指摘し改善を図って
いく。

 ②　医療従事者の業務負担の軽減
　看護職員の夜間勤務体制の充実及び医師事務作業
補助者の増員や配置の見直し等を行い、医療従事者
の業務負担の軽減を推進する。
 また、看護職員については、看護補助者の教育体制
の充実、看護師に対する看護補助者との協働に向け
た研修を実施し、看護師の業務負担の軽減を図
る。

中　期　計　画 年　度　計　画

　診療科、各部門における医療従事者の勤務状況を
把握するとともに、医療従事者が安心して働くこと
ができるよう、他病院の取組状況を踏まえながら医
療従事者の労働時間の短縮及び年次有給休暇を取得
しやすい職場環境の整備に努める。
 特に、医師については、新たな勤務形態の導入や勤
怠管理システムを活用した労働時間の適正な管理及
び短縮に取り組む。
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(27)職場環境の整備 (27)職場環境の整備

【実績（定量的な業績指標）】 【特記事項】

・

・

【実績（その他の取組状況）】
・

・

・

・

・

・

・

　令和４年４月から会計年度任用職員の「分べん休暇」（特別休暇）を有
給休暇とするとともに、新たに「配偶者出産休暇」と「男性職員の育児参
加休暇」を新設した。令和７年度の取得状況としては、分べん休暇を５
人、配偶者出産休暇を１０人、男性職員の育児参加休暇を１３人が取得
した。

　令和７年度は、医師事務作業補助者採用試験を８回実施し１７名を採
用した。また、３年以上の勤務経験がある補助者の割合が５割以上であ
るため、引き続き医師事務作業補助体制加算加算１（１５対１）を算定して
いる。

　中央病院では、夜間における看護サービスの向上及び看護業務の負
担軽減を図るため、令和２年８月から看護職員夜間配置を１６対１から１
２対１に引き上げている。更に、令和３年８月から夜間１００対１急性期看
護補助体制を導入するとともに、「夜間看護体制加算」を取得した。また、
手術室では看護補助者２名が１１診療科の約２３種類の術式に対して器
械展開が可能になり、看護師のタスクシフトに繋がっている。（前述２４P）

　令和７年１０月に中央病院の看護師６７６人、北病院の看護師１１６人を
対象として、働きやすい職場環境づくりに取り組むため満足度調査を実
施した。中央病院では１３カテゴリー８３項目、北病院では１３カテゴリー７
６項目で５段階評価を行った。中央病院では、全ての項目が上昇した。

　令和４年２月に創設した「救急病院勤務手当」について、令和４年１０月
から支給額を増額するとともに支給対象者を看護職員に加えて、コメディ
カル等に拡大した。令和７年度の支給実績としては、延べ１２，４２７人に
対して、１３９，９１４千円を支給した。

　令和７年１０月に、働きやすい職場環境の実現に向け、各現場における
職員の感想や意見をより的確に把握し、今後の組織運営や職場環境の
整備に資するため、病院機構職員１，４９０人に対して５段階評価の職員
満足度調査を実施した。

当該事業年度における中期計画の実施状況が特に優れている。

　医療従事者の業務負担軽減のため、
医師事務作業補助者を増員し、補助体
制加算１を引き続き算定するなど、タ
スクシフト体制を構築していることは
評価する。
　看護師の夜間業務の負担軽減に向け
た配置見直しや看護補助者の役割拡大
と活用促進により、働きやすい職場環
境の整備に努めていることは評価す
る。
　職員満足度調査において職員の評価
が上昇するよう、特に北病院において
は更なる取り組みを期待する。

評価 Ｓ

設立団体の長（知事）の評価

評　価

業務実績及び県立病院機構の自己評価

当該事業年度における中期計
画の実施状況が特に優れてい
る。

　職員の心身の健康を維持するため、平成３１年４月から中央病院に「健
康管理室」を新設し、専従の保健師及び衛生管理者を配置している。令
和7年度の職員の健康相談・受診相談件数は３０８件であった。

　労働安全衛生法に基づくストレスチェックを令和７年８月～９月に実施
し、受診率は９２．２％であった。高ストレスと評価された職員から申し出
があった場合には、医師が面談指導する体制を整えている。

　令和７年度の健康管理室で実施したメンタルヘルス面接件数は、３２９
件（産業医１８７件、衛生管理者６６件）であった。また、公認心理士への
職員相談は３１９件であった。

S
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・

・

・

・

・

・

・

・

　令和７年度の健康診断は、対象者１５４１人中、休職中等の理由により
受診できない者を除くと受診率は９７.６％であった。

　計画的に有給休暇を取得できるように、令和４年４月から、年次有給休
暇の付与期間を１月～１２月から４月～３月に変更した。

業務実績及び県立病院機構の自己評価

　中央病院において、医師の時間外労働に対する規制の適用に向け、原
因の究明や対策に労使協力して取り組んだ。時間外勤務が８０時間越え
の職員については、所属長又は院長のヒアリングを行い、科単位で業務
量を平準化するなどの改善に努めた。その結果、年９６０時間超の医師
数は、前年度より６名少ない５名となった。

　ストレスチェックの集団分析結果を活用し、職場環境改善に向けて所属
長への聞き取り面接を実施した。

設立団体の長（知事）の評価

　衛生管理者による職場巡視を毎週実施するとともに、産業医による職
場巡視を２ヵ月に１回実施した。

　宿直中の看護管理業務は職員の負担が大きいことから、令和４年６月
から宿直時間の全部を勤務時間とする変形労働時間制を導入した。

　医師についても、長時間勤務の緩和のため、宿直時間の一部または全
部を勤務時間とする変形労働時間制を導入に向けて、令和４年９月から
二次救急当番日の一部において、試行を開始している。

　看護職をはじめとするシフト制で業務に従事する医療職員の出産や育
児に伴う離職防止、また育児休業取得後の職場への円滑な復帰を図る
ため、平成２５年度に託児所を開設した。また、当該職員の子どもが病気
の急性期または回復期にある場合に、職員が安心して職務に専念できる
よう、病児・病後児保育所を平成２９年４月に開設した。

　労働安全委員会を毎月開催し、職員の時間外勤務の状況や勤務体制・
環境の改善に向けた取り組み等について検討を重ねた。
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・

・ 　医師をはじめとした職員の働き方改革の一環として、医師及び看護師
等における労働時間管理指針を作成し、不要な時間外労働をできる限り
削減するよう取り組むとともに、カンファレンス等の議事録作成などの事
務作業に生成AIを活用して業務時間の効率化を図った。

　被ばく線量計の正しい取り扱いを目的にラウンド・啓蒙を行い、令和７年
度の装着率は６２％、正しく装着している割合は５３％であった。

　各検査・装置における被ばく線量評価について概ね良好だが、CT検査
線量評価にて、DRL２０２５（診断参考レベル；Diagnostic Reference
Level）より高い線量の項目（頭部、冠動脈等）に関しては、撮影条件、プ
ロトコール等を検討している。また、患者・職員啓蒙として「当院の放射線
検査による被ばくについて」を作成し各検査室へ掲示している。

　年次有給休暇を取得しやすい勤務環境を整えるため、令和３年度から
半日単位での年休取得制度の運用を開始している。

　労災レセプトの電子請求に対応したシステムを導入したことにより、査
定理由等がオンラインで確認できるようになったほか、提出前のデータ不
備チェックや請求受付時間延長が可能となったことで、業務効率化と査
定削減につながった。

設立団体の長（知事）の評価

　令和７年度の検体検査等のDC代行入力数は、前年度と比べて９．１％
増の６５４，６５４件であった。

業務実績及び県立病院機構の自己評価

　宿直を行った職員の健康管理及び適正な勤怠管理を目的として、検査
部及び放射線部所属職員について、令和５年７月から変形労働時間制を
導入している。

　特定行為研修を修了した看護師が、医師が外来診察中や手術中、また
夜間・休日などに、医師の判断を待たず手順書に準じた一定の診療行為
を行い始めており、医師のタスクシフト・タスクシェアに繋がっている。令
和７年度は、２５名の特定行為研修終了看護師が各部署において、５３３
件の特定行為が実施された。（前述Ｐ２５）

  職員増による駐車場不足に対応するため、病院北側の土地２，３３６㎡
を購入・整備を行い、令和５年１１月から職員駐車場として提供した（職員
駐車台数は５２台増の７７８台）。

　放射線被ばく管理については、線量限度を超える恐れがある職員はい
ないが、水晶体線量が高い職員５名に対しては、健康管理室に報告を行
い、防護メガネの着用と、ビジョンバッチによる実測を行い管理している。
また、線量結果を各診療科・部門の長に報告を行っている。

　医師の負担軽減に有用とされる特定行為看護師へのタスクシフトを進
めるため、令和４年１０月より特定行為手当を支給している。また、令和６
年４月からハラスメントに関する匿名相談ができる相談フォームを設置
し、より働きやすい職場環境の整備に取り組んでいる。

　看護補助者の確保と定着を図るため、令和６年４月から看護補助者に
係る救急病院勤務手当の支給限度額を引き上げた。
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県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

４　医療に関する地域への支援

４  医療に関する地域への支援

(1)地域医療機関等との協力体制の強化

(2) 県内の医療人材の確保に対する支援 

(3)県内の医療水準の向上

(4)地域社会への協力

４　医療に関する地域への支援 ４　医療に関する地域への支援

(1)地域医療機関等との協力体制の強化 (1)地域医療機関等との協力体制の強化
　地域の医療機関等から協力を求められた事項につ
いては、連携の強化及び機能の分担を図りながら、
県立病院機構としての役割を果たしていく。
  他の医療機関との協力のもと病病・病診連携を更
に推進し、連携登録医療機関の訪問や県内医療機関
を対象とした研修会の開催を通じて協力体制の強化
を図る。また、県立中央病院においては、地域医療
支援病院の要件である、紹介率６５％超及び逆紹介
率４０％超を維持する。
  地域包括ケアシステムの構築・推進に向けては、
急性期を脱した患者が、より身近な地域で回復期や
慢性期の医療、または在宅療養ができるよう関係機
関と連携を図る。
  さらに、安定した在宅療養が実現できるよう、地
域の訪問看護ステーション等と連携しながら、退院
前後訪問を推進する。

　地域の医療機関等から協力を求められた事項につ
いては、連携の強化及び機能の分担を図りながら、
県立病院機構としての役割を果たしていく。
　他の医療機関との協力のもと病病・病診連携を更
に推進し、県立中央病院においては、地域医療支援
病院の要件である、紹介率６５％超及び逆紹介率４
０％超を維持する。
　また、山梨県の要請を踏まえ、地域包括ケアシス
テムの構築・推進に協力するとともに、医師と福祉
の連携コーディネートができる医療福祉連携士を育
成する。
　夜間に新型コロナウイルス陽性患者が発生し、重
症化もしくは重症化の恐れがある協力医療機関の患
者については、協力医療機関の要請に基づき受入れ
を行う（再掲）。
　かかりつけ医からの新型コロナウイルスの検査依
頼については、２４時間体制で対応する（再掲）。
　医療機関等で医療従事者のクラスターが発生した
場合に、県からの派遣要請に基づき、診療機能を維
持するための看護師を派遣する（再掲）。

  本県の基幹病院として、他の医療機関との密接な連携や役割分担を通じて、県民に良質な医療を提供すると
ともに、地域から信頼され、必要とされる病院となるよう努めること。
　特に、地域の医療従事者の確保・養成に貢献すること。

年　度　計　画中　期　計　画

　地域医療機関等から協力が求められる事項の取組や、他の医療機関との協力のもと、病病・病診連携を
より一層推進すること。
  また、介護や福祉との連携を強化し、県全体として県民に適切な医療等を一体的に提供する地域包括ケ
アシステムの構築・推進に貢献すること。

中
期
目
標

　地域医療機関との連携強化及び機能分担を図る中
で、県立病院機構の機能を活かし、医療に関する地
域への支援を行う。
  また、山梨県や関係機関と連携し、医療従事者の
確保及び定着に寄与するための取組を進める。

　医療従事者の専門的な知識及び技術を保健、医療、福祉、教育等に関係する機関に提供し、人材の育
成、講師の派遣、調査、鑑定などの地域社会からの要請に積極的に協力すること。

  県との協働により医師確保対策に取り組み、臨床研修指定病院等としての機能を充実し、より多くの研
修医や専攻医の育成を図り、県内への医師の定着に寄与すること。
 また、医療従事者養成機関等の実習の受け入れや、看護師の特定行為研修の受け入れ等、本県の医療を担
う医療従事者の育成に積極的に協力すること。
 さらに、県立病院機構に必要な医療従事者の確保及び定着を図る中で、他の医療機関への診療支援を積極
的に行うこと。

　他の医療機関等の医療従事者に対し、県立病院機構の持つ知識や技術を研修等により普及し、県内の医
療水準の向上を図ること。特に、医療従事者に占める割合の高い看護職に対する研修等は、地域医療の充
実に大きく資する観点も踏まえながら行うこと。

―　91　―



(28)地域医療機関等との協力体制の強化 (28)地域医療機関等との協力体制の強化

【実績（定量的な業績指標）】 【特記事項】

・

【実績（その他の取組状況）】
・

・

設立団体の長（知事）の評価

S 評価 Ｓ
当該事業年度における中期計
画の実施状況が特に優れてい
る。

　地域医療支援病院として、紹介率や
逆紹介率、診療情報提供書の件数が高
水準を維持していることは評価する。
　連携登録医の訪問、県内医療機関を
対象とした研修会の開催など、患者支
援センターを中心に地域医療機関等と
の連携強化に取り組んでいることは評
価する。

　中央病院の患者が当院の連携医や近隣医療機関を容易に検索でき、か
つ必要な情報を取り出すことができる「かかりつけ医検索システム」を活用
し、連携医への紹介促進及び患者サービスの向上を図った。

業務実績及び県立病院機構の自己評価

評　価 当該事業年度における中期計画の実施状況が特に優れている。

　地域医療支援病院の要件である紹介率は、前年度と比べて１．７Ｐ増の
８５．９％、逆紹介率は、前年度と比べて３．７Ｐ減の８１．０％であり、地域
医療支援病院の要件である紹介率６５％超及び逆紹介率４０％超より高
い水準で推移している。

　地域医療支援病院として、紹介状に対する返書作成の推進、連携登録
医の訪問、県内医療機関を対象とした研修会などを行い、患者支援セン
ターを中心に、地域の医療機関との連携強化を図った。
  また、平成２７年９月からは、地域の医療水準の向上のため、入院患者
をかかりつけ医に紹介する際、診療情報提供書に画像などの情報を添付
することを医師に周知し、病棟看護師や医師事務補助と連携し、不足がな
いか確認を行った。
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  院内への持ち込み阻止、感染拡大防止のため、迅
速で適切な新型コロナウイルス（ＣＯＶＩＤ－１
９）検査を継続する（再掲）。
 医療機関等で医療従事者のクラスターが発生した場
合に、県からの派遣要請に基づき、診療機能を維持
するための看護師を派遣する（再掲）。
 連携病院の医師との垣根を下げ、病院連携を推進す
るとともに、早期に治療介入が必要な患者に対し
て、適切な時期に治療介入を行うため、地域の開業
医と山梨県立中央病院整形外科相談ホットラインを
運用する。
 精神看護専門看護師、認定看護師等を中心とした看
護師外来を設置し、精神疾患患者の地域定着を継続
するための面接及び関係機関との連絡調整を行う。
 重症通院患者の地域生活状況をモニタリングし、適
切なケアプランを提供するため、地域包括ケアシス
テムに基づいた関係機関とのカンファレンスの拡充
を図る。

中　期　計　画 年　度　計　画
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・

・

・

・

・

・

・ 　北病院では、令和７年度に地域包括ケアシステムに基づくカンファレンス
を３６回実施し、重症通院患者の地域移行を推進した。

　北病院では、専門看護師を地域医療連携担当として配置し、精神疾患
患者の地域定着を継続するための面接及び関係機関との連絡調整を
行っている。

　ＣＴ、ＭＲＩ、ＲＩの放射線検査機器を活用し、開業医等からの依頼検査を
実施した。

　中央病院の患者支援センターにおいて、患者相談の受け付けや、退院
支援のための巡回相談を担当看護師と連携して行うなど、患者や家族に
対して安心できるサポートを行っている。

　地域医療を担う連携登録医（かかりつけ医）等の資質向上を図るため、
令和7年度は、地域連携研修会をオンラインで１２回開催し、院外から３３１
名の参加があった。

業務実績及び県立病院機構の自己評価 設立団体の長（知事）の評価

　令和７年度は、地域医療機関に対して中央病院の取組等を紹介する連
携だよりを４回作成し、予約紹介担当医師一覧を同封して、医院、歯科等
１，１５１ヶ所に配付した。

　連携病院の医師との垣根を下げ、病院連携を推進するとともに、早期に
治療介入が必要な患者に対して、適切な時期に治療介入を行うため、令
和２年１０月から、地域の開業医と当院整形外科常勤医との山梨県立中
央病院整形外科相談ホットラインを開設している。
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(2)県内の医療人材の確保に対する支援 (2)県内の医療人材の確保に対する支援
 ① 初期臨床研修医、専攻医の受け入れ体制の強化  ①初期臨床研修医、専攻医の受け入れ体制の強化

 ② 公的医療機関への支援  ②公的医療機関への支援

 ③ 医療従事者養成機関からの実習生の受け入れ  ③医療従事者養成機関からの実習生の受け入れ

 ④ 特定行為研修における受講生の受け入れ  ④特定行為研修における受講生の受け入れ

(3)県内の医療水準の向上 (3)県内の医療水準の向上
 ①  地域医療従事者の研修  ①  地域医療従事者の研修

・

 ②  研修、実習等の実施 ・

・

 ③  看護水準の向上

 ②  研修、実習等の実施

中　期　計　画

　感染症の専門人材を育成し、感染症知識の普及啓
発を図るため、研修プログラム特設サイトを運営す
る。
　機構職員を対象とした「医療及び外科の症例検討
会（ＭＳＧＲ）」及び手術、化学療法、放射線療法
などの治療方法を包括的に議論する場である「キャ
ンサーボード」を他の地域医療機関の医療従事者に
も開放する。また、当日の研修を録画し、ＨＰで公
開する。

　県立病院機構の医師の増員を図る中で、公的医療
機関への外来診療の協力体制を推進する。

　他の医療機関の職員を対象に、拠点病院として有
する知識や技術を活かして、がん診療、感染症診療
等に係る研修を実施する。

  看護師の役割が広がり、活躍の場が拡大する中、
山梨県内の看護師の専門知識及び技術の向上を図
り、看護水準の向上に寄与するため、山梨県看護協
会、山梨県立大学等の関係機関と連携して研修の実
施、講師の派遣、人事交流等を行う。

年　度　計　画

　他の医療機関の職員を対象に、拠点病院として有
する知識や技術を活かして、がん診療、感染症診療
等に係る研修を実施する。

　県立病院機構の医師の増員を図る中で、公的医療
機関への外来診療の協力体制を推進する。

　県立病院機構の機能を活かした研修プログラムの
充実を図るとともに、指導医の育成、資質の向上に
積極的に取り組むことで、臨床研修医及び専攻医
を確保し、山梨県への医師の定着を促進する等地域
医療への支援を行う。

　看護師特定行為研修の指定研修機関として、他の
医療機関等から受講生を受け入れ、地域において特
定行為を実践できる看護師を養成する。
  また、山梨県立大学等他施設が行う特定行為研修
の協力施設として実習生を受け入れ、特定看護師の
養成に協力する。

　医師、看護師、薬剤師、臨床検査技師、診療放射
線技師等を目指す実習生を養成機関から積極的に受
け入れ、人材養成の支援に努める。

　県立病院機構の機能を活かした研修プログラムの
充実を図るとともに、指導医の育成、資質の向上に
積極的に取り組み、臨床研修医及び専攻医を確保
し、山梨県への医師の定着を促進する等地域医療へ
の支援を行う。

　他の地域医療機関の医療従事者を対象とした医療
技術の向上に資する研修を実施する。

　他の地域医療機関の医療従事者を対象とした医療
技術の向上に資する研修を実施する。

　医師、看護師、薬剤師、臨床検査技師、診療放射
線技師等を目指す実習生を養成機関から積極的に受
け入れ、人材養成の支援に努める。

　看護師特定行為研修指定研修機関として、医師の
判断を待たず、手順書により一定の診療の補助を行
う看護師を養成する。また、研修修了看護師の活動
支援体制を強化し、医師とのタスクシェアを促進す
る（再掲）。
 摂食嚥下障害、感染管理、認知症に係る認定看護師
の特定行為研修実習の受入れを行う。
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(29）県内の医療人材の確保に対する支援 (29）県内の医療人材の確保に対する支援

・ 【特記事項】

・

・

(30)県内の医療水準の向上 (30)県内の医療水準の向上

・ 【特記事項】

・

・ 　感染症の専門人材を育成し、感染症知識の普及啓発を図るため、感染
症専門医養成事業費補助金を活用した研修プログラム特設サイトの開設
およびPR動画の作成している。（前述Ｐ１４）

評価

　地域の医療機関の医療従事者を対象
とした研修会を開催するとともに、県
看護協会や県立大学と連携した研修の
実施、講師派遣や実習生受け入れ、
キャリア支援などを継続して行うこと
で県内の医療水準向上に積極的に取り
組んでいることは評価する。
　特定行為研修を修了した看護師によ
る特定行為の実施が進んでいることは
評価する。

設立団体の長（知事）の評価

当該事業年度における中期計画の実施状況が順調である。 評価
当該事業年度における中期計
画の実施状況が順調である。

当該事業年度における中期計画の実施状況が優れている。Ａ

Ｂ

　本県への医師の定着を促進するため、令和８年度総合研修プログラム
において、２３人（自治医科大学卒業生３人含む）の定員で募集を行ったと
ころ、２３人を内定、また、産婦人科・小児科重点プログラムの定員４名に
対し４名がマッチングし、各プログラムのマッチ率は１００％となった。（前述

　初期臨床研修医、専攻医の積極的な
採用に努めており、県内の医療人材の
確保に貢献していることは評価する。
　公的医療機関への外来診療の積極的
な支援や、地域の医師不足解消に向け
た他機関との更なる連携を期待する。
　看護師特定行為研修指定研修機関と
して、中央病院以外からの受講生の受
け入れを期待する。

　北病院では、塩川病院から精神科医師の派遣依頼を受け、医師派遣協
定を締結し、令和元年８月から、毎週１日医師の派遣を実施している。

　地域医療を担う連携登録医（かかりつけ医）等の資質向上を図るため、
令和7年度は、地域連携研修会をオンラインで１２回開催し、院外から３３１
名の参加があった。（前述Ｐ４７）

B評　価

　平成３０年度より新専門医制度が開始され、中央病院では、内科、外
科、救急科、総合診療科、整形外科、小児科、産婦人科の専門研修基幹
施設として専門研修プログラムを作成している。その他の科では連携施設
として、他施設の専門研修プログラムに積極的に協力しており、専攻医の
専門医資格取得を人的及び物的に支援している。
　令和８年度は、３８名の専攻医（内科１３名、外科２名、救急科５名、整形
外科２名、形成外科１名、泌尿器科２名、産科２名、婦人科２名、皮膚科１
名、小児科３名、新生児内科２名、眼科１名、麻酔科１名）を採用した。

Ａ
当該事業年度における中期計
画の実施状況が優れている。

評　価

業務実績及び県立病院機構の自己評価

　院内外の医療従事者を対象とした、がん医療従事者研修会やエイズ研
修会、総合周産期母子医療センター症例検討会を開催した。
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 ③  看護水準の向上　　
・

・

　看護師の役割が広がり、活躍の場が拡大する中、
山梨県内の看護師の専門知識及び技術の向上を図
り、看護水準の向上に寄与するため、山梨県看護協
会、山梨県立大学等の関係機関と連携して研修の実
施、講師の派遣、人事交流等を行う。
　山梨県の基幹病院として、専門性の高い看護師を
計画的に育成し、県のアドバイザー事業に登録し地
域医療の看護の質の向上に努める。

年　度　計　画中　期　計　画
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・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

業務実績及び県立病院機構の自己評価 設立団体の長（知事）の評価

　がんゲノム医療について、医療従事者以外にも平易に理解していただく
ため、専用動画を中央病院公式YouTubeチャンネル（YCHキャスト）に掲載
した。

看護管理者の育成指標でもあるマネジメントラダーを意識し、計画的な研
修を実施。看護師長・副看護師長を対象に計16回実施している。副看護
師長の研修は院外で行っており、全ての研修に北病院とあけぼの医療セ
ンターの看護管理者も参加し交流を図っている。（前述Ｐ２５）

　令和７年度における、県内の新規入院患者数に対する中病の割合は１
５．２％で若干前年度を下回ったが、外来患者延数に対する中病の割合
は１０．４％となり、前年度を上回った。

　院内外の医療従事者を対象にしたキャンサーボードを開催し、がん医療
の質の向上に努めている。（前述Ｐ１１）

　救急救命士の育成のため、就業前実習、再教育実習、薬剤投与実習、
臨床実習などを実施した。

　　山梨県看護協会が行う「新災害支援ナース養成研修」を計画的に行う
ことで、災害時及び新興感染症発生・まん延時に、医療機関等への応援
派遣等に的確に対応できる看護師の育成を行っている。（前述Ｐ２０）

　県立大学、県立大学大学院、山梨県看護協会、共立高等看護学院、帝
京福祉専門学校等に対し職員を講師として派遣した。

　令和７年度も、事前ＰＣＲ・抗原検査、自己体調管理の記載を行うことを
条件に、看護師、薬剤師等の実習生を受け入れた。

　中央病院では、国・県の補助を受け、医師の判断を待たず、手順書によ
り一定の診療の補助を行う看護師の特定行為研修（クリティカルケアコー
ス、感染コース）を実施しており、中央病院看護師１人が修了した。（前述Ｐ
２５）

　特定行為研修を修了した看護師が、医師が外来診察中や手術中、また
夜間・休日などに、医師の判断を待たず手順書に準じた一定の診療行為
を行い始めており、医師のタスクシフト・タスクシェアに繋がっている。令和
７年度は、２５名の特定行為研修終了看護師が各部署において、５３３件
の特定行為が実施された。（前述Ｐ２５）

各キャリアラダー別に集合研修として、「高齢者看護」・「急性期看護」・「が
ん看護」を実施した。また、全職員を対象に新たな研修として「ナイチン
ゲール看護論」を行い、看護の価値を探求し専門性を発揮できる看護師
の育成に取り組んでいる。（前述Ｐ２５）
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(4)地域社会への協力　　 (4)地域社会への協力　　
 ①救急救命士の育成　　  ①救急救命士の育成　　

 ②看護師養成機関等への講師派遣  ②看護師養成機関等への講師派遣

 ③公的機関からの鑑定・調査への協力  ③公的機関からの鑑定・調査への協力

 ④新型コロナウイルスワクチン接種への協力
　 　県や市町村の要請に基づきワクチン接種に積極的

に協力する（再掲）。

　看護師養成機関での講義や地域医療機関の医療従
事者を対象とした研修会などに対し、講師を派遣す
る。

  公的機関からの医療に関する鑑定や調査について
積極的に協力する。

  公的機関からの医療に関する鑑定や調査について
積極的に協力する。

　看護師養成機関での講義や地域医療機関の医療従
事者を対象とした研修会などに対し、講師を派遣す
る。

　高度救命救急センターの機能を活かして、各消防
本部における救急救命士の育成に努める。

年　度　計　画中　期　計　画

　高度救命救急センターの機能を活かして、各消防
本部における救急救命士の育成に努める。
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(31)地域社会への協力 (31)地域社会への協力

・ 【特記事項】

・

・

・

・

・

・

・

　北病院では、看護職員が高校や市町村等の要望に応え、令和７年度
は、家族介護支援事業の運営に３回、出前授業の健康講座を１１回実施
した。

Ａ評　価 Ａ当該事業年度における中期計画の実施状況が優れている。 評価
当該事業年度における中期計
画の実施状況が優れている。

設立団体の長（知事）の評価業務実績及び県立病院機構の自己評価

　救急救命士育成のための各種実習の
実施、看護養成機関への講師派遣、公
的機関からの鑑定・調査への協力に積
極的に取り組んだことは評価する。

　警察の扱う検視業務において、死因究明に最も有効である画像診断に
協力した。

　救急救命士の育成のため、就業前実習、再教育実習、薬剤投与実習、
臨床実習などを実施した。（前述Ｐ４９）

　県立大学、県立大学大学院、山梨県看護協会、共立高等看護学院、帝
京福祉専門学校等に対し職員を講師として派遣した。（前述P４９）

　捜査機関等からの照会に対して、適切に協力した。

　令和７年度における、県内の新規入院患者数に対する中病の割合は１
５．２％で若干前年度を下回ったが、外来患者延数に対する中病の割合
は１０．４％となり、前年度を上回った。（前述Ｐ４９）

　平成２７年１０月に始まった医療事故調査制度で、中小病院や診療所で
は自院だけで調査することは難しいため、医療事故調査等支援団体とし
て、医療事故が起きた医療機関の調査を死亡時画像診断で支援する体
制を整備している。

　県立聴覚障害者情報センターの依頼に基づき、手話通訳者等の顎肩腕
症候群検診について、県内に適当な整形外科がないことから、令和２年度
から当院で検診を行っており、令和７年度の実績は４７名であった。
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県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

５　災害時における医療救護

５ 災害時における医療救護

(1)医療救護活動の拠点機能

(2)他県等の医療救護への協力

５ 災害時における医療救護 ５　災害時における医療救護

(1)医療救護活動の拠点機能 (1) 医療救護活動の拠点機能

(2)他県等の医療救護への協力 (2) 他県等の医療救護への協力 

中
期
目
標

  災害時における県民の生命・安全を守るため医療救護活動の拠点機能を担うとともに、災害医療チームを派
遣するなど医療救護に取り組むこと。

  日頃から災害等に対する備えに努め、県内医療従事者の訓練等において中心的な役割を果たすととも
に、大規模災害等における本県の医療救護活動の拠点機能を担うこと。
　特に、精神科医療における拠点機能の強化に取り組むこと。

  他県等の大規模災害等においても、災害医療チームを派遣するなど、積極的に医療救護活動に協力する
こと。

中　期　計　画

　山梨県の基幹病院として、災害発生時における適
切な医療救護活動が実施できるよう日頃から訓練す
るとともに、災害時においては、山梨県地域防災計
画（大規模災害時医療救護マニュアル）に基づき、
迅速な医療救護活動に取り組む。

年　度　計　画

　大規模災害を想定したトリアージ訓練などを定期
的に行うとともに、山梨県内で実施される防災訓練
等に参加し、県医師会、県看護協会及び他の医療機
関、消防機関との連携を図ることにより、平時より
災害時における医療救護活動の強化に努める。
災害発生時には、知事の要請等に応じて、ＤＭＡＴ
（災害派遣医療チーム）をはじめ、ＤＰＡＴ（災害
派遣精神医療チーム）、災害支援ナースを派遣する
など山梨県の基幹病院としての機能を発揮する。
　北病院では、災害発生時に精神科医療が必要とな
る患者の受入れ拠点となる患者の受入れ拠点となる
災害拠点精神科病院の指定に向け、耐震倉庫の整備
や非常用発電機の増設等を進めるとともに、ＤＰＡ
Ｔ先遣隊及び後発隊員の育成を行う。

　他県等の大規模災害等においても、知事の要請等
に応じて、ＤＭＡＴをはじめ、ＤＰＡＴ、災害支援
ナースなどを派遣するとともに、関係機関と連携し
て積極的に医療救護活動に協力する。

　大規模災害を想定したトリアージ訓練などを定期
的に行うとともに、山梨県内で実施される防災訓練
等に参加し、県医師会、県看護協会及び他の医療機
関、消防機関との連携を図ることにより、平時より
災害時における医療救護活動の強化に努める。
  災害発生時には、知事の要請等に応じて、ＤＭＡ

Ｔをはじめ、ＤＰＡＴ
＊用語23

、災害支援ナースを派遣
するなど山梨県の基幹病院としての機能を発揮す
る。
  県立北病院においては、災害時の精神科医療にお
ける拠点機能強化のため、必要な施設整備等に取り
組む。

　他県等の大規模災害等においても、知事の要請等
に応じて、ＤＭＡＴをはじめ、ＤＰＡＴ、災害支援
ナースなどを派遣するとともに、関係機関と連携し
て積極的に医療救護活動に協力する。
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(32）災害時における医療救護 (32)災害時における医療救護

・ 【特記事項】

・

・

・

・

・

・

・

（北病院）
・

・

　令和７年１０月２５日、県内での大規模災害発生に際し、緊密な連携を
図り、被災地における病院支援、医療搬送、救急医療等を迅速に実行で
きることを目的とした実践的な訓練を行った。

業務実績及び県立病院機構の自己評価 設立団体の長（知事）の評価

評　価 S 当該事業年度における中期計画の実施状況が特に優れている。 評価 Ｓ

　災害対策を強化するため、組織規程を改正し、令和４年４月に「災害対
策センター」を設置した。

　令和２年度から、災害対策担当看護師として専任看護師を配置し、災
害対策部会と連携して院内の体制整備を行っている。

　中部ブロックDMAT実動訓練が令和７年１１月１５日、１１月１６日に福井
県で実施され、当院から６名が参加した。

　専任の災害対策担当看護師を配置す
るとともにＤＭＡＴ隊員の確保に努め
たこと、新災害支援ナースを育成した
ことは評価する。
　県内での大規模災害を想定した実践
的な訓練の実施や研修への参加によ
り、関係機関と連携して災害時におけ
る医療救護活動の強化に努めたことは
評価する。

　令和７年７月にNBC訓練を実施し、医師、看護師、コメディカル、事務職
員が参加した。

　ＤＭＡＴ技能維持研修に、４名（医師１名、看護師２名、業務調整員１名）
が参加した。

　平成３０年２月に長野県立こころの医療センター駒ヶ根と災害時等に医
療活動を継続し、適切な医療を提供するため①医薬品等の物資の支
援、②医師・スタッフ等の派遣、③患者の受入・移送等を行う相互支援協
定を締結した。平成３０年度からは、両院の担当者間で協定に基づく保
有する医療機器の情報共有や、災害時の具体的な対応を検討してい
る。

　平成３０年３月に大規模災害が発生した際、県知事の要請に応じて、被
災地域で精神科医療の提供や精神保健活動を行う北病院の精神医療
チーム（ＤＰＡＴ）を派遣する協定を山梨県と締結した。
　令和６年１月に発生した能登半島地震に際し、DPAT隊を派遣した経験
を踏まえて、DPAT隊の装備品の整備を行うなどの体制整備に努めてい
る。

当該事業年度における中期計
画の実施状況が特に優れてい
る。

　令和７年度のＤＭＡＴ隊員として、医師１３人、看護師１３人、業務調整
員（ロジ）１４人（救命士1人、薬剤２人、検査１人、リハビリ１人、放射線技
師４人、精神保健福祉士１人、臨床工学技士２人、事務２人）を確保し
た。

　山梨県看護協会が行う「新災害支援ナース養成研修」を計画的に行う
ことで、災害時及び新興感染症発生・まん延時に、医療機関等への応援
派遣等に的確に対応できる看護師の育成を行っている。（前述Ｐ２０）
　なお、令和５年度は６名、令和６年度は３名、令和７年度は３名を育成
し、計１２名が登録されている。過去の実績としては、１名の新災害支援
ナースを能登半島地震時に派遣した。
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業務運営の改善及び効率化に関する事項

１ 医療環境の変化に対応できる運営体制の構築

１ 医療環境の変化に対応できる運営体制の構築

１　医療環境の変化に対応できる運営体制の構築 １　医療環境の変化に対応できる運営体制の構築
・

・

・

・

・

①内視鏡センター機能の充実
・

・

・

・

・

・

・

・
②第3期病院情報システムの更新

　電子カルテ、医事会計システム等の更新

　今後の新興感染症診療でも積極的に患者を受
け入れるための環境整備

　SPECT-CT等の更新
⑤常用発電設備、情報系システムの更新等

　経年劣化した設備の維持管理費用低減

①災害拠点精神科病院の認定に伴う整備

　中長期の医療需要を見極め、第３期中期計画で
は以下の取組を行い、病院機能を強化していく。
（中央病院）

　消化器内科及び呼吸器内科の検査数増加に対
応するため、施設南側に透視室を増築するとと
もに、最新の透視検査システムを導入

②高度救命救急センター機能の強化
　消防本部から救急専用電話窓口を一つに集約
する電話センターの設置
　救急外来受診患者の診療時間短縮を図るため
の診療スペースの拡充

③発熱外来棟の新設

　医療及び病院経営に関する情報を分析し、その
分析結果を活用することで、医療環境の変化に対
応できる運営体制の構築に努める。
　県立中央病院においては、令和５年３月にがん
ゲノム医療拠点病院に指定されたことから、がん
遺伝子パネル検査の医学的解釈及びその治療方針
の検討を行うエキスパートパネル会議を開催し、
患者一人ひとりに最適な治療方法の選択、臨床試
験・治験の実施等につなげていく。特に難治性の
膵臓がん及び肺がん患者に対して、遺伝子パネル
検査結果に基づく遺伝子変異に対応する分子標的
薬による治療を推進する（再掲）。

中
期
目
標

　県立病院機構に求められる医療を確実に提供するため、医療を取り巻く環境の変化に的確に対応できる運営
体制を構築すること。

　医療ニーズの多様化、高度化、患者動向など、医
療を取り巻く環境の変化に柔軟に対応するため、職
員を機動的に配置するとともに、医療及び病院経営
に関する情報を分析し、その分析結果を活用するこ
とで、医療環境の変化に対応できる運営体制の構築
に努める。

　医療ニーズの多様化、高度化、患者動向など、
医療を取り巻く環境の変化に柔軟に対応するた
め、職員の機動的配置に努める。

中　期　計　画

　病院機能を強化するため、情報管理、クリニカ
ルパスに係る専従の看護師を引き続き配置する(再
掲）。

年　度　計　画

④医療機器の増設及び計画的な更新

　県の補助金を活用した災害時の患者受け入れ
体制を整備

（北病院）
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(33)医療環境の変化に対応できる運営体制の構築 (33)医療環境の変化に対応できる
運営体制の構築

・
【特記事項】

・

・

・

【中央病院】
病院会議（月１回　開催）

構成メンバー

１８０人

【北病院】
院内連絡会議（月１回　開催）

２６人

・

病院に関する諸問題について、課題の検討、経営分
析や経営改善に向けた協議、各セクションからの状況
報告等

　平成２８年１０月から、中央病院の「病院会議」において院内全体の取り
組みとするため、各部署の優れた独自の業務改善取り組み事例を発表し
ている。

病院に関する諸問題について、課題の検討、経営
分析や経営改善に向けた協議、各セクションから
の状況報告等

内　　容

内　　容

構成メンバー

Ａ

　病院機能を強化するため、情報管理（担当２名）、クリニカルパス（担当
１名）、感染対策（２名）、医療安全（２名）に係る専従看護師を継続的に
配置している。（前述Ｐ２４）

院長、副院長、事務局長、社会生活支援部長、医
療部長、看護部長、副看護部長、薬剤師長、管理
栄養士、主任臨床検査技師、医療安全管理者、社
会生活支援部各室長及び担当リーダー、事務局
課長及び担当リーダー等

　クリニカルパス活用・推進のため、ＤＰＣ分析ソフト「ヒラソル」を活用し
て、各診療科の疾患・手術・処置等に関する、特定病院群とのベンチマー
クデータの提供を行い、２７診療科に対し、８３件のパス提案と作成支援
を実施し、新規パス４１件と既存パス更新３件を承認した。（前述Ｐ２２）

理事長、院長、副院長、院長補佐、事務局長、医療局
長、看護局長、統括部長、部長、副部長、主任看護師
長、技師長、事務局課長及び担当リーダー等

定　　員

会議名

定　　員

　診療報酬の迅速かつ適正な算定を行うため、令和７年度は診療報酬担
当６名、ＤＰＣ担当２６名、診療情報管理担当８名体制で業務に取り組ん
だ。

　中央病院の「病院会議」、北病院の「院内連絡会議」において、病院全
体の情報交換や意見交換、共通認識の醸成を行い、各科の入院、外来
の稼働額を前年同期と比較図示化し、前年同月に比べ稼働額が減った
診療科については、その要因を探り、対策を立てることにより、職員の経
営参画意識を高めた。

設立団体の長（知事）の評価

当該事業年度における中期計画の実施状況が優れている。

評価 Ａ
当該事業年度における中期計
画の実施状況が優れている。

評　価

業務実績及び県立病院機構の自己評価

　病院会議、院内連絡会議を通じた病
院全体の情報交換や共通認識の醸成が
図られており、病院経営に関する情報
分析と要因究明により職員の経営参画
意識を高めるとともに、医療環境の変
化に柔軟に対応するための運営体制の
構築に取り組んでいることは評価す
る。
　病院会議の出席率向上のため、参加
促進策の更なる強化を期待する。

会議名
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年　度　計　画中　期　計　画
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・

・

・

・

・

・

・

(北病院）
・

・

・

　アルコール、薬物、ギャンブル依存やゲーム障害への治療プログラム
の安定的な提供体制を整えている。また、県主催のデジタルデトックス
キャンプに職員を講師として派遣し、認知行動療法等を実施することで、
県による支援体制の構築に寄与した。

　中央病院の「病院会議」には第２部を設けており、各診療科の診療内
容、治療成績、最近のトピック、今後の展望など各科の特色の相互理解
を深め、かつ、今後の医療に関する調査・研究課題を探索した。

業務実績及び県立病院機構の自己評価

　令和４年５月から、保護室を増床したことにより、自傷、他傷の恐れのあ
る対応困難な患者などの増加に対応した安定的な受け入れが可能とな
り、患者の病状に応じた治療環境のもとで円滑な急性期治療を行ってい
る（前述P１６）。

　令和５年３月にがん遺伝子パネル検査の医学的解釈及び治療方針に
ついて、独自に決定することができる「がんゲノム医療拠点病院」に指定
されたことから、がんゲノム遺伝子パネル検査によって確認されたがん患
者の遺伝子変異について、解析・評価を行い、患者にとって最適な医薬
品・治験等について検討した。令和７年度は、中央病院のパネル会議で
は１５６症例について検討した。（前述Ｐ１１）

　令和６年10月から令和7年４月に完成し、中央病院の全照明器具１３，
８８４台のうち、３階から屋上、屋外灯までの６，９９４台についてLED化を
行うことで、約２０，７６５千円／年の電気代の削減を見込まれる。
　また、一昨年に実施した６，８９０台の更新分と合わせ、特殊照明を除く
蛍光灯のLED化を完了してしている。

　ＭＲＩ更新を行い、令和７年９月から運用開始されたことにより、撮影の
高速化、高画質データの提供、検査受け入れの拡充が実現された。な
お、令和７年度の実績としては、ＭＲＩが７，２５１件（令和６年度７，０９７
件）、ＣＴが３２，７０２件（令和６年度実績３２，８０６件）となった。（前述Ｐ２

　院内におけるインターネット利用環境の整備として、高度救命救急セン
ターや二次救急処置室等へ利用エリアを拡大し、診療支援のほか、WEB
会議やe-learning受講に活用している。

　注射薬払出システムで故障が頻発しており、業務に支障をきたすことか
ら、令和７年８月にプロポーザルにて選定し、令和８年３月に更新した。
OPE室で使用している生体情報モニタリングシステムは院内でもっとも古
いシステムを使用していたため、令和７年９月に入札を実施し、令和８年
１月に更新した。

　北病院から、精神科医師の派遣を受け、身体合併症のある精神疾患者
への対応を強化している。

設立団体の長（知事）の評価

　治療抵抗性統合失調症への唯一の治療薬として位置づけられるクロザ
ピンに関し、県内で処方できる医療機関の数を増やし、クロザピンの必要
な症例への使用率をさらに高めている。
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業務運営の改善及び効率化に関する事項
２ 経営基盤を安定化するための収入の確保、費用の節減

２ 経営基盤を安定化するための収入の確保、費用の節減

(1)収入の確保 (1)収入の確保

・

・

・

・

・

・
・

・

・

・

・

③　未収金対策
　患者負担金に係る未収金の発生を防止する新たな
決済手段の導入の他、定期的な請求・督促を行い、
回収業務の専門家の活用など、早期回収に努める。

④　診療情報の活用
　ＤＰＣ等から得られる疾患別の診療情報を他の医
療機関と比較し、クリニカルパスの見直しや、在院
日数の適正化に取り組むことにより収益性の向上に
努める。

　患者負担金に係る未収金の発生を防止すると
ともに、定期的な請求・督促を行い、回収業務
の専門家の活用など、早期回収に努める。
　入院患者については、退院時に精算ができる
よう即日請求に向けた取組を県立病院機構全体
で推進する。
　スマートフォン等を利用したＱＲコードによ
る支払いについては、コンビニでの導入を踏ま
え、引き続き、会計窓口への導入に向け、その
影響や費用対効果を含めて検討していく。

② 使用料及び手数料の確保
　使用料及び手数料の項目及び額について実情
に応じた見直しを適切に行い、適正な料金の設
定を図る。

①  診療報酬請求事務の強化

④  診療情報の活用
　ＤＰＣ等から得られる疾患別の診療情報を他
の医療機関と比較し、クリニカルパスの見直し
や活用、副傷病名の付与、救急加算の適正取
得、在院日数の適正化に取り組むことにより収
益性の向上に努める。

③ 未収金対策

年　度　計　画

(2)費用の節減
　業務運営の改善及び効率化を検討する中で、費用の節減に努めること。

中　期　計　画

  引き続き経営基盤の安定化を進めるため、人的、物的資源の有効活用や業務の見直しを行い、効率的な業務
運営の実現を図ること。

中
期
目
標

(1)収入の確保
　診療報酬改定への適切な対応や料金の定期的な見直しのほか、延べ患者数、患者単価、平均在院日数等の動
向に留意するなどし、経営基盤を安定化するための収入の確保に努めること。

２　経営基盤を安定化するための収入の確保、費用の
　節減

２　経営基盤を安定化するための収入の確保、費用の
　節減

①　診療報酬請求事務の強化
　適切な診療報酬事務の実施、診療報酬改定への対
応が可能となる人員体制を構築する。また、レセプ
トチェックシステムの活用による請求事務の体制の
強化を図る。

②　使用料及び手数料の確保
　使用料及び手数料の項目及び額について実情に応
じた見直しを適切に行い、適正な料金の設定を図
る。

　診療報酬請求部門の専門性の向上及び適切な業務
委託の検討などを行い、効率的な運営体制を構築
し、経営基盤の安定化に取り組む。

　専門研修の実施により、診療報酬部門の強化
を図る。
　診療報酬改定に迅速かつ適切に対応すること
ができる人員体制や院内の連携体制を構築す
る。
　病名漏れ等の査定対策を図るために導入した
レセプトチェックシステムの運用体制を構築す
る。
　電子カルテの更新に合わせて導入した診療記
録作成システムにより、算定漏れ等を防止す
る。
　“取り漏れ・つけ漏れ対策”として、算定順
位が悪く高額な加算から29項目をピックアップ
し、適正な算定に取り組む。

　返戻再請求のオンライン化に対応する。
　事務処理改善のため、院内のオーダリングシ
ステムの見直しを行う。
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(34)経営基盤を安定化するための収入の確保、費用の節減 (34)経営基盤を安定化するための
収入の確保、費用の節減

・ 【特記事項】

・

・

・

・

１.発生予防対策
１）会計窓口クレジットカード対応
２）退院患者に対する即日請求（請求率：H２４年度４２％→R７年度５２％）
３）２次救急預り金制度（１万円徴収）
４）医療費立替・後払いサービスの導入
５）入院医療費保障サービスの導入

２.発生後の対策

２）未収金回収業務弁護士委託
３）定期請求間隔（→半月,２,４,６,８ヶ月後）
４）SNSショートメッセージサービスの導入

　中央病院では、未収金削減のため様々な取り組みを実施している。令
和７年度は、生活保護における医療券や健康保険証の使用確認などに
ついて市町村に積極的に確認を進めるとともに、未収金回収業務の弁護
士委託を活用した。

１）コンビニ納付書の活用を拡大（納付書バーコードを利用したスマホ
決済の本格導入)

　レセプトチェックを強化するため、導入済みの「レセプト博士」を補完する
新たなレセプト院内審査システムである「べてらん君コラボPlus」を導入
し、改善に努めている。

　医療DX推進体制整備加算を届け出たほか、看護補助者充実体制加算
を２から１に区分上げするなど院内各科の収益性向上に向けた新規届出
９件を含む２１件の届出を行った。

　令和５年５月、返戻再請求の一部についてオンライン化が行えるように
システムを改修した。

業務実績及び県立病院機構の自己評価 設立団体の長（知事）の評価

　診療報酬の迅速かつ適正な算定を行うため専任職員を配置し、令和３
年５月から外来会計窓口を直営化した。また、診療報酬適正化に向け平

成２８年度に新設されたＤＰＣ担当は、病棟クラーク
＊用語24

業務及び医師
等に対して、診療報酬制度の周知・啓発に努めている。

　診療情報の迅速かつ適正な算定のた
めの診療報酬専任職員の配置や、外来
窓口の直営化、診療材料の共同購入の
推進など、収入の確保と経費の節減に
努めていることは評価する。
　未収金削減のために多くの取り組み
を行い回収率が向上したことは評価す
る。
　薬品値引率向上への更なる取り組み
を期待する。

評価 Ｓ当該事業年度における中期計画の実施状況が特に優れている。評　価 S
当該事業年度における中期計
画の実施状況が特に優れてい
る。
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(2) 費用の節減・適正化　　　 (2) 費用の節減・適正化　　　

・

・

　薬品及び診療材料の価格交渉力の強化を図る
ため、全国自治体病院会が開催する各種研修等
へ積極的に参加するとともに、先進病院等を視
察する。また、ベンチマークシステムを活用し
た適正価格の把握に努める。
　後発医薬品の採用、同種同等品への切替等に
よる材料費の適正化に努めるとともに、共同購
入を行う選定品を追加し更なるコスト削減に取
り組む。

年　度　計　画

① 薬品費及び診療材料費の節減・適正化

中　期　計　画

　薬品及び診療材料の価格交渉力の強化を図るた
め、ベンチマークを活用した適正価格の把握に努め
るとともに、後発医薬品の積極的な採用及び共同購
入の活用により薬品費及び診療材料費の節減・適正
化に努める。

①　薬品費及び診療材料費の節減・適正化
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・

・

・

・

・

・

・

　中央病院の診療報酬請求額は、前年比１．０％増の２６４億５，１０１万
円、北病院の診療報酬請求額は、前年比０．１％増の１９億６，８７５万円
であった。

　採用されたクリニカルパスについては、インフォメーションに掲載し、院
内周知を図っている。

　令和４年度から、“取り漏れ・つけ漏れ対策”として、算定順位が悪く高
額な特掲診療料から特定薬剤治療管理料を含めた１２項目をピックアッ
プし、このうち悪性腫瘍特異物質治療管理料における当院の算定を分析
し、令和４年９月より理事長外来にてレセプト請求を検証した。令和５年
度からは、２９項目に拡大し検証を実施している。

　購入金額の７０％を占める上位１５０品目の薬品については、医師・薬
剤師と協力してメーカーを交えてディーラーと個別交渉を行った。また、そ
れ以外の薬品については、ベンチマークや自治体病院の全国平均値引
率等を参考に、契約業者ごとの割引目標額を設定し、価格交渉を行った
結果、令和７年度は約１，９００万円の購入費が削減ができた。

　診療材料約１万品目のうち、購入金額の４０％を占める３００品目につ
いて重点的に価格交渉を実施した。ベンチマークを活用して他院よりも割
高な診療材料について価格交渉を行った結果、年換算で約１，２００万円
の削減ができた。

　クリニカルパス活用・推進のため、ＤＰＣ分析ソフト「ヒラソル」を活用し
て、各診療科の疾患・手術・処置等に関する、特定病院群とのベンチマー
クデータの提供を行い、２７診療科に対し、８３件のパス提案と作成支援
を実施し、新規パス４１件と既存パス更新３件を承認した。（前述Ｐ２２）

設立団体の長（知事）の評価

　令和２年度から薬事委員会の内部委員会として、既存薬の価格低減を
目的とした既存薬適正価格購入委員会を設けている。また、令和４年度
からは毎月、医師、薬剤師、事務で価格交渉方針等の協議を行ってい

業務実績及び県立病院機構の自己評価
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・

・

・

年　度　計　画中　期　計　画

②　経費等の節減・適正化②　経費等の節減・適正化
　要員計画の策定、医師事務作業補助者の業務の見
直し、適正な業務委託のあり方の検討などを行い、
人件費及び経費等の適正化に努める。
  また、器械備品及びその保守管理については、ベ
ンチマークを活用した適正価格の把握に努める。

　要員計画の策定、医師事務作業補助者の業務の
見直し、適正な業務委託のあり方の検討などを行
い、人件費及び経費等の適正化に努める。
  また、器械備品及びその保守管理については、
ベンチマークシステムを活用して適正価格の把握
に努める。
  院内照明のＬＥＤ化を行うことで、消費電力及
び費用の削減を図る。

―　111　―



・

・

・

・

・

・

・

　器械備品購入にあたっては、適正価格を把握するため、他院の購入価
を確認できるベンチマークを活用して、他院割引額以下となるように積算
している。

　令和６年１０月から令和７年４月に完成し、中央病院の全照明器具１３，
８８４台のうち、３階から屋上、屋外灯までの６，９９４台についてLED化を
行うことで、約２０，７６５千円／年の電気代の削減を見込まれる。
　また、一昨年に実施した６，８９０台の更新分と合わせ、特殊照明を除く
蛍光灯のLED化を完了している。

　中央病院の後発医薬品採用数は、前年度と比べて１．０％減の６９２品
目、後発医薬品購入割合は、０．４P減の７．０％となった。また、中央病
院は、入院外来合わせて後発品使用割合が９０％以上（９４．５％）である
ため、機能係数Ⅰにおいて０．００２４の評価対象となっている。

設立団体の長（知事）の評価

　診療材料を継続して採用する基準を追加し、ベンチマークが他院平均
よりも安価、若しくは償還価格（ないものは定価）の１２％以上の値引とし
ている。

　診療材料費の縮減のため、共同購入組織であるメッカルＧＰＯに加入
し、既契約組織であるＮＨＡの共同購入と効果的に使い分けている。ま
た、毎月１回メッカルＧＰＯと同種同等品の切替等について協議を行っ

業務実績及び県立病院機構の自己評価

　中央病院では、共同購入組織である日本ホスピタルアライアンス（ＮＨ
Ａ）に平成２８年４月から加盟し、汎用医療材料などの１３分野の購入事
業に参加した。令和７年度は、主な３分野で８，４６９万円、全体で約１億
４，９４１万円の削減ができた。

令和８年４月より、整形外科に手術支援機器MAKOを導入した。これによ
り、人工股関節置換術、人工膝関節置換術において手術時間の短縮、
入院期間の短縮が期待できる。
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業務運営の改善及び効率化に関する事項
３ 事務部門の専門性の向上

３ 事務部門の専門性の向上

３ 事務部門の専門性の向上 ３ 事務部門の専門性の向上
　医療事務に精通した機構職員の採用や育成、事務
職員に必要な知識の習得のための研修の実施など、
業務に必要な法令、会計、診療報酬体系等に習熟し
た事務職員の確保に努める。
　また、医療行政の知識を深め、病院と行政とのよ
り一層の連携強化等を図るため、病院機構事務職員
を県医務課に派遣する。

　業務に必要な法令、会計、診療報酬体系等に精通した事務職員を育成し、事務部門の専門性を向上させるこ
とにより、運営が円滑に行われるよう努めること。

中　期　計　画

中
期
目
標

　医療事務に精通したプロパー職員の採用や育成、
事務職員に必要な知識の習得のための研修の実施な
ど、業務に必要な法令、会計、診療報酬体系等に習
熟した事務職員の確保に努める。

年　度　計　画
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(35）事務部門の専門性の向上 (35)事務部門の専門性の向上

【特記事項】
・

・

・

・

・

・

　今後の病院経営管理部門の職員を計画的に育成するため、病院機構
事務職員採用試験を実施し、令和８年４月１日付けでプロパー４人（事務
職員：中央病院４人）を採用した。

　平成２８年１０月から、中央病院の「病院会議」において院内全体の取り
組みとするため、各部署の優れた独自の業務改善取り組み事例を発表し
た（前述Ｐ５２）。

　病院経営管理部門職員の計画的な採
用、育成を進めるとともに、事務職員
の県への派遣、日本クリニカルパス学
会学術集会や全国自治体病院協議会へ
の参加など様々な取り組みがあったこ
とは評価する。

Ａ

　４月の新規採用職員研修において、機構職員として必要な知識を習得
できるよう、職種横断的な研修を実施した。

評価
当該事業年度における中期計
画の実施状況が優れている。

業務実績及び県立病院機構の自己評価

評　価 当該事業年度における中期計画の実施状況が優れている。

設立団体の長（知事）の評価

　医療行政の知識を深め、病院と行政とのより一層の連携強化等を図る
ため、令和６年度より、病院事務職員１人を県医務課に派遣している。

　令和６年１０月に愛媛県で開催された日本クリニカルパス学会学術集
会に参加し、他施設におけるパス使用率向上の取り組みやパスの見直し
にかかる事例を研究することで、当院のパス使用の取り組みに活用して
いる。

全国の自治体病院の取り組み状況など情報共有を図るため、全国自治
体病院協議会（関東ブロック会議）に事務職員が参加している。

Ａ
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業務運営の改善及び効率化に関する事項
４ 職員の経営参画意識の向上

４ 職員の経営参画意識の向上

４　職員の経営参画意識の向上 ４　職員の経営参画意識の向上
(1)経営関係情報等の周知 (1)経営関係情報等の周知

(2)取組の共有化　 (2)取組の共有化

(3)職員提案の奨励 (3)職員提案の奨励

　毎月開催される中央病院の「病院会議」、北病院
の「院内連絡会議」において、職員に対し医療や病
院経営に関して前年同期と比較した指標等を示すと
ともに、課題等についてはその要因を探り、課題解
決に向けた方向性を職員に示すことで、職員の経営
参画意識を高める。

　職員の病院経営に対する参画意識や目標達成に向
けた意欲を高めるため、職員提案を奨励し、提案さ
れた内容の実現に向けて真摯に検討する。

　職員の病院経営に対する参画意識や目標達成に向
けた意欲を高めるため、職員提案を奨励し、提案さ
れた内容の実現に向けて真摯に検討する。

中
期
目
標

中　期　計　画

　医療及び病院経営に関する情報を分析し、その分
析結果をわかりやすく職員に周知し、職員の経営参
画意識を高める。

  職員が、定款に定められた目的、中期目標、中期計画等に掲げる取り組みを共有し、責任感や使命感を持っ
て病院経営に積極的に参画するとともに、職員が協力し、業務改善を推進する体制を構築すること。

年　度　計　画

　中期計画等に掲げる取組について、病院全体で共
通認識を醸成し、その取組状況の共有を図る。

　中期計画等に掲げる取組について、病院全体で共
通認識を醸成し、その取組状況の共有を図る。
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(36）職員の経営参画意識の向上 (36）職員の経営参画意識の向上

・ 【特記事項】

・

・

・

・

・

　職員が病院経営について自由に提案する職員提案制度であり、創意工
夫により日常業務の改善を目的とする“プロジェクト・KAIZEN”と、大胆な
発想の転換により現状の抜本的改善を目的とする“プロジェクト・坂の上
の雲”の２部門について、職員提案の募集を行い、令和７年度は５件の提
案があった。
　また令和７年度より、職員による生成ＡＩの日常的活用を推進することを
目的とする”生成AI活用大会”について募集を行い、１３件の提案があっ
た。

Ａ評　価

　県立中央病院では、平成２８年度から毎週水曜日に１時間程度、理事
長、理事他、看護局幹部、薬剤部長、事務局など３０名程度が集合し、各
部局の業務や改善の取組み状況について発表するワーキング・ラウンド
を延べ３７６回開催している。この中で、理事長より取り組むべき課題や
方向性が示されるとともに、各部署の優れた取組み等については、改め
て毎月の病院会議により院内全体に周知している。

Ａ
当該事業年度における中期計
画の実施状況が優れている。

業務実績及び県立病院機構の自己評価

　北病院では、医療の質の向上を図るため、公益社団法人全国自治体
病院協議会の医療の質の評価・公表等推進事業に参加し、得られた
データをもとに課題等の解決に取り組んだ（前述Ｐ２１）。

　病院会議、院内連絡会議において、
経営情報の共有化や経営参画意識の向
上を図っていることは評価する。
　職員提案制度や生成ＡＩの活用方法
の募集において、実現数向上のための
積極的な取り組みを期待する。

　令和６年８月の病院機能評価の更新に向け、医療機能推進委員会が
中心となり、各部署が取り組むべき課題の改善を実施した結果、公益社
団法人日本病院機能評価機構より「一般病院２」の認定を受けることがで
きた。

　県立中央病院においては、他院のベンチマークとして、平成２９年度に
日本看護協会が運営するDiNQL（労働と看護の質向上のためのデータ
ベース）に参加し、令和２年度からDPCデータ分析システム 「ヒラソル」を
導入した。一般社団法人日本病院会の臨床指標プロジェクトには、平成
３０年度から参加したが、各病院の役割や機能、患者属性などの交絡因
子を調整する方法が精緻化されておらず、他院と比較して当院の立ち位
置を確認する指標として適当ではないことから、引き続きDiNQLと「ヒラソ
ル」を活用することとした。（前述Ｐ２１）

　中央病院の「病院会議」、北病院の「院内連絡会議」において、病院全
体の情報交換や意見交換、共通認識の醸成を行い、各科の入院、外来
の稼働額を前年同期と比較図示化し、前年同月に比べ稼働額が減った
診療科については、その要因を探り、対策を立てることにより、職員の経
営参画意識を高めた（前述Ｐ５２）。
　また、この両病院の会議で、中期計画等について説明し、共通認識を
持って日々の業務に取り組んだ。

設立団体の長（知事）の評価

当該事業年度における中期計画の実施状況が優れている。 評価
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財務内容の改善に関する事項

１ 予算（令和６年度～令和９年度） １　予算（令和７年度）

収入 収入
営業収益 営業収益

医業収益 医業収益
運営費負担金 運営費負担金
その他営業収益 その他営業収益

営業外収益 営業外収益
運営費負担金 運営費負担金
その他営業外収益 その他営業外収益

資本収入 資本収入
運営費負担金 運営費負担金
長期借入金 長期借入金
その他資本収入 その他資本収入

その他の収入 その他の収入
計 計

支出 支出
営業費用 営業費用

医業費用 医業費用
給与費 給与費
材料費 材料費
経費 経費
研究研修費 研究研修費

一般管理費 一般管理費
営業外費用 営業外費用
資本支出 資本支出

建設改良費 建設改良費
償還金 償還金

その他の支出 その他の支出
計 計

【人件費の見積り】 【人件費の見積り】
　期間中総額55,417百万円を支出する。 　期間中総額14,210百万円を支出する。

【運営費負担金のルール】 【運営費負担金のルール】

0
35,126

中
期
目
標

  中期目標の各年度における経常利益について安定的な水準を維持するとともに、キャッシュ・フロー及び長
期的な資金収支について分析し、計画的な資金管理を行うことにより、経営基盤の安定化に努めること。

年　度　計　画

金　額

86
20,331

  なお、当該金額は、法人の役職員に係る報酬、基
本給、諸手当、法定福利費及び退職手当の額に相当
するものである。

　長期借入金等元利償還金に充当される運営費負担
金は、経常費助成のための運営費負担金とする。

　なお、当該金額は、法人の役職員に係る報酬、基
本給、諸手当、法定福利費及び退職手当の額に相当
するものである。

  救急医療等の政策医療経費については、地方独立
行政法人法第85条第1項の規定により算定された額と
する。

  救急医療等の政策医療経費については、地方独立
行政法人法第85条第1項の規定により算定された額と
する。

8,800
11,531

0

  長期借入金等元利償還金に充当される運営費負担
金は、経常費助成のための運営費負担金とする。

中　期　計　画

130,259

（単位：百万円）

4,383
1,701
2,682

11,752
4,518

54
126

0

第４　予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画
　　　及び資金計画

775
4,183

3041,018

115,537
13,497

第４　予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画
　　　及び資金計画

243

55,156

区　分 金　額

1,225

0

3,372

35,195

235

411
564

30,603

0

（単位：百万円）
区　分

0

1,516

116,938

43,770

137,625

4,183

33,375

0

30,657

28,979

14,207

356

69

17,037

0

1,024

　政策医療を的確に提供し、質の高い医療を提供す
るため、県立病院機構の経常収支比率を毎年度１０
０％以上とし、経常利益について安定的な水準を維
持する。
　また、他の地方独立行政法人の経営指標との比較
を行うとともに、資金収支及び収支予測に基づき、
適切な資金運用を図る。

1,516

135,460

116,527
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(37)予算、収支計画及び資金計画、短期借入金の限度額 (37)予算、収支計画及び資金計画、
短期借入金の限度額

【特記事項】

１ 予算執行状況（令和７年度末） ○年度計画との比較 ○Ｒ６実績との比較
（単位：百万円）

収入
営業収益

医業収益
運営費負担金
その他営業収益

営業外収益
運営費負担金
その他営業外収益

資本収入
運営費負担金
長期借入金
その他資本収入

その他の収入
計

支出
営業費用

医業費用
給与費
材料費
経費
研究研修費

一般管理費
営業外費用
資本支出

建設改良費
償還金

その他の支出
計

0.5%
118.3%

105.1% 309 11 3.5%

16
95.3% 447 529

69
320

9 15.0%100.6% 60

99.5% 2.6%
1.0%

33,199

増減額

32,360 839

1,504 99.2%

99.3%

101.5%

3,372 100.0% 3,356
976

0

0

117.9%

増減比
（単位：百万円）

294

区　分 R7執行額 執行率 R6執行額

2

28,851 99.6% 28,557

250 0.7%
1,504 99.2% 4,365 -2,861 -65.5%

106.5% 249

0 0
139 10.2%1,365

3,000 -3,000 -100.0%
0 0

1.5%

35,023 99.5% 37,034 -2,011 -5.4%
0

770 6.9%

30,405 99.2% 30,066 339 1.1%
30,390 29,941 449

128 20 15.7%

13,874 97.7% 14,278 -404 -2.8%
11,928 11,158

101.9% 68 19 27.9%

4,439 98.3% 4,377 62 1.4%
149

91.4% 6,565 -5,011 -76.3%

15 27.6% 125 -110 -88.1%
88

-3.8%

4,218 96.2% 9,335 -5,117 -54.8%
1,554
2,664 99.3% 2,770 -107

34,711 98.8% 39,470 -12.1%
0 0 0

-4,759

業務実績及び県立病院機構の自己評価 設立団体の長（知事）の評価

評　価 Ａ 当該事業年度における中期計画の実施状況が優れている。 評価 Ａ
当該事業年度における中期計
画の実施状況が優れている。

　人件費の増加や物価高騰による経費
の増加等により、中期計画を下回りは
したが、経常利益７２０百万円、純利
益６６１百万円と前年に比べ増加し、
黒字を確保できたことは評価する。
　医療需要等を適切に反映した経営を
期待する。
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２　収支計画（令和６年度～令和９年度） ２ 収支計画（令和７年度）

収入の部 収入の部
営業収益 営業収益

医業収益 医業収益
運営費負担金収益 運営費負担金収益
資産見返負債戻入 資産見返負債戻入
その他営業収益 その他営業収益

営業外収益 営業外収益
運営費負担金収益 運営費負担金収益
その他営業外収益 その他営業外収益

臨時利益 臨時利益
支出の部 支出の部

営業費用 営業費用
医業費用 医業費用

給与費 給与費
材料費 材料費
経費 経費
減価償却費 減価償却費
研究研修費 研究研修費

一般管理費 一般管理費
営業外費用 営業外費用
臨時損失 臨時損失

純利益 純利益
目的積立金取崩額 目的積立金取崩額
総利益 総利益

区　分
131,498

中　期　計　画

3,372

年　度　計　画

4,145
2,228
118
56

117

金　額

130,537

（単位：百万円）
金　額

13,497
115,389

14,196
10,704

0
4,451

446

31,447
31,391

604
0

604

41
1,662

109

33,754
33,463
28,950

221
69

426
1,225

243

1,024

0
33,150

718
0

127,047

290961

6,613

120,325
119,879
55,121
39,590

4,451

522
9,106
15,540

区　分
（単位：百万円）
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２ 収支報告（令和７年度末現在） ○Ｒ６実績との比較
（単位：百万円）

収入の部
営業収益

医業収益
運営費負担金収益
資産見返負債戻入
その他営業収益

営業外収益
運営費負担金収益
その他営業外収益

臨時利益
支出の部

営業費用
医業費用

給与費
材料費
経費
減価償却費
研究研修費

一般管理費
営業外費用 
臨時損失

経常利益
純利益
目的積立金取崩額
総利益

720

661

1,698

11.9%

10,846
4,060

661

305
976

69

2

20 16.5%
-110 -85.7%
107

28,814

32,924

13,864

18

31,146

61

2,236

3,372

R6執行額 増減額 増減比

835 2.6%
2.6%

28,525
3,356

842

1.4%

32,443

31,165

0

140

235

（単位：百万円、税抜き）

117

区　分 金　額
33,584
33,278

613 1.9%

288 1.0%
16 0.5%
2

529 118.3%
10 3.5%

-3 -68.7%

-404

9 15.0%
1 0.5%

238

480 1.6%
590 1.9%

258 55.9%

-2.8%
687 6.8%
50 1.3%

53.0%

6.7%
26 73.9%

432

229 53.0%
0

229

115
447

14,268

120
129

1,591
35

432
0

5
32,310
30,685
30,556

10,159
4,009
1,999

462

業務実績及び県立病院機構の自己評価 設立団体の長（知事）の評価

294
60
234

32,743
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３　資金計画（令和６年度～令和９年度） ３ 資金計画（令和７年度）

資金収入 資金収入
業務活動による収入 業務活動による収入

診療業務による収入 診療業務による収入
運営費負担金による収入 運営費負担金による収入
その他の業務活動による収入 その他の業務活動による収入

投資活動による収入 投資活動による収入
運営費負担金による収入 運営費負担金による収入
その他の投資活動による収入 その他の投資活動による収入

財務活動による収入 財務活動による収入
長期借入金による収入 長期借入金による収入
その他の財務活動による収入 その他の財務活動による収入

前期中期目標期間からの繰越金 前事業年度からの繰越金
資金支出 資金支出

業務活動による支出 業務活動による支出
給与費支出 給与費支出
材料費支出 材料費支出
その他の業務活動による支出 その他の業務活動による支出

投資活動による支出 投資活動による支出
固定資産の取得による支出 固定資産の取得による支出
その他の投資活動による支出 その他の投資活動による支出

財務活動による支出 財務活動による支出
長期借入金の返済による支出 長期借入金の返済による支出

　 その他の財務活動による支出 その他の財務活動による支出
次期中期目標期間への繰越金 翌事業年度への繰越金

短期借入金の限度額 短期借入金の限度額
１ 限度額 １，０００百万円 １ 限度額 １，０００百万円
２ 想定される短期借入金の発生理由 ２ 想定される短期借入金の発生理由

剰余金の使途 剰余金の使途
　決算において剰余金を生じた場合は、将来の病院
施設、医療機器の整備費用及び病院施設、医療機器
の取得に充てた長期借入金（移行前地方債債務償還
金を含む。）の返済に充てる。

131,277

0

1,516
0

28,979
33,679

1,259
3,441

1,516

152,438
30,743

8,800

117,294

4,183

0

2,682
908

0

移行前地方債償還債務の償還による支出 1,774

0
0

16,807

11,531

0

8,800 1,699
2

52,002

14,211
11,752

55,417

運営費負担金の交付時期の遅れ等による一時的な
資金不足への対応

0
14,813 16,876

4,780
1,701

運営費負担金の交付時期の遅れ等による一時的な
資金不足への対応

0

移行前地方債償還債務の償還による支出 7,132

43,770
18,107

4,399

0

4,183

16,978

0

区　分
（単位：百万円）

区　分 金　額金　額
152,438

中　期　計　画 年　度　計　画

　決算において剰余金を生じた場合は、将来の病院
施設、医療機器の整備費用及び病院施設、医療機器
の取得に充てた長期借入金（移行前地方債債務償還
金を含む。）の返済に充てる。

13,740
2,000

（単位：百万円）

52,002

115,537
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３ 資金収支（令和７年度末現在） ○Ｒ６実績との比較
（単位：百万円） （単位：百万円）

資金収入
業務活動による収入

診療業務による収入
運営費負担金による収入
その他の業務活動による収入

投資活動による収入
運営費負担金による収入
その他の投資活動による収入

財務活動による収入
長期借入金による収入
その他の財務活動による収入

前事業年度からの繰越金
資金支出

業務活動による支出
給与費支出
材料費支出
その他の業務活動による支出

投資活動による支出
固定資産の取得による支出
その他の投資活動による支出

財務活動による支出
長期借入金の返済による支出

その他の財務活動による支出
翌事業年度への繰越金

・

・
　

【実績（定量的な業績指標）】

3,441

33,142

15,602

908
移行前地方債償還債務の償還による支出 1,774

0

51,556

17
2,682

4,710
11,678

31,076

2,179

51,554

16,807

0

28,865

89
1,516
1,516
0

3,416 0.7%25

32,670 472 1.4%

金　額

89
836

2,196

　資金繰りは、順調である。

14,688

34

　短期借入は行っていない。

区　分

1,365 151 11.1%

55 161.8%

55 161.8%
0 0
34

1,036 -200 -19.3%

28,218 647 2.3%

増減額 増減比R6執行額
52,581 -1,027 -2.0%

1,365 151 11.1%
0 0

18,512 -1,705 -9.2%
52,581 -1,025 -2.0%
29,896 1,180 3.9%
14,058 630 4.5%
11,321 357 3.2%
4,517 193 4.3%
3,108 -912 -29.3%
3,108 -929 -29.9%

0 17
2,770 -88 -3.2%
999 -91 -9.1%

16,807 -1,205 -7.2%

1,771 3 0.2%
0 0

業務実績及び県立病院機構の自己評価 設立団体の長（知事）の評価
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その他業務運営に関する重要事項

１ 保健医療行政への貢献

２ 法令・社会規範の遵守

３ 積極的な情報公開

４ 人事管理

第９　その他業務運営に関する重要事項 第６　その他業務運営に関する重要事項
１ 保健医療行政への貢献 １　保健医療行政への貢献

・

・ 　患者の利便性向上のため、かかりつけ連携手帳に
関する情報提供を行い普及を図るなど、医療分野の
デジタル化に積極的に取り組むことで、社会基盤づ
くりに貢献していく。

中
期
目
標

  県などが進める保健医療行政に関係機関との協議に基づき積極的に取り組み、本県の基幹病院としての役割
を果たすこと。
 特に、後発医薬品の使用割合の向上に寄与するなど、医療費適正化の推進に貢献するとともに、より円滑な
医療の提供のため、かかりつけ連携手帳などのパーソナル・ヘルス・レコードの普及に主導的に取り組み、医
療情報の活用など医療分野のデジタル化に対応した社会基盤づくりに積極的に貢献すること。
 また、県民に向けた健康の保持・増進に関する情報提供、普及啓発に努めること。

　運営の透明性の確保に努め、業務内容や業務運営の改善等の情報発信に積極的に取り組むこと。

　職種ごとに、将来の人事配置を見据え計画的な採用を図るなど、職員構成の適正化に努めること。

年　度　計　画

　県民に信頼され、県内医療機関の模範的役割を果たしていけるよう法令や社会規範等を遵守するとともに、
これらを確保するための内部統制体制を整備すること。

中　期　計　画

　新型コロナウイルス感染症患者等入院医療機関と
して、県と連携し必要な医療体制の確保・支援を行
う（再掲）。

　山梨県などが進める保健医療行政に関係機関と十
分に連携を図り、積極的に貢献する。
  特に、医療費適正化を推進するため、山梨県が定
める医療費適正化計画に沿って、後発医薬品の使用
推進に取り組む。
  また、患者の利便性向上のため、かかりつけ連携
手帳に関する情報提供を行い普及を図るなど、医療
分野のデジタル化に積極的に取り組むことで、社会
基盤づくりに貢献していく。
  県民の健康の保持及び増進のため、県民を対象と
した公開講座を開催するとともに、疾病予防、治療
法等についての広報活動に努める。

　山梨県などが進める保健医療行政に積極的に協力
するとともに、県と連携して医療費適正化を進め
る。
　県立中央病院においては、後発医薬品の規格単位
数量割合８５％以上、県立北病院にあっては同割合
８０％以上とする。
　県民の健康の保持及び増進のため、県民を対象と
した公開講座を開催するとともに、疾病予防、治療
法等についての広報活動に努める。
　感染症の専門人材を育成し、感染症知識の普及啓
発を図るため、研修プログラム特設サイトを運営す
る（再掲）。
　県が取り組む児童・思春期を対象としたゲーム・
ネット依存症対策事業に参加し、 認知行動療法に関
するプログラムを実施することで、患者支援体制構
築への寄与を図る（再掲）。
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(38)保健医療行政への貢献 (38)保健医療行政への貢献

【実績（定量的な業績指標）】 【特記事項】

・

【実績（その他の取組状況）】

・

・

・ 　県が主催する各種委員会等へ職員を派遣した。
（主なもの）

山梨県予防のための子どもの死亡検証体制整備事業CDR推進会議

山梨県いのちのセーフティネット連絡協議会
精神科救急医療事業連絡調整委員会

当該事業年度における中期計画の実施状況が特に優れている。 評価

　令和７年度の後発医薬品の規格単位数量割合は、中央病院９４．５％、
北病院９４．９％であり、両院とも年度計画を上回ることができた。

　中央病院では、都道府県がん診療連携拠点病院、三次救急医療を担う
高度救命救急センター、県内の周産期医療の中核をなす総合周産期母
子医療センター、難病医療協力病院、エイズ治療中核拠点病院、新型コ
ロナウイルス感染症重点医療機関等として県の保健医療政策に係る重
要施策に貢献した。

　中央病院は、がん診療連携拠点病
院、高度救命救急センター、総合周産
期母子医療センター等として、北病院
は、医療観察法の指定入院医療機関等
として県の保健医療行政に係る重要施
策において中心的な役割を果たしてい
ることは評価する。
　後発医薬品の規格単位数量割合が高
水準を維持していることは評価する。

中北地域保健医療推進委員会

ＣＯＶＩＤ－１９入院調整専門家会議
県看護職員確保対策連絡協議会

精神医療審査会

山梨県感染症対策連携協議会

山梨県依存症連携会議

設立団体の長（知事）の評価

　北病院では、精神科救急医療体制の２４時間化における精神科救急受
診相談センター業務の一部を担うとともに常時対応型病院として、また、
医療観察法の指定入院医療機関等として、県等の保健医療に係る重要
施策に貢献した。

S評　価

業務実績及び県立病院機構の自己評価

Ｓ
当該事業年度における中期計
画の実施状況が特に優れてい
る。

山梨県メディカルコントロール協議会専門委員
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中　期　計　画 年　度　計　画
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・

・

・

・

・

・

（新型コロナウイルス感染症）
・

・

・

・

・

（北病院）
・

・

　電子版かかりつけ連携手帳に対応するため、処方・注射等の診療情報
等をQRコードにより提供できるよう電子カルテを改修し、令和３年１０月か
ら運用している（前述Ｐ３４）。

　県民及び医療従事者等を対象とした公開講座「高度化する循環器医
療」（R７.４.２１開催、７１名参加）、「肺がん治療　切る治療・切らない治
療」（R７.７.１５開催、３８名参加））、「歩ける幸せを守る」（R７.１２.２２開
催、７２名参加））及び「安心して産み育てる」（R８.１.２７開催、６４名参加）
を開催した。

　感染症の専門人材を育成し、感染症知識の普及啓発を図るため、感染
症専門医養成事業費補助金を活用した研修プログラム特設サイトの開
設およびPR動画の作成している。（前述Ｐ１４）

　県の感染症対策の指令機能を担う山梨版CDCに令和３年４月から当院
医師を派遣するため、県と職員の併任に関する協定を締結した。令和７
年度の派遣日数は、延べ４９日間であった。（前述Ｐ１５）

　令和５年３月にがん遺伝子パネル検査の医学的解釈及び治療方針に
ついて、独自に決定することができる「がんゲノム医療拠点病院」に指定
されたことから、がんゲノム遺伝子パネル検査によって確認されたがん患
者の遺伝子変異について、解析・評価を行い、患者にとって最適な医薬
品・治験等について検討した。令和７年度は、中央病院のパネル会議で
は１５６症例について検討した。（前述Ｐ１１）

　甲府地区の初期救急における深夜帯診療が中止されたため、平成２８
年度から二次救急当番日には、初期救急の患者を緊急避難的に受け入
れている。さらに、一部の二次救急病院の受入れに支障が出ているた
め、平成３０年４月から当院ではこれまで以上に多くの当番日を設け、患
者を受け入れている（前述Ｐ８）。

　子どもが死亡した時に、子どもの既往歴や家族背景、死に至る直接の
経緯等を検証する「予防のための子どもの死亡検証体制整備事業」に対
して、患者家族への説明及び同意書の取得について協力している。

業務実績及び県立病院機構の自己評価

　重度心身障害者医療費の助成制度について、医療機関の窓口での支
払いを不要にし、実質的な窓口無料化を図る県の実証実験を、令和３年
１０月から、中央病院で開始した。令和４年度の利用者は延べ７８名、令
和５年度の利用者は延べ１２６名、令和６年度の利用者は延べ２０４名、
令和７年度の利用者は延べ２１８名であった。

　北病院では、県からの要請に基づき令和３年１０月から精神障害患者
の新型コロナウィルス感染症患者病床を９床確保し患者を受け入れた。
令和５年５月以降は、感染病床（措置入院用）１床を確保していたが使用
実績はなかった（前述Ｐ１４）。

設立団体の長（知事）の評価

　令和元年５月、ゲーム依存症が世界保健機関(WHO)国際疾病分類に
「ゲーム障害」として認定されたことを受けて、令和２年度から、デイケア
において、ゲーム依存症患者専用のプログラムを開始した。また、入院を
必要とする患者に対しても、令和３年６月から「ゲーム依存プログラム」を
実施している。なお、令和５年度より個別対応を強化した結果、令和６年
度は前年度と比べ、患者数は  ４２．３％減少し、専門プログラム参加者
数は、２５．２％減となった。（前述Ｐ１９）

　山梨県における自殺予防対策を推進するため、県立中央病院に搬送さ
れた自殺未遂者の実態調査（調査期間は令和７年度まで）について、令
和５年１月に県から受託し、情報を収集している。また、山梨県自殺予防
対策関係者への各種研修会への職員派遣を行った。（前述Ｐ３６）

　新型コロナウイルス感染症の５類移行後も病床確保及び外来・検査体
制を維持することで、必要な医療を提供した。（前述Ｐ１４）

　医療法第２５条に基づく、病院への立入検査業務に放射線技師を派遣
している。令和７年度は、４４病院に対して診療用放射線の管理状況つい
て立入検査を実施した。
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２　法令・社会規範の遵守 ２　法令・社会規範の遵守

３　積極的な情報公開 ３　積極的な情報公開
・

・

　運営の透明性の確保に努め、年度計画の策定時
や評価委員会の評価を受けた後などに、ホーム
ページを活用し、業務内容や業務改善等の情報発
信に積極的に取り組む。
　月に２回新聞掲載している「やまなし医療最前
線」や令和３年度に設置した公式YouTube「YCH
キャスト」を活用し、県立病院機構の取組を積極
的に発信していく。

　運営の透明性の確保に努め、年度計画の策定時や
評価委員会の評価を受けた後などに、ホームページ
を活用し、業務内容や業務改善等の情報発信に積極
的に取り組む。

年　度　計　画

　県立の病院としての公的使命を適切に果たすた
め、医療法をはじめとする関係法令を遵守するとと
もに、倫理委員会によるチェック、内部監査の実施
等を通じて、職員の行動規範と倫理を確立する。

中　期　計　画

　また、法令・社会規範の順守に係る若手医師・
看護師を対象とした研修会を開催する。

　県立の病院としての公的使命を適切に果たすた
め、医療法をはじめとする関係法令を遵守すると
ともに、倫理委員会によるチェック、内部監査の
実施等を通じて、職員の行動規範と倫理を確立す
る。
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(39)法令・社会規範の遵守 (39)法令・社会規範の遵守

・ 【特記事項】

・

　

・

・

・

・

・

・

(40)積極的な情報公開 (40)積極的な情報公開

・ 【特記事項】

・

・

・

　研究機関における公的研究費の管理監査のガイドラインに基づくコンプ
ライアンス対策として、令和7年度は日本学術振興会運営のEラーニング
を事務職員１０名が受講した。

　法令・社会規範の遵守に係る研修会について、令和４年度から、新規
採用医師だけでなく、若手医師も対象とした。

　令和３年度に新たに、中央病院公式YouTubeチャンネル（YCHキャスト）
を開設した。令和８年４月現在４８本の動画を掲載し、視聴実績は累計約
１６．１万回となっている。

　県民にわかりやすい情報発信を行うため、公開市民講座や地域連携研
修会等の動画をアップロードした。

　ホームページ、新聞、中央病院公式
ＹｏｕＴｕｂｅチャンネルを活用し、
診療科の概要や治療実績、公開講座や
研修案内などを積極的に発信している
ことは評価する。
　県民に必要な情報を確実に届けるた
め、より一層利便性と魅力を向上させ
た情報発信を期待する。

A 当該事業年度における中期計画の実施状況が優れている。 評価評　価 Ａ
当該事業年度における中期計
画の実施状況が優れている。

　病院機構、中央病院、北病院がそれぞれホームページを開設し、評価
委員会の評価、年度計画や決算状況、理事会の議事録等を公表すると
ともに、法人組織や診療案内、研修内容や公開講座の案内、採用情報
等も掲載し、積極的な情報公開に取り組んだ。

　各診療科の活動、診療実績、その治療成績など県民が知りたい情報を
ホームページで随時公開している。なお、閲覧数は前年同期と比べて３．
３％減の２１７，８５４件であった。

Ｂ

　職員のコンプライアンスの向上については、病院内の研修会等で周知
を徹底し、職員全員一丸となり法令、社会規範の遵守に努めた。

当該事業年度における中期計画の実施状況が順調である。 評価

業務実績及び県立病院機構の自己評価 設立団体の長（知事）の評価

　仕事の能率を阻害し、職員の士気や組織のイメージに悪影響を与えか
ねないハラスメントを根絶するため、令和７年１1月に全職員を対象とした
ハラスメント防止研修会を開催した。院内・Zoomを併せて３３３人が受講
した。(令和６年度は９３人受講）

評　価 B

　令和７年７月に事務局２名、医局２名、コメディカル２名、看護局３名、計
９名のハラスメント相談員を任命した。

　令和３年度から公的研究費における不正防止計画推進委員会の機能
を倫理委員会が担うこととした。

　倫理委員会や研修会の開催、内部監
査などにより法令・社会規範の遵守に
努めていることは評価する。
　職員の飲酒運転の根絶等に向けたコ
ンプライアンス向上に関する研修やハ
ラスメント防止研修について、受講率
向上のための更なる取り組みを期待す
る。

　平成２２年度より、医療、運営、その他の業務に関する法律的業務につ
いて適切に行うため、弁護士と顧問契約を締結している。

当該事業年度における中期計
画の実施状況が順調である。

　倫理委員会で、院内で行われる医療行為及び医学の研究に関し、倫理
的、社会的観点から審査を行った(前述P３１）。
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中　期　計　画 年　度　計　画
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・

・

・

　中央病院・北病院の医師等に親しみを覚え理解を深めてもらうため、特
定疾患の治療方法等をわかりやすく解説する「やまなし医療最前線」や
セミナー等の「医療広告」を山梨日日新聞に毎月２回（第２、第４木曜日）
掲載している。

業務実績及び県立病院機構の自己評価 設立団体の長（知事）の評価

　令和２年７月から医師・病院と患者をつなぐ医療検索サイトであるメディ
カルノートに、中央病院消化器外科、婦人科、心臓血管外科、呼吸器外
科及び消化器外科医師のプロフィール記事を掲載している。

　令和６年度の当院の診療科・部門別業績評価をまとめた山梨県立中央
病院年報を作成し、全国の主要な病院等２８０ヶ所に配布した。
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(1)施設及び設備に関する計画 (1)施設及び設備に関する計画

(2)人事に関する計画 (2)人事に関する計画

(3)積立金の処分に関する計画 (3)積立金の処分に関する計画

４　山梨県地方独立行政法人の業務運営並びに財務及
  び会計に関する規則第７条で定める事項

４　山梨県地方独立行政法人の業務運営並びに財務及
  び会計に関する規則第７条で定める事項

施設及び設備の内容 予定額

年　度　計　画中　期　計　画

　政策医療の的確な提供や質の高い医療の提供に向
け、医療従事者の確保など、要員計画を作成し、適
切な人事管理を行う。

　前期中期目標期間繰越積立金については、病院施
設や医療機器の整備費用又は病院施設、医療機器の
取得に充てた長期借入金（移行前地方債債務償還金
を含む。）の返済に充てる。

病院施設、
医療機器等整備

財源 施設及び設備の内容 予定額
病院施設、
医療機器等整備

前期繰越利
益、国・県補
助金、長期借
入金等

総額
1,698百万円

　前期中期目標期間繰越積立金については、病院施
設や医療機器の整備費用又は病院施設、医療機器の
取得に充てた長期借入金（移行前地方債債務償還金
を含む。）の返済に充てる。

　政策医療の的確な提供や質の高い医療の提供に向
け、医療従事者の確保など、要員計画を作成し、適
切な人事管理を行う。

財源
前期繰越利
益、国・県補
助金、長期借
入金等

総額
 8,800百万円
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・ 【特記事項】

【中央病院】

【北病院】

合計 1,343 万円

車両 0 万円
ソフトウエア 0 万円

ソフトフェア 7,611 万円
合計 185,863 万円

　政策医療の確実な実施や質の高い医
療の提供に向け、必要な施設や設備が
整備され、計画的に医療従事者の確保
が進んだことは評価する。
　引き続き施設や設備への投資と安定
的な財務基盤の維持の両立を期待す
る。

施設整備・改修　　　
医療機器 万円

業務実績及び県立病院機構の自己評価 設立団体の長（知事）の評価

(41)山梨県地方独立行政法人の業務運営並びに財務及び会計に関する
規則第７条で定める事項

(41)山梨県地方独立行政法人の業務運
営並びに財務及び会計に関する規則第
７条で定める事項

評　価 A 当該事業年度における中期計画の実施状況が優れている。 評価 A
当該事業年度における中期計
画の実施状況が優れている。

　繰越積立金、長期借入金等を財源として、病院の施設及び設備の整備
を実施した。

車両

医療機器
施設整備・改修　　　

90,483
87,769

0 万円

万円
386 万円
957

万円
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中　期　計　画 年　度　計　画
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・

・

・

・ 　長期借入金、繰越積立金等を財源に、病院の施設及び設備の改善とし
て、１８億７，２００万円余を支出した。

業務実績及び県立病院機構の自己評価 設立団体の長（知事）の評価

　政策医療を着実に実施するため、必要な人員を確保できるよう採用試
験を複数回実施した。
　（看護師２回、医療技術者２回、事務２回）

　職員数は、前年度と比べて１．７％増、機構発足時と比べると７０．４％
（７６７人）増加し、１，８５８人となった。

　平成３０年度より新専門医制度が開始され、中央病院では、内科、外
科、救急科、総合診療科、整形外科、小児科、産婦人科の専門研修基幹
施設として専門研修プログラムを作成している。その他の科では連携施
設として、他施設の専門研修プログラムに積極的に協力しており、専攻
医の専門医資格取得を人的及び物的に支援している（前述Ｐ３９）。
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【地方独立行政法人山梨県立病院機構】 （単位：円）

資産の部

Ⅰ　固定資産

１　有形固定資産

土地 3,708,617,952

建物 36,250,341,397

建物減価償却累計額 ▲ 21,213,166,465 15,037,174,932

構築物 448,950,620

構築物減価償却累計額 ▲ 379,182,791 69,767,829

器械備品 13,318,159,304

器械備品減価償却累計額 ▲ 9,179,587,951 4,138,571,353

車両 82,924,131

車両減価償却累計額 ▲ 73,991,985 8,932,146

その他有形固定資産 60,706,810

有形固定資産合計 23,023,771,022

２　無形固定資産

ソフトウェア 376,911,211

電話加入権 154,000

その他無形固定資産 62,945

無形固定資産合計 377,128,156

３　投資その他の資産

投資有価証券 12,000,000,000

長期前払費用 4,199,000

長期前払消費税等 871,676,866

破産更生債権等 116,051,715

貸倒引当金 ▲ 116,051,715 0

リサイクル預託金 157,920

投資その他の資産合計 12,876,033,786

　　　　　　固定資産合計 36,276,932,964

Ⅱ　流動資産

現金及び預金 3,601,558,834

未収金 5,678,129,596

貸倒引当金 ▲ 74,924,553 5,603,205,043

医薬品 274,914,871

診療材料 266,447,340

貯蔵品 17,581,362

前払費用 785,700

　　　　　　流動資産合計 9,764,493,150

　　　　　　　資産合計 46,041,426,114

科目 金額

貸借対照表
（令和8年3月31日）
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【地方独立行政法人山梨県立病院機構】 （単位：円）

負債の部

Ⅰ　固定負債

資産見返負債

資産見返補助金等 835,582,142

移行前地方債償還債務 9,574,727,636

長期借入金 3,244,382,100

引当金

退職給付引当金 5,094,720,000

役員退職慰労引当金 15,441,440 5,110,161,440

資産除去債務 7,942,170

　　　　　　固定負債合計 18,772,795,488

Ⅱ　流動負債

一年以内返済予定移行前地方債償還債務 1,766,452,395

一年以内返済予定長期借入金 1,092,085,900

未払金 2,155,037,898

未払消費税等 11,547,600

前受金 53,424,530

預り金 131,136,867

引当金

賞与引当金 989,027,035 989,027,035

　　　　　　流動負債合計 6,198,712,225

　　　　　　　　負債合計 24,971,507,713

純資産の部

Ⅰ　資本金

設立団体出資金 243,220,940

　　　　　　　資本金合計 243,220,940

Ⅱ　資本剰余金

資本剰余金 14,091,649,270

　　　　　　　資本剰余金合計 14,091,649,270

Ⅲ　利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金 5,642,159,021

建設改良積立金 432,055,042

当期未処分利益 660,834,128

（うち当期総利益） (660,834,128)

　　　　　利益剰余金合計 6,735,048,191

　　　　　　純資産合計 21,069,918,401

　　　　　負債純資産合計 46,041,426,114

（令和8年3月31日）

科目 金額

貸借対照表
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【地方独立行政法人山梨県立病院機構】 （単位：円）

営業収益
医業収益

入院収益 17,260,490,805
外来収益 11,162,058,390
その他医業収益 478,030,431
保険等査定減 ▲ 86,994,690 28,813,584,936

運営費負担金収益 3,372,105,000
補助金等収益

国庫補助金 379,479,054
県補助金 590,423,091 969,902,145

寄附金収益 5,746,707
資産見返負債戻入

資産見返補助金等戻入 116,758,288
営業収益合計 33,278,097,076

営業費用
医業費用

給与費 13,863,794,809
材料費 10,845,963,622
減価償却費 2,236,363,573
経費 4,059,721,514
研究研修費 140,216,012 31,146,059,530

一般管理費
給与費 ▲ 36,172,196
減価償却費 7,302,120
経費 47,357,498 18,487,422

営業費用合計 31,164,546,952

営業利益 2,113,550,124

営業外収益
運営費負担金収益 69,393,000
財務収益

預金利息 616,338
有価証券利息 87,529,691 88,146,029

雑収益
実習料収益 13,282,401
院内駐車場使用料 37,344,707
賃貸料収益 59,655,278
その他雑収益 36,884,121 147,166,507

営業外収益合計 304,705,536

営業外費用
財務費用

移行前地方債利息 64,746,016
長期借入金利息 22,198,272 86,944,288

資産に係る控除対象外消費税等償却額 142,173,647
控除対象外消費税等 1,468,234,308
雑支出 653,275
営業外費用合計 1,698,005,518

経常利益 720,250,142

臨時利益
その他臨時利益 1,569,864 1,569,864

臨時損失
固定資産除却損 60,985,878 60,985,878

当期純利益 660,834,128
当期総利益 660,834,128

科目 金額

損益計算書
（令和7年4月1日　～　令和8年3月31日）
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用語の説明 

 

１ 周産期母子医療：「周産期」とは、妊娠22週から生後満7日未満までの期間をいい、合併症妊

娠や分娩時の新生児仮死など、母体・胎児や新生児の生命に関わる事態が発生する可能性があり

ます。周産期を含めた前後の期間における医療は、突発的な緊急事態に備えて産科・小児科双方

からの一貫した総合的な体制が必要であることから、特に「周産期母子医療」と表現されていま

す。 

２ 心神喪失者等医療観察法：心神喪失又は心神耗弱の状態（精神障害のために善悪の区別がつか

ないなど、刑事責任を問えない状態）で、重大な他害行為（殺人、放火、強盗、強制性交等、強

制わいせつ、傷害）を行った人に対して、適切な医療等を提供し、社会復帰を促進することを目

的とした法律です。 

３ ドクターヘリ：救急医療用機器や医薬品を搭載し救急医および看護師が搭乗した救急医療専用

ヘリコプターのことです。救急現場で適切な初期治療を行い、短時間で医療機関に搬送できるも

のです。 

４ 難病：明確な定義はありませんが、一般的には、（１）原因が不明であり治療方法が確立して

おらず、かつ後遺症を残すおそれが少なくない疾病、（２）経過が慢性にわたり、身体的問題ば

かりでなく、精神的・社会的・経済的な負担を伴うことが多い疾病のことと言われています。 

   厚生労働省では、症例数が少なく、原因不明で治療方法も未確立であり、かつ、生活面で長期

にわたる支障がある疾患について、研究班を設置し、原因の究明、治療方法の確立に向けた研究が

行われています。現在130疾患を対象にこの事業（難治性疾患克服研究事業対象疾患）が行われて

います。 

５ ＤＰＣ：診断群分類包括評価（DPC/PDPS）を適用して診療報酬を請求する病院をＤＰＣ対象病

院と呼び、役割や機能に応じて3つの群に分類され、それぞれに診療報酬を計算するために必要

な基礎係数が割り当てられます。大学病院本院からなる大学病院本院群、大学病院本院群に準じ

た診療機能を提供できるとされた特定病院群、それ以外の標準病院群に区分されています。 

６ ベンチマーク：病院経営や運営を改善するために用いる、優良他院の基準や指標、また、他院

との比較により、状況を改善する活動のことです。 

７ 治験：新しい「薬」を開発するために、人での有効性や安全性について調べる試験を一般に

「臨床試験」と呼んでいます。また、厚生労働省から「薬」として承認を受けるために行う臨床

試験のことを「治験」と呼んでいます。 
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８ 看護師の特定行為研修：看護師が手順書により診療の補助である特定行為を行う場合に、特に

必要とされる実践的な理解力、思考力及び判断力並びに高度かつ専門的な知識及び技能の向上を

図るための研修です。 

９ 医師事務作業補助者：医師の指示に従って、カルテや処方箋、入退院説明書などの作成の補助

を行い、データ入力などの事務作業を行います。 

１０ 紹介率：他の医療機関から紹介されて受診された患者さんの割合のことです。 

逆紹介率：当該医療機関から他の医療機関に紹介した患者さんの割合のことです。 

高い紹介率・逆紹介率は地域の他の医療機関等との良好な連携状況を反映する指標と言えます。 

１１ ＤＭＡＴ：医師、看護師、業務調整員（医師・看護師以外の医療職及び事務職員）で構成され、

大規模災害や多傷病者が発生した事故などの現場に、急性期（おおむね48時間以内）に活動でき

る機動性を持った、専門的な訓練を受けた医療チームです。 

   ロジ（ＤＭＡＴロジスティックチーム）：ＤＭＡＴの活動に関わる後方支援を行うチームのこ

とで、通信、移動手段、医薬品供給、生活手段等の確保等を行います。 

１２ クリニカルパス：入院時や外来を含む診療経過の中で、病気を治すうえで必要な治療・検査や行

うべき処置などを経過する日付や時間ごとに示した診療スケジュールのことで、患者さんに示され

るものと同じ内容で医療提供者（医師・看護師等）が確認しながら使用するものがあります。 

１３ ＨＥＯＲ（Hybrid Emergency Operating Room）：手術台と心・血管X線撮影装置を組み合わせ

た緊急手術室のことです。現在は、手術前に別室で画像を撮影して、移動後に手術をしています

が、撮影と手術が同じ場所で可能となり、患者の負担が減るだけでなく、術中も画像が得られるこ

とで安全面の向上も期待できます。 

１４ 認定看護師：日本看護協会の認定看護師認定審査に合格し、救急看護・緩和ケア・感染管理など

の特定の看護分野において、熟練した看護技術と知識を有することが認められた看護師です。 

１５ 胎児超音波スクリーニング検査：超音波診断装置を使用して胎児が先天性異常をもつ可能性を調

べる検査のことです。 

１６ ＮＩＣＵ：新生児の集中治療室の略称です。低出生体重児(未熟児)や、先天性の病気を持った重

症新生児に対し、呼吸や循環機能の管理といった専門医療を24時間体制で提供する治療室です。 

１７ ＭＦＩＣＵ（Maternal-Fetal Intensive Care Unit）：母体胎児集中治療室の略称です。合併 

症妊婦などハイリスク妊婦に対応し、専門医療を24時間体制で提供する治療室です。 

１８ キャンサーボード：がん医療に携わる複数の診療科医や看護師・薬剤師などの職種を超えた専 

門職が集まり、がん患者の診断・状態・治療方針などについて、それぞれの専門的知識をもとに意

見交換・情報共有・確認などを行う検討会です。 



【参考資料】 

- 141 - 
 

１９ 一類感染症：感染力、罹患した場合の重篤性等に基づく総合的な観点からみた危険性が極めて高

い感染症のことです。エボラ出血熱 ペスト マールブルグ病 ラッサ熱などがあります。 

２０ スーパー（精神科）救急病棟：急性期の集中的な治療を必要とする精神疾患の患者、重症の精神

科救急患者を入院させる精神科急性期治療病棟のうち、より高いレベルの人員配置・設備・医療水

準などが整備されて承認された病棟のことです。 

２１ 診断群分類包括評価（DPC/PDPS）：患者が入院した場合に、最も診断や治療に処置や経費がかか

った診断名を基本に、手術や処置の内容に応じて定められた分類（DPC：診断群分類）ごとに、１

日当たりの検査や治療をまとめた（包括した）定額の点数（PDPS）を基本に、定められた出来高請

求点数を加えて医療費を請求するものです。現在は、急性期の病気を中心に適応されています。 

２２ 病棟薬剤師：各病棟に配置されて入院患者への服薬指導、薬剤の投与（種類、量、投与方法、期

間など）などに関する業務を行う薬剤師をいいます。 

２３ ＤＰＡＴ：自然災害や航空機・列車事故、犯罪事件などの集団災害の後、被災地域に入り、精神

科医療および精神保健活動の支援を行う専門的なチームです。 

２４ 病棟クラーク：各病棟専属の事務部門のスタッフで、カルテやレントゲンの管理、検査データの

処理、診断書等の書類の受け渡し、入退院の手続きなど多岐に渡る様々な業務を受け持つ者です。 

 

※資料内、業務実績及び県立病院機構の自己評価に記載のある「前述Ｐ○○」は、県立病院機構業務実績 

報告書のページを引用するものであり、県立病院機構業務実績評価書のページを引用するものではな 

い。 

 


